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はじめに 
 

太平洋は地球の約 3分の 1を占める広大な海域であり、美しい海洋環境やそこ

から得られる水産・海洋資源は人類にとってかけがえのない恵みである。他方、

太平洋に所在する国々は、概して国土が狭く人口の少ない島嶼国であり、各国

独自でその広大な海域を適正に管理することが困難な状況であり、監視取締り

や海難防止・海難救助等への海上保安対応勢力も十分ではない。 

このため、従来からアメリカやオーストラリア等により、これら太平洋島嶼国

地域への各種支援が実施されてきているが、近年、これら地域における海洋保

安能力の一層の向上が求められてきている。 

こうした状況下、当協会では、2011 年度以降、公益財団法人日本財団及び公益

財団法人笹川平和財団と協力し、太平洋に所在するミクロネシア 3 カ国（パラ

オ共和国、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国）の海上保安能力を強化

支援する事業を実施してきた。 

2012 年度は、各国に対して、小型パトロール艇や通信施設等を供与した。また、

これらの供与施設が一時的な供与に終わることなく、長期間に亘り、安全・円

滑に活用されるよう、毎年、小型艇等の運用経費（定期整備・予備品供給、燃

料費、小型艇揚降費、衛星通信料）等を支援している（2020 年 3 月末まで継続

予定）。 

2013 年度においては、これら運用経費の支援や、専門家を派遣して、小型パト

ロール艇の整備や運航の研修を実施した。 

また、これまでの支援に対して、各国から高い評価を得ているところであり、

更なる支援の要望が強いことから、各国別に最も適切な支援項目を検討し、順

次、追加支援策（第２フェーズ）として実施していく予定である。 

本書においては、2013 年度の実施事業を主体に取りまとめたものであるが、

これまでの事業とのつながりを理解し易くするため、これまでの事業内容につ

いても併せて概観するとともに、今後の更なる事業発展の可能性についても言

及した。 

 

 

2014 年 3 月 

公益社団法人 日本海難防止協会 
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本書で用いられる略語の説明 

 

FFA : Pacific Islands Forum Fisheries Agency 

(太平洋諸島フォーラム漁業機関) 

FSM : Federated States of Micronesia (ミクロネシア連邦) 

HF  : High Frequency(短波) 

JAMS：The Japan Association of Marine Safety 

（公益社団法人 日本海難防止協会） 

MOU : Memorandum of Understanding（覚書） 

MSA : Maritime Surveillance Advisor 

(ミクロネシア各国に派遣されている豪海軍の海上監視アドバイザー) 

NF ： The Nippon Foundation (公益財団法人 日本財団)  

NMC： Nippon Maritime Center (日本海難防止協会のシンガポール事務所) 

PPB： Pacific Patrol Boat （豪州から供与された監視艇） 

RMI : Republic of the Marshall Islands (マーシャル諸島共和国) 

ROD： Record of Discussion (議事録) 

ROP : Republic of Palau (パラオ共和国) 

SPF： The Sasakawa Peace Foundation (公益財団法人 笹川平和財団) 

USCG: United States Coast Guard (米国沿岸警備隊) 

VHF : Very High Frequency(超短波) 
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１ 事業の検討経緯 

 

ミクロネシア 3 国は、広大な領海及び排他的経済水域（EEZ）（3 国合計 EEZ

は約 600 万㎢で、米豪に次ぐ世界第 3 位に相当）を有するが、取締り勢力等

が極めて脆弱で、それら海域の適切な海洋管理が困難な状況である。また、

捜索救助等の海洋安全確保の観点からも十分でない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我が国は、水産・漁業の分野で太平洋地域から極めて大きな恩恵を受けてお

り、専らこの分野での協力・支援を行ってきたが、近年では、海洋安全保障

という観点から、ミクロネシア各国を含む太平洋島嶼国の海洋管理能力の一

層の向上が求められている。 

こうした状況下、2008 年以降、公益財団法人日本財団及び公益財団法人笹川

平和財団の主導により、日本（海上保安庁）、アメリカ（USCG）、オーストラ

リア（海軍等）の各国海上保安機関の協力を得て、ミクロネシア地域を対象

とする海上保安分野での支援項目の検討を行ってきた。 

その結果、2010 年 11 月にパラオで開催された「第 3 回ミクロネシア 3 国の

海上保安能力強化に関する官民合同会議」（パラオ会議）において、ミクロネ

シア３国に対して支援すべき基本的な項目について合意され、そのうち実施

＜図１：ミクロネシア地域とそのＥＥＺ＞
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可能な項目から早急に支援措置を実施していくことが合意された。 

 （パラオ会議議事録は、「Ⅵ 参考資料」【ＲＯＤ】を参照） 

 

パラオ会議までの現地調査及び国際会議の開催状況等は次のとおり。 

2008 年  5 月  マーシャル諸島大統領より日本財団に支援要請あり 

2008 年 11 月   第 8回ミクロネシア大統領サミット（於ミクロネシア連邦）

にて、日本財団からの支援を歓迎する旨表明 

2009 年  3 月  現地調査（第一次） 

2009 年  7 月  第 9 回ミクロネシア大統領サミット（於マーシャル諸島） 

2009 年  9 月  現地調査（第二次） 

2010 年  1 月  現地調査報告書作成 

2010 年  3 月  第 1 回官民共同会議開催（於東京） 

2010 年  6 月  第 2 回官民共同会議開催（於グアム） 

2010 年  7 月  実務者調整会議開催（於ソロモン諸島：FFA） 

2010 年  7 月  第 10 回ミクロネシア大統領サミット（於パラオ） 

2010 年 11 月   第 3 回官民共同会議開催(於パラオ)、基本的支援項目合意 

 

２ 事業の内容 

 

公益社団法人日本海難防止協会では、日本財団と協力し、上記のパラオ会

議で合意された項目のうち、早急に対応が必要な支援措置を実施することと

し、ミクロネシア 3 カ国を訪問して詳細な現地調査及び調整を実施するとと

もに、アメリカ（USCG14 管区）、オーストラリア各国政府との協議等を繰り返

し、早急に実施すべき支援内容として、次のとおり合意した。 

（１）施設の供与 

① 小型パトロール艇の供与（沿岸部での海上保安業務用、15m 型多目的型

FRP 艇、各国 1 隻ずつ） 
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VHF レピータ（自動中継器）を新設、衛星通信装置を導入） 

③ 非常用発電機の供与（頻繁な停電に対応するため。パラオのみ） 

（２）運用コストの供与 

上記の供与施設が一時的な供与で終わることなく、継続して円滑・適切に

運用できるよう、2020 年 3 月まで、次の支援を行う。 

② 小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の供与 

② 小型パトロール艇の予備品・交換部品の供与、定期整備実施 
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③ 近隣諸国との「合同取締」を実施する際の参加船艇への燃料費補助 

④ 衛星通信料の供与 

 

３ 事業の目的 

 

この事業の目的は次のとおりである。 

（１）ミクロネシア 3 国の海域において、取締り、海難防止、海難救助や

災害時の対応能力を充実させ、より安全で安心な海域を確保する。 

（２）現在、稼働しているパトロール・ボート（30m 型。1980 年代以降に

オーストラリアより寄贈。パラオとマーシャル諸島は 1 隻ずつ、ミ

クロネシア連邦は 3 隻所有）は、主として EEZ の遠距離海域用であ

るため、対応が手薄になりがちな沿岸域での海上保安業務用に、多

目的型の高速小型パトロール艇を供与することにより、各国の総合

的な海上保安能力の向上を図る。 

（３）加えて、海上での海上保安業務実施のために必須である無線通信能

力を向上させることにより、より効果的に同国の海上保安業務を執

行できるような体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図２：オーストラリア寄贈のパトロール・ボート（ミクロネシア連邦）＞ 
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＜図２：オーストラリア寄贈のパトロール・ボート（ミクロネシア連邦）＞ 
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４ 事業の進展状況 

 

（１）支援内容覚書（ＭＯＵ）の締結 

この事業を円滑・適正に実施するため、日本海難防止協会と各国政府

との間で、具体的な支援策の内容に関する「覚書」（ＭＯＵ：Memorandum 

of Understanding）を締結した。 

なお、ミクロネシア連邦政府としては、同政府が外国の非政府組織（日

本海難防止協会）との間でＭＯＵを締結するのは初めてのことであり、

注目された。 

 

各国とのＭＯＵ締結年月日は、次のとおり。 

パラオ共和国    ：2012 年 2 月 16 日 

ミクロネシア連邦  ：2012 年 1 月 26 日 

マーシャル諸島共和国：2012 年 1 月 19 日 

 

（各国との覚書（MOU）の内容は、「Ⅵ 参考資料」【ＭＯＵ】を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜図３：覚書（MOU）に署名するイティマイ・ミクロネシア連邦運輸通信インフラ大臣＞ 
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（２）小型パトロール艇の建造 

MOU に基づき、使用目的に適した小型艇の仕様を検討して入札した結果、

ヤンマー製の「EX46FB」が採用された。 

同艇は、日本で最大クラスの多用途型の量産艇であり、主要目は次の

とおり。 

・船質：FRP 

・全長：約 15m(46FT 型) 

・総トン数：約 12 トン 

・最大搭載人員：14 名 

・機関最大出力：650 馬力 

・最大速力：約 30 ノット 

・航続距離：約 400 海里(1/2 出力) 

・航海計器：電子海図(ECDIS)、測深装置、航海情報統合装置(NAVNET) 

・通信装置：HF・VHF 無線機、衛星通信装置(ボイス、メール) 

・海上保安業務用施設：フライング・ブリッジ(FB）、パトライト、 

サイレン、拡声器、サーチライト、担架、簡易救急備品等。 

 

船名は、各国大統領等の命名によるものであり、それぞれの特徴を有

する素晴らしいものとして各国民に歓迎されている。 

 

各国の小型パトロール艇の船名は次のとおり。 

 

パラオ共和国：「KABEKEL M’TAL」（カベケル マタール） 

（パラオ語で、「有能で勇敢な監視船」の意味） 

 

ミクロネシア連邦：「FSS Unity」（FSS ユニティー） 

（「統合、統一」の意味） 

 

マーシャル諸島共和国：「RMIS LOMOR Ⅱ」（RMIS ロモール Ⅱ） 

（マーシャル諸島語で、「救助」の意味） 

 

（各国の小型パトロール艇の写真は、「巻頭」参照） 
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（３）通信施設の建設 

パラオ共和国及びミクロネシア連邦においては、それぞれの海上保安

機関が使用している無線通信装置が、近距離から遠距離海域に至るまで、

全体的に通信困難な海域が多く、極めて不安定・不十分な状況であった。 

このため、大型の HF アンテナを新設し、無線機の出力もアップした。

また、新規に VHF レピータ（自動中継器）システムを導入し、中距離海

域との通信機能を大幅に改善した。 

さらに、通信の範囲や品質、安定性で格段に優れた衛星通信装置（メ

ール、電話）を新設に導入するとともに、その費用を日本側が負担する

ことで、そのシステムの最大限の活用を図っている。 

これらの改善措置により、大幅な通信範囲の拡大が確認されており、

各国での円滑な海上保安業務の執行のために大きく寄与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図４：パラオ共和国へ供与したＨＦ通信用アンテナ＞ 
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（４）「引渡式」の開催 

小型パトロール艇等の支援施設の供与を記念して、ミクロネシア各国で

は大統領等の幹部の出席の下、盛大な「引渡式」等が実施された。 

式典では、各国からこれら支援措置へのお礼が述べられるとともに、そ

れらの積極的な活用を約束し、また、日本側からは、今後の職員研修等

を含めた一層の支援措置の方針が述べられた。 

 

   各国での「引渡式」実施日は次のとおり。 

パラオ共和国    ：2012 年 10 月 12 日 

ミクロネシア連邦  ：2012 年 8 月 17 日 

マーシャル諸島共和国：2012 年 11 月 23 日  

 

（各国の「引渡式」の様子は、「Ⅵ 参考資料」【引渡式】参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図５：ミクロネシア連邦における引渡式＞ 
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＜図５：ミクロネシア連邦における引渡式＞ 
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（５）招へい研修の実施 

小型パトロール艇の供与と併行して、同艇を円滑に運用するため、各

国の職員を日本へ招へいして、供与する小型パトロール艇の建造状況の

見学や小型パトロール艇運行等に関する研修を実施した。 

また、日本における海上保安体制の状況を把握するため、海上保安庁

主催の「観閲式及び総合訓練」の見学等を実施した。 

研修生は帰国後、小型パトロール艇運行のリーダーとして重要な位置

を占めており、円滑な運行に大きく寄与しているとともに、本プロジェ

クトを推進するための、各国での調整者として活躍している。 

（招へい研修の詳細な様子は、「Ⅵ 参考資料」【研修】参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図６：招へい研修の実施状況＞ 

8

22

 
 

（５）招へい研修の実施 

小型パトロール艇の供与と併行して、同艇を円滑に運用するため、各

国の職員を日本へ招へいして、供与する小型パトロール艇の建造状況の

見学や小型パトロール艇運行等に関する研修を実施した。 

また、日本における海上保安体制の状況を把握するため、海上保安庁

主催の「観閲式及び総合訓練」の見学等を実施した。 

研修生は帰国後、小型パトロール艇運行のリーダーとして重要な位置

を占めており、円滑な運行に大きく寄与しているとともに、本プロジェ

クトを推進するための、各国での調整者として活躍している。 

（招へい研修の詳細な様子は、「Ⅵ 参考資料」【研修】参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図６：招へい研修の実施状況＞ 
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５ 供与物を円滑に運用するための支援 

 

（１）運用コストの供与 

この事業では、小型パトロール艇や衛星通信装置等の施設を、一時的に

供与するだけでなく、供与施設が円滑・有効に活用されるよう、それらの

運用やメンテンスに必要な諸経費を併せて支援することが大きな特徴で

ある。 

このような運用コストを含めた総合的な支援は政府開発援助（ODA）では

困難な分野であり、このプロジェクトの実施主体が、NGO（日本財団、日

本海難防止協会）だからできる大きな特徴となっている。 

 

（２）研修・訓練の実施 

オーストラリアから供与されたパトロール・ボート（ＰＰＢ）の乗組員

は、主にオーストラリアにおいて各種の研修を受けているが、今般、本プ

ロジェクトにより供与した小型艇については、その整備及び運行にあまり

慣れていない面があることから、それらについての研修・訓練が必要な国

もある。 

また、海上保安業務の円滑な運営のための研修等も必要とされており、

アメリカやオーストラリアとも協力して、一層効果的な研修・訓練を実施

し、ミクロネシア各国における総合的な海上保安能力の向上を図る必要が

ある。 
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５ 供与物を円滑に運用するための支援 
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１ 供与物の円滑な運用の支援 

 

各国への供与施設等が、安全で効率的に活用されるよう、2012 年度に引き続き、

2013 年度においても、以下のとおり運用経費等の支援を行った。 

なお、これらの運用経費等の支援は 2020 年 3 月末まで継続予定である。 

 

（１）小型パトロール艇の定期整備 

 

2012 年度に各国に供与した小型パトロール艇が、納入から１年を迎える時期

に、「定期整備」を行った。 

定期整備とは、小型パトロール艇のメーカー（ヤンマー）が規定する標準的

な年次定期点検項目について、日本からメーカーの技師を派遣して、点検及び

所要の整備を実施するものである。 

なお、ミクロネシア３国の中でも、国によって使用状況の差異があるが、概

して、1 年間使用すると、船体外観や船底、舵、プロペラ等がかなり汚れてお

り、中には、貝が付着している国もあった。 

船底の汚れ等により速力の低下にもつながるものであるが、徹底した定期整

備の実施により、新船と同様な状態となり、速力も新船時と同じ約 30 ノット

を回復することができた。 

また、強風時の岸壁等への打ち付け等により、船体部の破損、汚損も見られ

たが、ＦＲＰの補修により、ほぼ、新船状態になった。 

さらに、国によっては、甲板部、船室内、機関室内が生活用品や油等により

非常に汚い状態になっている場合もあったが、定期整備に併せて、現地職員を

指導して徹底的にこれらの除去、整理・整頓、油のふき取り掃除等を行った。

このような国では、定期整備の実施に併せて、毎年、定期的に船内外の「大掃

除」をしないと、整理・整頓しないための汚損状態で悪い管理状態になりかね

ないので、こうした意味でも、毎年、定期的に日本人が赴いて、小型パトロー

ル艇を「整備」するとともに、現地職員に船内、機関室内を「整理」させるこ

とは大きな意味がある。 

また、特筆すべき事項として、ミクロネシア３国においては、保護亜鉛の減

りが極めて速い。小型パトロール艇には、所要の場所と数の標準的な保護亜鉛

を付けてあるが、例えば、パラオにおいては、半年でほとんど消耗してしまう

程である。これは、ミクロネシア海域での海水温や塩分濃度等の影響が考えら

れる。いずれにしても、ミクロネシア海域で使用する小型パトロール艇には、
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保護亜鉛の数を多くするか、頻繁に新替えするなどの対応が必要である。 

なお、この定期整備の業務は、同艇を納入した南洋貿易株式会社に業務委託

した。 

各国の整備状況は以下のとおり。 

（定期整備の詳細は、「Ⅵ 参考資料」【小型パトロール艇】参照） 

 

①パラオ共和国 

船名：「KABEKEL M’TAL」（引渡日：2012 年 8 月 10 日） 

定期整備実施時期：2013 年 9 月 11 日～9月 18 日 

所見：普段から非常に丁寧に綺麗に小型パトロール艇を使用しているため、

汚れや損傷はあまりなかった。舵につけた保護亜鉛の減りが著しく、

頻繁に交換を必要とする。日常の整備状況は良好。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腐食した保護亜鉛（舵） 保護亜鉛交換後 

上架作業 磨いた後のピカピカのプロペラと舵 

12

28

保護亜鉛の数を多くするか、頻繁に新替えするなどの対応が必要である。 

なお、この定期整備の業務は、同艇を納入した南洋貿易株式会社に業務委託

した。 

各国の整備状況は以下のとおり。 

（定期整備の詳細は、「Ⅵ 参考資料」【小型パトロール艇】参照） 

 

①パラオ共和国 

船名：「KABEKEL M’TAL」（引渡日：2012 年 8 月 10 日） 

定期整備実施時期：2013 年 9 月 11 日～9月 18 日 

所見：普段から非常に丁寧に綺麗に小型パトロール艇を使用しているため、

汚れや損傷はあまりなかった。舵につけた保護亜鉛の減りが著しく、

頻繁に交換を必要とする。日常の整備状況は良好。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腐食した保護亜鉛（舵） 保護亜鉛交換後 

上架作業 磨いた後のピカピカのプロペラと舵 

12

28



②ミクロネシア連邦 

船名：「FSS Unity」（引渡日：2012 年 6 月 20 日） 

定期整備実施時期：2013 年 7 月 26 日～8月 7日 

所見：本艇は、比較的使用頻度（回数、距離）が低く、停泊が多い等のため、

船底がかなり汚れていた。日常の整備状況は良好。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上架後の「FSS Unity」 

上架直後のプロペラの様子 

汚損が激しい 

磨いた後のピカピカのプロペラ、舵 

上架作業 
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③マーシャル諸島共和国 

船名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 

定期整備実施時期：2013 年 12 月 7 日～12 月 16 日 

所見：小型パトロール艇の使用頻度が極めて高いが、係留地に風浪が入るこ

と等により、多くの損傷部分がみられた。日常の整備状況は良好。 

 

 

上架直後の船底の様子 

かなり汚れている 

磨いた後のピカピカの船底 

上架作業 磨いたプロペラ、舵と 

多めに取り付けた保護亜鉛 
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（２）小型パトロール艇等の修理、機能改善 

 

各国に、供与した小型パトロール艇は、２年目を迎えた。この間に、船体部

の接触等による損傷や、プロペラ抵触によるプロペラやクラッチ板の損傷・交

換等の修理を行った。 

その原因は、風浪等による不可抗力のほか、運航上の過誤・不注意によるも

のであった。不注意運行については、一層の注意と安全運航を指導した。 

また、現地で運航してみて、所要の改善要望もあったので、船内の手すり、

床マットの追加等の改善を行った。 

さらに、小型パトロール艇との通信等に使用する陸上側の通信施設も若干の

機能改善を行った。 

各国における修理及び機能改善の状況は、以下のとおり。 

 

①パラオ共和国 

○防舷帯ラバー損傷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○HF 通信施設の改善 

HF 通信装置が、現用の 1 セットしかないため、これら装置が万一の故障

の際には、即刻、通信不能状態となってしまう危険性がある。このため、

予備機として、1 セットを追加するとともに、この予備機も通常時は通信

にも使えるように HF 通信設備の二重化を図った。 

 

 

 

 

損傷した防舷帯ラバー 損傷した防舷帯ラバーの修理 
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②ミクロネシア連邦 

○プロペラ抵触によるプロペラ及びクラッチ板の交換 

プロペラの抵触により、プロペラが大きく変形し、また、クラッチ板が損

傷・固着したため、常に前進往き足のままで、「中立」（ニュートラル）と

ならず、また、「後進」に切り替えると機関が停止する事態となった。 

潤滑油フィルターには、多量のクラッチ板破片や金属くずが付着していた。 

このため、プロペラの応急修理・交換、クラッチ板の交換、ギアボックス

内各部の清掃等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小型パトロール艇にオートパイロット装置を設置 

相手国より要望のあったオートパイロット装置を追加設置した。 

（ミクロネシアの他の 2国については供与時から装備済みの装置である） 

 

○AIS 受信装置設置 

ミクロネシア連邦においては、ポンペイ島周辺の外国船等の動静を把握

できる装置がないため、相手国より AIS 装置設置の強い要望があり、適切

な海上保安業務実施上の必要性から追加設置した。 

 

 

③マーシャル諸島共和国 

○プロペラ抵触にプロペラ及びクラッチ板等の交換 

プロペラ抵触により、プロペラ及びクラッチ板が損傷したため、これら

を交換した。 

また、クラッチ板圧着用の油圧が低下し、かつ、不安定となったため、

ギアボックスのケースプレートを交換した。これは、クラッチ板が損傷し

たままで長期間運航したため、潤滑油フィルターに多量のクラッチ板破片

プロペラ損傷部を水中で応急修理 クラッチ板破片及び鉄くずが付着したフィルター 
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及び金属くずが付着したばかりでなく、潤滑油の通路を形成するギアボッ

クスのケースプレート内にも金属くず等が詰まったためと判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○破損した船体の修理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラッチ板破片及び鉄くずが付着したフィルター 

分解したギアボックス 取り外したケースプレート 

クラッチ板の取り外し作業 

破損した船体後部 綺麗に修復した船体後部 
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④３国共通 

○小型パトロ－ル艇の船内保護用床マット、手すりの設置 

船内の床面が傷つかないように床マットを設置。また、船体動揺時につ

かまる手すり等が船内にほとんどなかったため、設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小型パトロ－ル艇の船内にスイッチ類保護カバーを設置 

船内の電源スイッチの横を通る際、体がスイッチに触れてしまい、電源

が断となることが発生したため、各種スイッチ類の保護カバーを設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

キャビン内に設置した床マット キャビン天井に設置した手すり 

保護カバーを設置した電源スイッチ 保護カバーを設置した電源スイッチ 
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（３）小型パトロール艇揚降費の支援（パラオ共和国のみ） 

 

パラオ共和国においては、台風や強風避難等により、小型パトロール艇を陸

揚げする必要があるため、揚降費用の支援を行っている。 

支援額は、年間最大 100 万円である。 

2013 年度の小型パトロール艇揚降実績は下表のとおり。 

 

 

 

月 実施日 
作業

種別

回数 月間回数
揚降理由 

（回） （回） 

5 月 
20130506 揚 1 

2 メンテナンス、掃除 
20130513 降 1 

7 月 20130725 揚 1 1 

船底掃除、悪天候回避 
8 月 20130806 降 1 1 

11 月 
20131105 揚 1 

2 台風回避 
20131114 降 1 

小型パトロール艇揚降実績 
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（４）小型パトロ－ル艇等の燃料費の支援 

 

各国においては、自国予算による燃料購入がかなり困難な状況であり、オー

ストラリア供与のパトロール・ボート等の稼働率を下げている現実がある。 

このため、本プロジェクトにおいては、供与した小型パトロ－ル艇の運航に

必要な燃料費及び、各国との合同取締りに参加する船舶用の燃料費を支援して

いる。 

小型パトロ－ル艇用燃料費は、年間最大 400 万円、合同取締用燃料費は、年

間最大 300 万円であり、2013 年度の使用実績（2014 年 1 月時点まで）は以下

のとおりである。 

 

① パラオ共和国 

人材不足という問題も抱えているため、小型パトロ－ル艇の使用頻度に若干

の制限があるが、沿岸捜索救助や台風災害対応等、小型パトロ－ル艇の特徴を

発揮すべき必要な時には適切に使用している。 

合同取締用燃料費は、8月に全て使用済みである。 

 

② ミクロネシア連邦 

小型パトロ－ル艇の使用頻度が少なく、また、活動海域も首都のあるポンペ

イ島付近に限られるため、燃料供給量も少ない。 

合同取締用燃料費は、8月に全て使用済みである。 

 

③ マーシャル諸島共和国 

ミクロネシア 3国の中で、最も小型パトロ－ル艇を活用している。 

2013 年 12 月末までに、小型パトロ－ル艇用燃料費の上限額（400 万円）に達

した。 

その後、自国の予算により、燃料を購入して運航していたが、資金不足のため、

同国警察庁長官から日本海難防止協会宛、「燃料費追加支援の要請」があった。

このため、他国の燃料費経費の剰余分を利用して、追加支援（限度額 90 万円）

を実施した。 

合同取締用燃料費は、10 月に全て使用済みである。 
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（５）衛星通信料の支援 

 

小型パトロ－ル艇及び船艇基地（事務所）に衛星通信装置を導入したが、衛

星通信料は比較的高額であるため、各国の自国予算では、それを賄ないきれな

い可能性があり、いわゆる「宝の持ち腐れ」を防止するため、衛星通信料を支

援している。衛星通信料支援の各国限度額は、年間 126 万円。 

各国の使用状況は以下のとおり。    （青色：電話通話、赤色：データ通信） 
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ミクロネシア 3国のうち、マーシャル諸島での使用が突出しているが、この

傾向は、3国の小型パトロ－ル艇の使用頻度とほぼ比例の関係にあると思われ

る。 

また、本プロジェクトの支援の一環として、各国の HF 及び VHF の無線通信機

能を大きく改善したことにより、衛星通信を使わなくても、所要の通信がかな

り円滑に実施できるようになった。 

他方、衛星通信の特長である、「距離に関係ない通信範囲」、「昼夜や時間帯に

左右されない安定した明瞭な通信」、「陸上の電話網への接続による陸上の担当

者との直接通話」等は、「いつでも繋がる、最後の通信手段」という点で、そ

の意味は大きく、また、関係者への大きな安心感に繋がっている。 
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２ 研修の実施 

 

供与した小型パトロ－ル艇を適切に整備し、安全に運航するために、以下の

研修を実施した。各国とも、研修参加に熱心であり、着実な技術の向上が見ら

れた。特に機関関係の整備については、「いつでも何回でも研修を実施して欲

しい」と要請されるほど現地での研修需要が高いので、今後とも、各国のニー

ズにあった、各種の研修を実施していく必要がある。 

 

（１）小型パトロ－ル艇整備研修 

小型パトロ－ル艇を適正に維持・管理・運用するためには、適切な整備実施

が必須である。このため、小型パトロ－ル艇の毎年の定期整備や個別の修理に

併せて、OJT 方式で現地関係職員を指導した。また、一部の国については、ヤ

ンマー技師の現地滞在を 2 日間程度長くして、集中した整備研修を実施した。

その結果、ミクロネシア各国からは、感謝の意が示され、こうした支援措置は

極めて好評である。今後とも必要に応じて積極的に支援する必要がある。 

2013 年度における、各国での、研修状況は以下のとおり。 

（詳細は、「Ⅵ 参考資料」【小型パトロール艇】参照） 

 

① パラオ共和国 

○小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備に併せて整備指導を実施 

実施時期：2013 年 9 月 11 日～18 日 

実施場所：小型パトロ－ル艇「KABEKEL M’TAL」 

指導者 ：ヤンマー技師 橋本和弘氏 

訓練内容：小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備内容全般  

所  見：もともとスキルの高い職員であり、今後、自分たちでこの種の整

備が対応可能になることが期待される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

小型パトロ－ル艇「KABEKEL M’TAL」の機関室での整備指導風景 
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②ミクロネシア連邦 

○小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備に併せて整備指導を実施 

実施時期：2013 年 7 月 26 日～8月 7日 

実施場所：小型パトロ－ル艇「FSS Unity」 

指導者 ：ヤンマー技師 中村博氏 

訓練内容：小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備内容全般 

所  見：受講生は、技量、知識的には特に問題なく、指導者の説明をかな

り理解していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○オートパイロット装置設置に併せた整備指導を実施 

実施時期：2013 年 3 月 21 日～22 日 

実施場所：小型パトロ－ル艇「FSS Unity」 

指導者 ：ヤンマー技師 橋本和弘氏 

訓練内容：7月の定期整備時だけでは不十分であることから、オートパイロ

ット装置の設置のタイミングに合わせて整備指導を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型パトロ－ル艇「FSS Unity」の機関室での整備指導風景 
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②ミクロネシア連邦 
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③マーシャル諸島共和国 

○小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備に併せて整備指導を実施 

実施時期：2013 年 12 月 7 日～12 月 16 日 

実施場所：小型パトロ－ル艇「RMIS LOMORⅡ」 

指導者 ：ヤンマー技師 橋本和弘氏 

訓練内容：小型パトロ－ル艇納入 1年後の定期整備内容全般 

所  見：受講生は、技量、知識的にスキルがとても高い。また、進んで実

技を行おうとする姿勢があり、積極性がうかがえた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○集中的な整備指導を実施 

実施時期：2014 年 3 月 25 日～26 日 

実施場所：小型パトロ－ル艇「RMIS LOMORⅡ」 

指導者 ：ヤンマー技師 橋本和弘氏 

訓練内容：もともと技術の高い職員に、自分たちだけでもかなりの整備がで

きるよう、更なる技術向上のための整備指導を実施した。 

 

 

小型パトロ－ル艇「RMIS LOMORⅡ」の機関室での整備指導風景 
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（２）小型パトロ－ル艇操船研修 

 

ミクロネシア連邦 

○日本から小型艇操船の専門家を派遣し、海上警察職員へ操船研修を実施 

実施時期：2013 年 8 月 6 日～7日 

実施場所：ミクロネシア連邦海上警察署及び付近海域 

指導者 ：棒葉克也氏（ヤマハボート免許教室インストラクター） 

訓練内容：結索、解らん及び係留、安全確認、発航前の準備及び点検、発進・
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所  見：受講生は積極的に訓練を受けていた。 

（詳細は、「Ⅵ 参考資料」【研修】を参照） 
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３ 各国との打合せ 

 

2013 年度の事業を円滑に推進するため及び今後の本プロジェクトの展開等の

ため、ミクロネシア 3国を訪問して、齟齬のないように種々の打合せ（説明や

意見聴取、意見交換）を実施した。 

各国との打合せのうち主なものは以下のとおり。 

 

（１）パラオ共和国 

①大統領補佐官との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 3 日(水) /大統領府 

(訪問目的)第２フェーズの打合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から、山川調査役、クワルテイ大統領補佐官、サダン大統領首席補佐官、高橋研究員 
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②法務大臣（副大統領兼務）との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 24 日(水) /法務省 

(訪問目的)第２フェーズの打合せ 

 

 

③司法長官等との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 24 日(水) /最高裁判所 

(訪問目的)第２フェーズの打合せ 

前列中央右：ロウ司法長官、後列中央左：アグオン公安局長、後列中央右：トゥッティ海上法令執行部長 

左から２番目から：酒井(NMC)、小栁（SPF）、ベルズ法務大臣、右端：中村（NMC） 
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④在パラオ日本国大使館との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 23 日(火) /在パラオ日本国大使館 

(訪問目的)プロジェクトの進捗状況説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤海上法令執行部との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 26 日(金)  

/海上法令執行部(Division of Marine Law Enforcement) 

(訪問目的)小型パトロ－ル艇等の運用状況調査、今後の支援要望の打合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から、ＬＣＤＲウィルモア（ＭＳＡ）、トゥッティ海上法令執行部長、右から３番目：セクリー機関士、レメンゲサウ船長 

左端：林専門調査員、中央左：安沢参事官 

30

46

④在パラオ日本国大使館との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 23 日(火) /在パラオ日本国大使館 

(訪問目的)プロジェクトの進捗状況説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤海上法令執行部との打合せ 

(日時/場所)2013 年 4 月 26 日(金)  

/海上法令執行部(Division of Marine Law Enforcement) 

(訪問目的)小型パトロ－ル艇等の運用状況調査、今後の支援要望の打合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から、ＬＣＤＲウィルモア（ＭＳＡ）、トゥッティ海上法令執行部長、右から３番目：セクリー機関士、レメンゲサウ船長 

左端：林専門調査員、中央左：安沢参事官 

30

46



⑥大統領との打合せ 

(日時/場所)2013 年 7 月 8 日(月) /大統領府 

(訪問目的)第２フェーズ支援内容の打合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦駐日パラオ駐日大使との打合せ 

(日時/場所)2013 年 11 月 1 日(金) /駐日パラオ共和国大使館 

(訪問目的) 新大使へプロジェクト概要の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央：マツタロウ駐日大使 

左端：クアルテイ大統領補佐官、中央右：レメンゲサウ大統領 
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⑥大統領との打合せ 

(日時/場所)2013 年 7 月 8 日(月) /大統領府 

(訪問目的)第２フェーズ支援内容の打合せ 
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⑧国務大臣との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 11 月 21 日(木)/国務大臣室 

(訪問目的) 調印式のスケジュール確認等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨在パラオ日本国大使との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 11 月 22 日(金)/在パラオ日本国大使館 

(訪問目的) 新大使へプロジェクト概要及び調印式等の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左端：白﨑（NMC）、中央左：クアルテイ国務大臣、右端：アイタロウ国際局長 

中央右から：田尻大使、中西専門調査員 

32
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（２）ミクロネシア連邦 

①運輸通信インフラ大臣との打合せ 

(日時/場所)2013 年 6 月 13 日(木) /漁業海事専門学校（FMI） 

(訪問目的) 教育施設の現地調査 

 

①運輸通信インフラ大臣との打合せ 

(日時/場所 2013 年 6 月 13 日(木) /漁業海事専門学校（FMI） 

(訪問 目的) 教育施設の現地調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

②在ミクロネシア連邦オーストラリア大使との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 8 月 1 日(木) /在ＦＳＭオーストラリア大使館 

(訪問目的) プロジェクトの進捗状況説明、今後の意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前列中央：イティマイ運輸通信インフラ大臣、中央右：ロボマン ミクロネシア短期大学ヤップ校長、他講師陣 

中央右：クイーン オーストラリア大使 
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③在ミクロネシア連邦日本国大使との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 8 月 1 日(木) /在ＦＳＭ日本国大使館 

(訪問目的) プロジェクトの進捗状況説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④法務大臣等との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 8 月 2 日(金) /海上警察署（Maritime Wing） 

(訪問目的) 支援施設の活用状況調査及び要望事項等調査 

 

 

 

 

 

 

中央：鈴木大使、右から 2 番目：谷参事官、右端：武田専門調査員 

中央右から：スキリング法務大臣、ピーター司令官 
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（３）マーシャル諸島共和国 

①駐日マーシャル諸島共和国大使との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 4 月 12 日(金)/ 駐日マーシャル諸島共和国大使館 

(訪問目的) 新大使にプロジェクト概要の説明 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②法務大臣との打合せ 

(日時/場所)2013 年 12 月 12 日(木)/ 海上警備局（Sea Patrol） 

(訪問目的)支援施設の活用状況調査及び今後の要望事項等調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央左：ノート公使、中央右：キジナー駐日大使 

前列右端：ハイネ法務大臣、後列中央右：ランウィ警察長官、後列右端：ウェイン船長 
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③在マーシャル諸島共和国日本国大使との打合せ 

(日時/場所) 2013 年 12 月 13 日(金)/ 在ＲＭＩ日本国大使館 

(訪問目的) 新大使へプロジェクトの進捗等説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左端：岩田一等書記官、中央左：安細大使、右端：水谷専門調査員 
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Ⅲ これまでの業務改善成果 
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１ パラオ共和国 
 
パラオ共和国における海上保安組織は、法務省公安局傘下の海上法令執行部

（DMLE：Division of Marine Law Enforcement）である。 
DMLE は、所属船艇勢力として、1996 年 5 月にオーストラリアから供与され

たパトロール・ボート（PPB）「PSS President H.I. Remeliik(001)」を有して

おり、EEZ 内の違法漁船取締り等を実施しているが、自国予算でその燃料費を

十分に確保することが困難な状況にあり、PPB を有効に活用できない状況にあ

る。 
このため、本プロジェクトの支援の一環として、合同取締り用の燃料費補助

（年間最大 300 万円）をしているが、これは PPB によるパトロール活動の１～

２回分に相当し、パトロール頻度の向上に大きく寄与している。 
また、上記 PPB は、専ら、EEZ 内の遠距離海域の監視取締りに従事するため、

手薄になりがちな沿岸部の海上保安業務用に、本プロジェクトにおいて小型パ

トロール艇を供与した。同小型パトロール艇は、その供与後から、その優れた

性能（高速性、堪航性、通信能力等）を遺憾なく発揮し、各種の捜索・救助案

件、沿岸部のパトロール業務、海上での行事等開催時の警戒業務、ペリリュー

島等への要人輸送等で活躍したほか、特に、2013 年末にパラオ北部に大きな被

害をもたらした台風「Haiyan」の来襲に際しては、住民避難、災害物資輸送、

政府の災害対策委員長（副大統領）等の要人輸送等々に活躍した。 
また、小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の支援（年間最大 400 万円）

をしているが、その額は年間の同艇の運行に十分な額である。このため、同国

にとっては、自国の予算を使用せずに小型パトロール艇を年間運用できる訳で

あり、極めて大きな利益となっている。 
さらに、このプロジェクト支援の重要な柱として、通信機能の強化を積極的

に実施したことにより、HF 及び VHF での無線通信能力が飛躍的に改善され、

さらに衛星通信の導入を含めて、PPB や小型パトロール艇による海上保安業務

の円滑な執行に大きく役立っている。（改善効果の詳細は、「Ⅵ 参考資料」【業

務改善効果】参照） 
このように、本プロジェクトでの支援内容は、パラオでの海上保安能力の強

化に大きく寄与しているところであり、パラオ大統領をはじめ、政府の各レベ

ルから多くの感謝の言葉が述べられるなど、高い評価を得ているところである。 
こうした状況下、海洋資源保護に極めて積極的なレメンゲサウ大統領は、同

国の海上保安能力の一層の改善を熱望し、結果、後述のとおり、本プロジェク

トの「第２フェーズ」として、さらなる支援を実施することとなった。 
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おり、EEZ 内の違法漁船取締り等を実施しているが、自国予算でその燃料費を

十分に確保することが困難な状況にあり、PPB を有効に活用できない状況にあ

る。 
このため、本プロジェクトの支援の一環として、合同取締り用の燃料費補助

（年間最大 300 万円）をしているが、これは PPB によるパトロール活動の１～

２回分に相当し、パトロール頻度の向上に大きく寄与している。 
また、上記 PPB は、専ら、EEZ 内の遠距離海域の監視取締りに従事するため、

手薄になりがちな沿岸部の海上保安業務用に、本プロジェクトにおいて小型パ

トロール艇を供与した。同小型パトロール艇は、その供与後から、その優れた

性能（高速性、堪航性、通信能力等）を遺憾なく発揮し、各種の捜索・救助案
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をしているが、その額は年間の同艇の運行に十分な額である。このため、同国

にとっては、自国の予算を使用せずに小型パトロール艇を年間運用できる訳で
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化に大きく寄与しているところであり、パラオ大統領をはじめ、政府の各レベ

ルから多くの感謝の言葉が述べられるなど、高い評価を得ているところである。 
こうした状況下、海洋資源保護に極めて積極的なレメンゲサウ大統領は、同

国の海上保安能力の一層の改善を熱望し、結果、後述のとおり、本プロジェク

トの「第２フェーズ」として、さらなる支援を実施することとなった。 
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２ ミクロネシア連邦 
 
ミクロネシア連邦における海上保安組織は、法務省警察庁傘下の海上警察局

（Maritime Wing）である。 
Maritime Wing は、所属船艇勢力として、オーストラリアから供与されたパ

トロール・ボート（PPB）を３隻（1990 年 3 月供与の「FSS Palikir (01) 」、
1990 年 11 月供与の「FSS Micronesia (02)」、1997 年 5 月供与の「FSS 
Independence (03)」）を有しており、EEZ 内の違法漁船取締り等を実施してい
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トロール艇を供与した。同小型パトロール艇は、その供与後から、その優れた

性能（高速性、堪航性、通信能力等）を遺憾なく発揮し、各種の捜索・救助案

件、急病人輸送、沿岸部のパトロール業務、港内や沿岸部での外国船立入検査、

法令取締り、海上での行事等開催時の警戒業務、要人輸送等で活躍している。 
特に、2013 年 12 月にポンペイ島（首都パリキ－ルの在る島）北部に座礁し

た中国貨物船対応では、状況調査、付近警戒、関係者の輸送、船体から漏れた

油の調査等で活躍した。 
また、小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の支援（年間最大 400 万円）

をしているが、その額は年間の同艇の運行に十分な額である。このため、同国

にとっては、自国の予算を使用せずに小型パトロール艇を年間運用できる訳で

あり、極めて大きな利益となっている。 
また、2012 年に就任した新法務大臣は、海上での取り締まりや海上保安体制

の充実に極めて積極的であり、同国議会に働きかけて、小型パトロール艇用の

乗組員（５名）を増員した。また、Maritime Wing の制服の新調の予算を議会

に要求するなど、組織、要員の整備にも力を入れており、今後とも、日本から

の支援（研修を含む）を強く希望しているため、日本としてもできるだけの支

援が必要である。 
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３ マーシャル諸島共和国 
 
マーシャル諸島共和国における海上保安組織は、法務省警察庁傘下の海上警

備局（Sea Patrol）である。 
Sea Patrol は、所属船艇勢力として、1991 年 6 月にオーストラリアから供与

されたパトロール・ボート（PPB）「RMIS Lomor (03) 」を有しており、EEZ
内の違法漁船取締り等を実施しているが、自国予算でその燃料費を十分に確保

することが困難な状況にあり、PPB を有効に活用できない状況にある。 
このため、本プロジェクトの支援の一環として、合同取締り用の燃料費補助

（年間最大 300 万円）をしているが、これは PPB によるパトロール活動の１～

２回分に相当し、パトロール頻度の向上に大きく寄与している。 
また、上記 PPB は、専ら、EEZ 内の遠距離海域の監視取締りに従事するため、

手薄になりがちな沿岸部の海上保安業務用に、本プロジェクトにおいて小型パ

トロール艇を供与した。同小型パトロール艇は、その供与後から、その優れた

性能（高速性、堪航性、通信能力等）を遺憾なく発揮し、各種の捜索・救助案

件、病人輸送、罪人輸送、要人輸送、沿岸部のパトロール業務、海上での行事

等開催時の警戒業務等で活躍している。 
特に、2013 年 9 月に行われた PIF(Pacific Islands Forum)国際会議開催時に

は、PIF 各国要人の島間輸送、各種イベントでの海上移動の輸送やエスコート

などに活躍し、各国要人に対して、本プロジェクトでミクロネシア３国に供与

した小型パトロール艇の存在とその有用性を強く認識させることとなった。 
マーシャル諸島は、ミクロネシア３国のうちで最も小型パトロール艇の使用

頻度が高く、小型パトロール艇用の燃料費の支援（年間最大 400 万円）も、2013
年 12 月までに限度額一杯まで使用した。その後、自国予算により燃料費を確保

して小型パトロール艇を使用していたが、どうしても更なる予算確保が困難と

なり、日本側に追加支援を要請してきたため、他の２国分の燃料費の剰余分を

活用し、90 万円分を上限として追加支援することとした。 
マーシャル諸島では、このように小型パトロール艇の使用頻度が極めて高く、

本プロジェクトでの支援内容は、マーシャル諸島での海上保安能力の強化に大

きく寄与しているところであり、マーシャル諸島大統領を始め政府の各レベル

から多くの感謝の言葉が述べられるなど、高い評価を得ているところである。 
こうした状況下、2013 年 12 月にはハイネ法務大臣より、また、2014 年 2 月

には日本を公式訪問したロヤック・マーシャル諸島大統領から、同国の北部海

域用にさらにもう 1 隻の供与を熱望され、結果、後述のとおり、本プロジェク

トの「第２フェーズ」として、さらなる支援策の実施を検討することとなった。 
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Ⅳ 更なる支援に向けて（第２フェーズ） 
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１ パラオ共和国への対応 
 

パラオ共和国は、ミクロネシア 3 国の中でも供与した小型パトロ－ル艇を極

めて適切に運用しており、また、追加の支援措置の要望も強く、かつ、それら

を適切に活用することが期待できることから、「第２フェーズ」として同国に

対して追加支援を行うこととし、その内容は、島嶼国に対する海上保安体制強

化支援のモデルケースとすべく、詳細に検討した。 
まず、第１フェーズでの支援施設の活用状況を調査し、それを基礎として、

更なる支援の現地側の要望事項調査を行い、専門的な見地から検討を加えて、

同国の海上保安能力を一定レベルとするための、「海上保安体制（コーストガ

ード）整備計画」の案を策定した。 
その後、パラオを訪問して、同計画についてのパラオ側との調整を図るとと

もに、日本側の関係機関との調整を経て、同国への「第 2 フェーズ」の支援内

容を確定した。（詳細な内容は、「Ⅵ 参考資料」【第２フェーズ】参照） 
 2013 年 12 月、「ミクロネシア 3 国の海上保安能力強化支援（第２フェーズ）」

の調印式を日本（東京）で開催し、日本財団笹川会長とパラオ共和国レメンゲ

サウ大統領が調印文書に署名した。また、大統領は、安倍総理大臣への表敬訪

問、海上保安庁長官との会談等を行った。 
パラオに向けた本事業の第 2 フェーズは、2013～2014 年度の 2 か年事業と

して、支援を実施することとした。 
主な支援内容は、次のとおり。 

○小型パトロ－ル艇（2 隻目）供与 
○通信設備改善 

VHF レピータ（南部海域用）復旧 
VHF レピータ（北部海域用）新設 

○浅海用高速救難艇 
○浮力維持装置（アクアリフター） 
○航空機出動協力費の支援 
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調印文書に署名した笹川会長とレメンゲサウ大統領（日本財団ホームページより） 

安倍総理を表敬訪問（外務省ホームページより）

佐藤海上保安庁長官との会談
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２ ミクロネシア連邦への対応 
 

ミクロネシア連邦においては、海上警察（Maritime Wing）の職員の多くが、

同国の船員教育施設（漁業海事専門学校：FMI）の卒業生であるが、同校は、

操船等に関する教材が著しく不足しており、同校への操船練習機の供与が強く

希望されているところから、2013～2014 年度において、操船練習機を供与す

ることとした。 
 
 
 

操船練習機「MR シミュレーター」（イメージ） 
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３ マーシャル諸島共和国への対応 
 

2013年12月、小型艇の定期整備のためマーシャル諸島共和国を訪問した際、

ハイネ法務大臣より「小型パトロ－ル艇の 2 隻目を供与して欲しい」旨、強い

要請があった。 
その後、2014 年 2 月、マーシャル諸島共和国のロヤック大統領が日本を公式

訪問した際、日本財団笹川会長との会談が行われ、ロヤック大統領から、日本

財団グループの支援に対する謝意が示されるとともに、「是非、小型パトロ－

ル艇の 2 隻目の支援をお願いしたい」旨、言及があった。 
このため、今後、現地調査等を行い、業務ニーズに適合した小型パトロ－ル

艇（2 隻目）の仕様の調査、及び、管理運用方法等の調査を行い、同国への第

2 フェーズの支援を検討する予定である。 
 
 

2014 年 2 月 13 日 

日本財団笹川会長とロヤック大統領との会談 

（日本財団会長笹川陽平ブログより） 
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Ⅴ 将来的な取り組み課題 
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これまで本書において述べてきたように、本プロジェクトは、海上保安の体

制があまり整備されていない太平洋ミクロネシア地域の３ケ国を対象として、

その海上保安能力を一定のレベルに向上させることを目的に、各国の船艇勢力、

職員の状況やレベル、国家体制、国家予算等々を勘案し、できるだけ、現実的、

かつ、効果的な支援を心掛けてきた。即ち、各国の今の海上保安体制のレベル

に対して、一定量の有意なレベル向上をさせるために、限られた投資で最も効

果的と考えられる支援策を実施してきた。 
その結果、各国とも、確実に一定量のレベルの向上が見られた。 
こうした結果を受けて、各国からは、さらにもう一段階上のレベルを目指し

た支援の要請がなされるようになり、「第２フェーズ」として、更なる支援を

実施する方向になってきていることは非常に喜ばしいことである。 
他方、今回のこのプロジェクトのように、民間の公益団体が率先してこの種

の支援を実施する意義は、即ち、日本国全体としては支援の必要性があるもの

の、諸々の優先度や財政事情等により、仲々、日本政府（JICA）としての支

援の手が届き難い分野や案件に対して、フットワーク良く迅速な対応ができる

民間の公益団体が当座の対応をしてきていることである。 
事実、このプロジェクトを実施するに際して、各方面から、「海上保安（コー

スト・ガード）という、むしろ、国家の安全保障にかかわる分野の支援を、何

故、日本政府でなく、民間が実施するのか？」という質問が多くの方から出さ

れた。 
この種の支援は、金額的にも多くの経費を要するものであり、本来的には日

本の政府が対応すべきものとも言える。従って、暫定的には、今回のプロジェ

クトのように民間公益団体で対応するも、将来的には、日本政府側の対応に引

き継がれる性質のものとも考えられる。 
そう考えると、ミクロネシア３国の海上保安体制の強化支援は、今回のこの

プロジェクトにおいて、近いうちに一定のレベルまでの基礎的な体制作りがで

きるものと思われるが、今後、及び将来的には、ミクロネシア地域各国の政治・

外交的重要性に鑑みて、日本政府としても正面から対応し、これら各国の海上

保安機能の強化のための積極的な支援につなげていくべきと考えられる。 
なお、今回のこのプロジェクトの実現及び発展のために、民間サイドから、

ミクロネシア３国への海上保安機能強化支援について極めて積極的にご協力

をいただいている公益財団法人日本財団のご配慮に深謝する次第である。 

45

67

 
 

これまで本書において述べてきたように、本プロジェクトは、海上保安の体

制があまり整備されていない太平洋ミクロネシア地域の３ケ国を対象として、

その海上保安能力を一定のレベルに向上させることを目的に、各国の船艇勢力、

職員の状況やレベル、国家体制、国家予算等々を勘案し、できるだけ、現実的、

かつ、効果的な支援を心掛けてきた。即ち、各国の今の海上保安体制のレベル

に対して、一定量の有意なレベル向上をさせるために、限られた投資で最も効

果的と考えられる支援策を実施してきた。 
その結果、各国とも、確実に一定量のレベルの向上が見られた。 
こうした結果を受けて、各国からは、さらにもう一段階上のレベルを目指し

た支援の要請がなされるようになり、「第２フェーズ」として、更なる支援を

実施する方向になってきていることは非常に喜ばしいことである。 
他方、今回のこのプロジェクトのように、民間の公益団体が率先してこの種

の支援を実施する意義は、即ち、日本国全体としては支援の必要性があるもの

の、諸々の優先度や財政事情等により、仲々、日本政府（JICA）としての支

援の手が届き難い分野や案件に対して、フットワーク良く迅速な対応ができる

民間の公益団体が当座の対応をしてきていることである。 
事実、このプロジェクトを実施するに際して、各方面から、「海上保安（コー

スト・ガード）という、むしろ、国家の安全保障にかかわる分野の支援を、何

故、日本政府でなく、民間が実施するのか？」という質問が多くの方から出さ

れた。 
この種の支援は、金額的にも多くの経費を要するものであり、本来的には日

本の政府が対応すべきものとも言える。従って、暫定的には、今回のプロジェ

クトのように民間公益団体で対応するも、将来的には、日本政府側の対応に引

き継がれる性質のものとも考えられる。 
そう考えると、ミクロネシア３国の海上保安体制の強化支援は、今回のこの

プロジェクトにおいて、近いうちに一定のレベルまでの基礎的な体制作りがで

きるものと思われるが、今後、及び将来的には、ミクロネシア地域各国の政治・

外交的重要性に鑑みて、日本政府としても正面から対応し、これら各国の海上

保安機能の強化のための積極的な支援につなげていくべきと考えられる。 
なお、今回のこのプロジェクトの実現及び発展のために、民間サイドから、

ミクロネシア３国への海上保安機能強化支援について極めて積極的にご協力

をいただいている公益財団法人日本財団のご配慮に深謝する次第である。 

45

67



68 68



 
 
 
 
 

Ⅵ 参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69

 
 
 
 
 

Ⅵ 参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

69



70 70



Ⅵ　参考資料
目　　次

内容 ページ

1 20120400 ミクロネシア3国の地図、EEZ 49
2 20140303 経緯・実績 50
3 20130208 ミクロネシア3国の基礎情報（地理、社会） 65
4 20130310 ミクロネシア4国の基礎情報（政治、経済） 66

5 20140310 全体計画 67
6 20120622 実施スケジュール（2012年度） 68
7 20120404 実施スケジュール（2012年度）英語版 69
8 20130903 実施スケジュール（2013年度） 70
9 20140310 実施スケジュール（2014年度） 71

10 20140310 ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援　事業概要 72
11 20140310 ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援　事業概要（英語版） 81
12 20131202 プロジェクトの概要：調印式プレゼン資料 90
13 20130208 ミクロネシア3国への支援内容一覧 107

14 20120612 国内委員会の設置について 108

15 20101111 パラオ会議議事録（ＲＯＤ） 109

16 20120216 パラオ共和国との覚書(MOU) 117
17 20120126 ミクロネシア連邦との覚書(MOU) 122
18 20120130 (FSM 政府広報）ＭＯＵの署名 127
19 20120119 マーシャル諸島共和国との覚書(MOU) 128
20 20120703 パラオ共和国との覚書（ＭＯＵ）：小型艇揚降 133

21 20121012 パラオ共和国で「引渡式」を実施 134
22 20121016 （日本海事新聞）パラオに小型巡視艇引き渡し 135
23 20121025 （海上保安新聞）パラオに小型巡視艇 136

24 20121000
（在パラオ日本国大使館）パラオ便り（2012年10月）
「日本財団による小型監視艇及び通信機器の引渡式開催」

137

25 20120817 ミクロネシア連邦で「引渡式」を実施 138
26 20120820 （日本海事新聞）小型警備艇の供与開始 139
27 20120908 （産経新聞）小さな1隻を大きな飛躍へ 140

28 20120925 （世界の艦船）2012.11月号ミクロネシア向け小型警備艇「FSS Unity」(No.769) 141

29 20121123 マーシャル諸島共和国で「引渡式」を実施 142
30 20121129 （日刊海事通信）日本財団など、マーシャル諸島共和国に巡視艇を供与 143
31 20121123 （The Marshall Islands Journal）Sea Patrol team trains on Lomor Ⅱ 144

32 20130902 （ROP）定期整備の通知：山川調査役→ベルズ法務大臣 145
33 20130925 （ROP）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 146
34 20130723 （FSM）定期整備の通知：山川調査役→エイプリル法務大臣 163
35 20130812 （FSM）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 165
36 20131128 （RMI）定期整備の通知：山川調査役→ハイネ法務大臣 176
37 20131220 （RMI）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 177

38 20120601 招へい研修：各国小型艇乗組員等 191
39 20130806 （ＦＳＭ）操船研修の様子 192
40 20130812 （ＦＳＭ）小型艇操船研修（業務実施報告書：ＮＢＫ） 193
41 20130807 （ＦＳＭ）立入検査の様子（操船研修中に発生） 201

【全般】

【計画・スケジュール】

【事業の概要】

【国内委員会】

【ROD】

【MOU】

【引渡式】

【小型パトロ－ル艇】

【研修】

日付

71

Ⅵ　参考資料
目　　次

内容 ページ

1 20120400 ミクロネシア3国の地図、EEZ 49
2 20140303 経緯・実績 50
3 20130208 ミクロネシア3国の基礎情報（地理、社会） 65
4 20130310 ミクロネシア4国の基礎情報（政治、経済） 66

5 20140310 全体計画 67
6 20120622 実施スケジュール（2012年度） 68
7 20120404 実施スケジュール（2012年度）英語版 69
8 20130903 実施スケジュール（2013年度） 70
9 20140310 実施スケジュール（2014年度） 71

10 20140310 ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援　事業概要 72
11 20140310 ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援　事業概要（英語版） 81
12 20131202 プロジェクトの概要：調印式プレゼン資料 90
13 20130208 ミクロネシア3国への支援内容一覧 107

14 20120612 国内委員会の設置について 108

15 20101111 パラオ会議議事録（ＲＯＤ） 109

16 20120216 パラオ共和国との覚書(MOU) 117
17 20120126 ミクロネシア連邦との覚書(MOU) 122
18 20120130 (FSM 政府広報）ＭＯＵの署名 127
19 20120119 マーシャル諸島共和国との覚書(MOU) 128
20 20120703 パラオ共和国との覚書（ＭＯＵ）：小型艇揚降 133

21 20121012 パラオ共和国で「引渡式」を実施 134
22 20121016 （日本海事新聞）パラオに小型巡視艇引き渡し 135
23 20121025 （海上保安新聞）パラオに小型巡視艇 136

24 20121000
（在パラオ日本国大使館）パラオ便り（2012年10月）
「日本財団による小型監視艇及び通信機器の引渡式開催」

137

25 20120817 ミクロネシア連邦で「引渡式」を実施 138
26 20120820 （日本海事新聞）小型警備艇の供与開始 139
27 20120908 （産経新聞）小さな1隻を大きな飛躍へ 140

28 20120925 （世界の艦船）2012.11月号ミクロネシア向け小型警備艇「FSS Unity」(No.769) 141

29 20121123 マーシャル諸島共和国で「引渡式」を実施 142
30 20121129 （日刊海事通信）日本財団など、マーシャル諸島共和国に巡視艇を供与 143
31 20121123 （The Marshall Islands Journal）Sea Patrol team trains on Lomor Ⅱ 144

32 20130902 （ROP）定期整備の通知：山川調査役→ベルズ法務大臣 145
33 20130925 （ROP）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 146
34 20130723 （FSM）定期整備の通知：山川調査役→エイプリル法務大臣 163
35 20130812 （FSM）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 165
36 20131128 （RMI）定期整備の通知：山川調査役→ハイネ法務大臣 176
37 20131220 （RMI）小型艇定期整備（業務実施報告書：ＮＢＫ） 177

38 20120601 招へい研修：各国小型艇乗組員等 191
39 20130806 （ＦＳＭ）操船研修の様子 192
40 20130812 （ＦＳＭ）小型艇操船研修（業務実施報告書：ＮＢＫ） 193
41 20130807 （ＦＳＭ）立入検査の様子（操船研修中に発生） 201

【全般】

【計画・スケジュール】

【事業の概要】

【国内委員会】

【ROD】

【MOU】

【引渡式】

【小型パトロ－ル艇】

【研修】

日付

71

47 47



Ⅵ　参考資料
目　　次

日付 内容 ページ

42 20121226 パラオにおける通信機能の大幅改善に関する報告書 202

43 20130224 関連記事一覧 206
44 20121215 （海と安全）2012冬号：特集　海に関わるわが国の国際支援 209
45 20120621 （海洋白書）2012　太平洋島嶼国による海洋管理への日米豪の協力 217

46 20131202 第２フェーズに関する調印文書（笹川会長とレメンゲサウ大統領） 219
47 20131202 パラオへの2隻目の小型パトロール艇（イメージ）2014年度引渡予定 220
48 20131202 調印式(参考資料）（報道配布資料） 221
49 20131203 調印式(参考資料）主要支援項目（報道配布資料） 225

50 20131122
(News Release)日本財団とパラオ共和国レメンゲサウ大統領による「海上保安
能力強化支援プロジェクト調印式」

227

51 20131203 (日本海事新聞）パラオに巡視艇2隻目 228
52 20131212 （海上保安新聞）パラオの海保能力支援 229

53 20131203 （海運水産ニュース）日本財団パトロール船を寄贈　パラオに、違法操業対策 230

54 20131210 （港湾新聞）日本財団が海上保安能力強化支援プロジェクト調印式 231

55 20131203
（日刊海事通信）日本財団、パラオに海保能力強化でパトロール艇など供与
同国大統領と調印

232

56 20131203 (Island Times)Remengesau travels to Japan,CNMI 233

57 20131212 (Tia Belau)Nappon Foundation,Sasakawa Peace Foundation donates toPalau 234

58 20131203 （首相官邸：総理の一日）レメンゲサウ・パラオ大統領による表敬 235

59 20131203 （外務省：安倍総理大臣）レメンゲサウ・パラオ大統領による安倍総理表敬 236

60 20131231
(msn産経ニュース）首相　南太平洋の島国歴訪へ　中国の海洋進出牽制　慰
霊・・・遺骨収集を強化

237

61 20140111 （朝日新聞）環境対策　パラオに供与　政府「島まるごと支援」へ 238

62 20130700 パラオ共和国海上保安能力強化計画（コーストガード整備計画） 239

63 20130700 パラオ共和国海上保安能力強化計画（コーストガード整備計画）（英語版） 255

64 20130613 FSM漁業海事専門学校（FSM Fisheries and Maritime Institute:FMI) 274

65 20131212 マーシャル諸島共和国：小型艇の追加供与の要請 279

【第２フェーズ】

【業務改善効果】

【記事一覧】

72

Ⅵ　参考資料
目　　次

日付 内容 ページ

42 20121226 パラオにおける通信機能の大幅改善に関する報告書 202

43 20130224 関連記事一覧 206
44 20121215 （海と安全）2012冬号：特集　海に関わるわが国の国際支援 209
45 20120621 （海洋白書）2012　太平洋島嶼国による海洋管理への日米豪の協力 217

46 20131202 第２フェーズに関する調印文書（笹川会長とレメンゲサウ大統領） 219
47 20131202 パラオへの2隻目の小型パトロール艇（イメージ）2014年度引渡予定 220
48 20131202 調印式(参考資料）（報道配布資料） 221
49 20131203 調印式(参考資料）主要支援項目（報道配布資料） 225

50 20131122
(News Release)日本財団とパラオ共和国レメンゲサウ大統領による「海上保安
能力強化支援プロジェクト調印式」

227

51 20131203 (日本海事新聞）パラオに巡視艇2隻目 228
52 20131212 （海上保安新聞）パラオの海保能力支援 229

53 20131203 （海運水産ニュース）日本財団パトロール船を寄贈　パラオに、違法操業対策 230

54 20131210 （港湾新聞）日本財団が海上保安能力強化支援プロジェクト調印式 231

55 20131203
（日刊海事通信）日本財団、パラオに海保能力強化でパトロール艇など供与
同国大統領と調印

232

56 20131203 (Island Times)Remengesau travels to Japan,CNMI 233

57 20131212 (Tia Belau)Nappon Foundation,Sasakawa Peace Foundation donates toPalau 234

58 20131203 （首相官邸：総理の一日）レメンゲサウ・パラオ大統領による表敬 235

59 20131203 （外務省：安倍総理大臣）レメンゲサウ・パラオ大統領による安倍総理表敬 236

60 20131231
(msn産経ニュース）首相　南太平洋の島国歴訪へ　中国の海洋進出牽制　慰
霊・・・遺骨収集を強化

237

61 20140111 （朝日新聞）環境対策　パラオに供与　政府「島まるごと支援」へ 238

62 20130700 パラオ共和国海上保安能力強化計画（コーストガード整備計画） 239

63 20130700 パラオ共和国海上保安能力強化計画（コーストガード整備計画）（英語版） 255

64 20130613 FSM漁業海事専門学校（FSM Fisheries and Maritime Institute:FMI) 274

65 20131212 マーシャル諸島共和国：小型艇の追加供与の要請 279

【第２フェーズ】

【業務改善効果】

【記事一覧】

72

48 48



 

＜
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
地

図
、
E
E
Z＞

49

73

 

＜
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
地

図
、
E
E
Z＞

49

73



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
2
0
0
8

4
日

本
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
（
R

M
I)
 ト

メ
イ

ン
大

統
領

と
笹

川
会

長
と

の
会

談

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
共

和
国

(R
M

I)
の

ト
メ

イ
ン

大
統

領
（
当

時
）
が

来
日

し
た

際
、
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。
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す
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ず
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th
e

pr
o
je

c
t 

to
 b

e
 b

as
e
d 

in
 t

h
e
 F

S
M

」
と

の
文

言
が

盛
り

込
ま

れ
て

お
り

、
こ

れ
が

F
S
M

が
「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
の

場
所

は
F
S
M

と
す

る
こ

と
で

既
に

合
意

が
で

き
て

い
る

」
と

主
張

す
る

根
拠

と
な

っ
て

い
る

。

3
2
0
0
9

3
/
2
9
～

4
/
4

F
S
M

R
M

I
第

１
次

実
地

調
査

団
派

遣
（
F
S
M

,R
M

I)

本
件

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

あ
た

り
、

ま
ず

は
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

機
関

の
組

織
、

体
制

、
装

備
等

の
現

状
、

海
上

保
安

機
能

に
関

す
る

課
題

等
、

現
状

と
課

題
を

確
認

す
る

た
め

に
、

運
輸

政
策

研
究

機
構

・
国

際
問

題
研

究
所

（
J
IT

I）
の

鷲
頭

（
わ

し
ず

）
所

長
（
前

ス
ロ

バ
キ

ア
大

使
）
を

団
長

と
す

る
実

地
調

査
団

（
第

１
次

）
を

派
遣

。
N

M
C

か
ら

も
磯

野
所

長
、

有
川

所
長

代
理

が
参

加
。

（
S
P

F
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

早
川

氏
も

参
加

。
）

4
2
0
0
9

5
/
1
7
-
5
/
2
0

R
O

P
第

１
次

実
地

調
査

団
派

遣
(R

O
P

)
F
S
M

,R
M

Iに
続

い
て

、
パ

ラ
オ

共
和

国
(R

O
P

)を
訪

問
し

、
海

上
保

安
体

制
の

現
状

・
課

題
等

の
調

査
を

行
っ

た
。

出
張

報
告

は
N

M
C

に
お

い
て

作
成

。
J
IT

Iは
こ

の
後

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

か
ら

は
フ

ェ
ー

ド
ア

ウ
ト

。

5
2
0
0
9

8
/
6

日
本

第
１

回
日

本
側

関
係

者
支

援
策

打
合

せ
会

議

S
P

F
（
茶

野
常

務
等

）
、

ニ
ッ

ポ
ン

・
マ

リ
タ

イ
ム

・
セ

ン
タ

ー
（
N

M
C

）
及

び
海

上
保

安
庁

（
七

尾
国

際
・
危

機
管

理
官

等
）
の

三
者

に
よ

る
打

合
せ

会
議

を
開

催
。

第
1
次

実
地

調
査

及
び

2
0
0
9
年

の
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
大

統
領

サ
ミ

ッ
ト

の
結

果
報

告
と

、
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

及
び

支
援

策
に

つ
い

て
検

討
。

6
2
0
0
9

9
/
6
-
1
1

R
O

P
F
S
M

第
２

次
実

地
調

査
団

派
遣

(R
O

P
,F

S
M

)
第

１
次

実
地

調
査

及
び

そ
れ

を
踏

ま
え

た
支

援
策

の
検

討
を

補
完

し
、

さ
ら

に
検

討
を

進
め

る
た

め
、

N
M

C
の

磯
野

所
長

を
団

長
と

す
る

第
２

次
実

地
調

査
団

を
派

遣
。

（
N

M
C

磯
野

、
有

川
、

S
P

F
塩

澤
研

究
員

（
太

平
洋

島
嶼

国
基

金
）
の

３
名

に
よ

る
調

査
団

）
支

援
策

を
念

頭
に

お
い

て
各

国
海

上
保

安
機

能
の

現
状

を
確

認
。

7
2
0
0
9

9
/
1
3
-
1
7

R
M

I
第

２
次

実
地

調
査

団
派

遣
(R

M
I)

R
O

P
,F

S
M

に
続

い
て

、
R

M
Iを

訪
問

。
第

２
次

実
地

調
査

も
踏

ま
え

た
、

実
地

調
査

の
最

終
報

告
書

を
作

成
。

8
2
0
0
9

1
0
/
8

日
本

第
２

回
日

本
側

関
係

者
支

援
策

打
合

せ
会

議
S
P

F
、

N
M

C
及

び
海

上
保

安
庁

の
三

者
に

よ
る

２
回

目
の

打
合

せ
会

議
を

開
催

。
第

２
次

実
地

調
査

の
結

果
を

報
告

す
る

と
と

も
に

、
２

次
に

わ
た

る
現

地
調

査
を

踏
ま

え
て

、
米

豪
に

事
前

相
談

す
る

日
本

側
と

し
て

の
支

援
策

案
を

検
討

。

9
2
0
0
9

1
1
/
1
0

米
国

米
国

国
務

省
及

び
U

S
C

G
と

の
打

合
せ

現
地

実
地

調
査

の
結

果
を

踏
ま

え
て

、
N

M
C

が
米

国
ワ

シ
ン

ト
ン

Ｄ
Ｃ

を
訪

問
し

、
国

務
省

・
U

S
C

G
の

関
係

者
に

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
緯

、
現

地
調

査
の

結
果

を
説

明
し

、
今

後
の

進
め

方
等

に
つ

い
て

意
見

交
換

を
行

っ
た

。
な

お
、

本
打

合
せ

に
は

在
米

の
豪

・
ニ

ュ
ー

ジ
ー

ラ
ン

ド
両

大
使

館
の

関
係

者
も

出
席

。

1
0

2
0
0
9

1
1
/
2
6

豪
州

豪
州

外
務

貿
易

省
等

と
の

打
合

せ
米

国
訪

問
に

続
い

て
、

Ｎ
Ｍ

Ｃ
が

S
P

F
羽

生
会

長
と

と
も

に
豪

州
を

訪
問

し
、

外
務

貿
易

省
、

国
防

省
等

の
関

係
者

と
面

談
。

米
国

訪
問

時
と

同
様

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
経

緯
、

現
地

調
査

の
結

果
を

説
明

し
、

今
後

の
進

め
方

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
1

2
0
1
0

1
/
1
7
-
2
2

R
O

P
F
S
M

官
民

合
同

会
議

に
向

け
た

訪
問

・
打

合
せ

(R
O

P
,F

S
M

)

３
月

の
「
第

1
回

官
民

共
同

会
議

」
（
東

京
会

議
）
を

前
に

し
て

、
そ

の
事

前
説

明
等

の
た

め
に

S
P

F
茶

野
常

務
等

と
N

M
C

が
、

R
O

P
,F

S
M

を
訪

問
。

政
府

関
係

者
を

訪
問

し
て

、
本

件
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

こ
れ

ま
で

の
経

緯
、

現
地

実
地

調
査

の
最

終
報

告
書

、
東

京
会

議
の

目
的

等
に

つ
い

て
説

明
す

る
と

と
も

に
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

ま
た

、
N

M
C

単
独

で
海

上
保

安
機

関
を

訪
問

し
、

担
当

者
及

び
豪

派
遣

の
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

意
見

交
換

を
行

い
、

小
型

艇
の

想
定

活
動

範
囲

等
、

支
援

策
の

詳
細

検
討

の
た

め
の

情
報

収
集

を
行

っ
た

。

50

74



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
2

2
0
1
0

1
/
2
6
-
2
9

R
M

I
官

民
合

同
会

議
に

向
け

た
訪

問
・
打

合
せ

(R
M

I)
R

O
P

,F
S
M

に
続

い
て

、
S
P

F
深

井
室

長
等

と
N

M
C

が
R

M
Iを

訪
問

。
政

府
関

係
者

及
び

豪
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

面
談

し
、

上
記

同
様

の
説

明
と

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

1
3

2
0
1
0

3
/
2

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

地
域

に
お

け
る

海
上

保
安

機
能

強
化

に
関

す
る

官
民

共
同

会
議

（
第

１
回

官
民

共
同

会
議

）
開

催

こ
の

会
議

の
正

式
名

称
は

、
「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
に

お
け

る
海

上
保

安
機

能
強

化
の

た
め

の
６

カ
国

及
び

２
非

政
府

組
織

に
よ

る
会

議
（
M

e
e
ti
n
g 

o
f 

S
ix

 N
at

io
n
s 

an
d 

T
w

o
 N

o
n
-
G

o
ve

rn
m

e
n
ta

l 
O

rg
an

iz
at

io
n
s 

fo
r 

S
tr

e
n
gt

h
e
n
in

g 
M

ar
it
im

e
S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

ap
ac

it
y 

in
 M

ic
ro

n
e
si

a 
R

e
gi

o
n
）
」
。

R
O

P
、

F
S
M

、
R

M
Iの

当
事

国
３

国
政

府
と

日
米

豪
の

支
援

３
国

政
府

及
び

日
本

財
団

、
S
P

F
が

会
議

メ
ン

バ
ー

と
な

っ
て

官
側

と
民

側
の

共
同

会
議

を
開

催
。

参
加

各
国

か
ら

そ
れ

ぞ
れ

プ
レ

ゼ
ン

・
意

見
表

明
が

行
わ

れ
た

後
、

N
M

C
磯

野
所

長
が

現
地

実
施

調
査

の
報

告
を

行
い

、
支

援
策

や
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
が

行
わ

れ
た

。
最

後
に

、
会

議
の

内
容

を
ま

と
め

る
と

と
も

に
今

後
の

進
め

方
に

つ
い

て
合

意
し

た
共

同
議

長
声

明
を

採
択

し
て

終
了

し
た

。
（
会

議
の

ロ
ジ

は
S
P

F
が

担
当

し
た

が
、

サ
ブ

に
関

し
て

は
ほ

と
ん

ど
N

M
C

が
担

当
。

）

1
4

2
0
1
0

3
/
1
8

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

海
上

保
安

能
力

強
化

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
に

向
け

た
勉

強
会

第
１

回
官

民
共

同
会

議
（
東

京
会

議
）
の

結
果

を
踏

ま
え

、
第

２
回

官
民

共
同

会
議

（
グ

ア
ム

会
議

：
第

２
回

は
実

務
者

に
よ

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

と
の

位
置

づ
け

）
に

向
け

た
議

論
を

行
う

た
め

、
S
P

F
、

N
M

C
及

び
海

上
保

安
庁

の
三

者
に

よ
る

打
合

せ
会

議
。

会
議

の
日

程
及

び
会

場
、

会
議

ま
で

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
及

び
東

京
会

議
で

提
案

し
た

支
援

策
の

詳
細

に
関

す
る

打
合

せ
。

1
5

2
0
1
0

4
/
9

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

海
上

保
安

能
力

強
化

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
に

向
け

た
検

討
会

上
記

の
打

合
せ

に
続

い
て

、
情

報
共

有
の

た
め

、
S
P

F
、

N
M

C
及

び
海

上
保

安
庁

の
三

者
に

よ
る

打
合

せ
会

議
を

開
催

。
グ

ア
ム

会
議

の
日

程
等

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

N
M

C
か

ら
は

東
京

会
議

で
の

議
論

を
踏

ま
え

て
支

援
策

の
内

容
を

整
理

し
た

ペ
ー

パ
ー

を
提

出
し

た
（
米

豪
と

事
前

調
整

し
グ

ア
ム

会
議

で
の

提
案

の
ベ

ー
ス

と
な

る
も

の
）
。

ま
た

委
託

調
査

を
実

施
し

た
M

O
L
マ

リ
ン

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

か
ら

は
、

小
型

艇
、

無
線

設
備

等
に

関
す

る
調

査
結

果
（
途

中
経

過
）
が

報
告

さ
れ

た
。

1
6

2
0
1
0

4
/
2
2

豪
州

豪
州

外
務

貿
易

省
等

と
の

打
合

せ
グ

ア
ム

会
議

に
向

け
、

支
援

策
に

関
す

る
豪

州
政

府
と

の
摺

り
合

わ
せ

を
行

う
た

め
、

豪
州

を
訪

問
し

、
外

務
貿

易
省

を
は

じ
め

と
す

る
関

係
者

と
打

合
せ

を
実

施
。

東
京

会
議

で
の

各
国

か
ら

の
意

見
等

を
踏

ま
え

て
整

理
し

た
「
支

援
策

と
そ

の
考

え
方

」
を

説
明

し
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
7

2
0
1
0

5
/
1
2

米
国

米
国

国
務

省
及

び
U

S
C

G
と

の
打

合
せ

豪
州

に
引

き
続

き
、

米
国

ワ
シ

ン
ト

ン
Ｄ

Ｃ
を

訪
問

し
て

、
グ

ア
ム

会
合

に
向

け
た

事
前

摺
り

合
わ

せ
・
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

東
京

会
議

を
踏

ま
え

て
整

理
し

た
「
支

援
策

と
そ

の
考

え
方

」
に

つ
い

て
概

ね
の

理
解

を
得

た
。

1
8

2
0
1
0

6
/
2
-
3

米
国

（
グ

ア
ム

）

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

地
域

に
お

け
る

海
上

保
安

機
能

強
化

に
関

す
る

官
民

共
同

会
議

（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
開

催

東
京

会
議

に
続

く
２

回
目

の
官

民
共

同
会

議
を

開
催

。
N

M
C

よ
り

東
京

会
議

の
議

論
を

踏
ま

え
て

整
理

し
た

「
支

援
策

の
考

え
方

」
（
米

豪
に

説
明

し
た

内
容

を
プ

レ
ゼ

ン
用

資
料

に
し

た
も

の
）
を

説
明

。
ま

た
、

豪
州

の
ア

ド
バ

イ
ス

に
よ

り
太

平
洋

島
嶼

国
が

参
加

す
る

国
際

漁
業

機
関

で
あ

る
F
F
A

（
P

ac
if
ic

 I
sl

an
ds

F
o
ru

m
 F

is
h
e
ri
e
s 

A
ge

n
c
y）

も
オ

ブ
ザ

ー
バ

ー
と

し
て

出
席

し
そ

の
取

組
等

を
発

表
し

た
。

会
議

に
お

い
て

は
、

さ
ま

ざ
ま

な
意

見
が

表
明

さ
れ

た
が

、
支

援
策

の
骨

格
自

体
は

概
ね

支
持

さ
れ

、
1
1
月

に
開

催
す

る
こ

と
と

さ
れ

た
第

３
回

官
民

共
同

会
議

に
お

い
て

支
援

策
を

再
度

議
論

し
承

認
・
決

定
す

る
こ

と
で

合
意

し
た

。
ま

た
、

第
３

回
会

議
ま

で
の

間
に

支
援

策
の

可
能

性
調

査
を

実
施

す
る

た
め

に
技

術
専

門
家

を
派

遣
す

る
こ

と
、

F
F
A

か
ら

の
申

し
出

に
よ

り
７

月
に

関
係

者
に

よ
る

調
整

会
議

を
F
F
A

本
部

の
あ

る
ソ

ロ
モ

ン
諸

島
で

開
催

す
る

こ
と

も
合

意
さ

れ
た

。
な

お
、

第
１

回
の

東
京

会
議

が
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
か

ら
は

大
臣

ク
ラ

ス
が

出
席

し
た

会
議

（
日

本
財

団
笹

川
会

長
も

出
席

）
だ

っ
た

の
に

対
し

て
、

グ
ア

ム
会

議
は

「
第

２
回

官
民

共
同

会
議

」
で

は
あ

る
も

の
の

、
実

務
専

門
家

会
合

と
の

位
置

づ
け

。

1
9

2
0
1
0

7
/
1

N
M

C
所

長
交

代
（
磯

野
→

中
村

）

51

75

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
2

2
0
1
0

1
/
2
6
-
2
9

R
M

I
官

民
合

同
会

議
に

向
け

た
訪

問
・
打

合
せ

(R
M

I)
R

O
P

,F
S
M

に
続

い
て

、
S
P

F
深

井
室

長
等

と
N

M
C

が
R

M
Iを

訪
問

。
政

府
関

係
者

及
び

豪
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

面
談

し
、

上
記

同
様

の
説

明
と

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

1
3

2
0
1
0

3
/
2

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

地
域

に
お

け
る

海
上

保
安

機
能

強
化

に
関

す
る

官
民

共
同

会
議

（
第

１
回

官
民

共
同

会
議

）
開

催

こ
の

会
議

の
正

式
名

称
は

、
「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
に

お
け

る
海

上
保

安
機

能
強

化
の

た
め

の
６

カ
国

及
び

２
非

政
府

組
織

に
よ

る
会

議
（
M

e
e
ti
n
g 

o
f 

S
ix

 N
at

io
n
s 

an
d 

T
w

o
 N

o
n
-
G

o
ve

rn
m

e
n
ta

l 
O

rg
an

iz
at

io
n
s 

fo
r 

S
tr

e
n
gt

h
e
n
in

g 
M

ar
it
im

e
S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

ap
ac

it
y 

in
 M

ic
ro

n
e
si

a 
R

e
gi

o
n
）
」
。

R
O

P
、

F
S
M

、
R

M
Iの

当
事

国
３

国
政

府
と

日
米

豪
の

支
援

３
国

政
府

及
び

日
本

財
団

、
S
P

F
が

会
議

メ
ン

バ
ー

と
な

っ
て

官
側

と
民

側
の

共
同

会
議

を
開

催
。

参
加

各
国

か
ら

そ
れ

ぞ
れ

プ
レ

ゼ
ン

・
意

見
表

明
が

行
わ

れ
た

後
、

N
M

C
磯

野
所

長
が

現
地

実
施

調
査

の
報

告
を

行
い

、
支

援
策

や
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
が

行
わ

れ
た

。
最

後
に

、
会

議
の

内
容

を
ま

と
め

る
と

と
も

に
今

後
の

進
め

方
に

つ
い

て
合

意
し

た
共

同
議

長
声

明
を

採
択

し
て

終
了

し
た

。
（
会

議
の

ロ
ジ

は
S
P

F
が

担
当

し
た

が
、

サ
ブ

に
関

し
て

は
ほ

と
ん

ど
N

M
C

が
担

当
。

）

1
4

2
0
1
0

3
/
1
8

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

海
上

保
安

能
力

強
化

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
に

向
け

た
勉

強
会

第
１

回
官

民
共

同
会

議
（
東

京
会

議
）
の

結
果

を
踏

ま
え

、
第

２
回

官
民

共
同

会
議

（
グ

ア
ム

会
議

：
第

２
回

は
実

務
者

に
よ

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

と
の

位
置

づ
け

）
に

向
け

た
議

論
を

行
う

た
め

、
S
P

F
、

N
M

C
及

び
海

上
保

安
庁

の
三

者
に

よ
る

打
合

せ
会

議
。

会
議

の
日

程
及

び
会

場
、

会
議

ま
で

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
及

び
東

京
会

議
で

提
案

し
た

支
援

策
の

詳
細

に
関

す
る

打
合

せ
。

1
5

2
0
1
0

4
/
9

日
本

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

海
上

保
安

能
力

強
化

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
会

合
（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
に

向
け

た
検

討
会

上
記

の
打

合
せ

に
続

い
て

、
情

報
共

有
の

た
め

、
S
P

F
、

N
M

C
及

び
海

上
保

安
庁

の
三

者
に

よ
る

打
合

せ
会

議
を

開
催

。
グ

ア
ム

会
議

の
日

程
等

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

N
M

C
か

ら
は

東
京

会
議

で
の

議
論

を
踏

ま
え

て
支

援
策

の
内

容
を

整
理

し
た

ペ
ー

パ
ー

を
提

出
し

た
（
米

豪
と

事
前

調
整

し
グ

ア
ム

会
議

で
の

提
案

の
ベ

ー
ス

と
な

る
も

の
）
。

ま
た

委
託

調
査

を
実

施
し

た
M

O
L
マ

リ
ン

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

か
ら

は
、

小
型

艇
、

無
線

設
備

等
に

関
す

る
調

査
結

果
（
途

中
経

過
）
が

報
告

さ
れ

た
。

1
6

2
0
1
0

4
/
2
2

豪
州

豪
州

外
務

貿
易

省
等

と
の

打
合

せ
グ

ア
ム

会
議

に
向

け
、

支
援

策
に

関
す

る
豪

州
政

府
と

の
摺

り
合

わ
せ

を
行

う
た

め
、

豪
州

を
訪

問
し

、
外

務
貿

易
省

を
は

じ
め

と
す

る
関

係
者

と
打

合
せ

を
実

施
。

東
京

会
議

で
の

各
国

か
ら

の
意

見
等

を
踏

ま
え

て
整

理
し

た
「
支

援
策

と
そ

の
考

え
方

」
を

説
明

し
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
7

2
0
1
0

5
/
1
2

米
国

米
国

国
務

省
及

び
U

S
C

G
と

の
打

合
せ

豪
州

に
引

き
続

き
、

米
国

ワ
シ

ン
ト

ン
Ｄ

Ｃ
を

訪
問

し
て

、
グ

ア
ム

会
合

に
向

け
た

事
前

摺
り

合
わ

せ
・
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

東
京

会
議

を
踏

ま
え

て
整

理
し

た
「
支

援
策

と
そ

の
考

え
方

」
に

つ
い

て
概

ね
の

理
解

を
得

た
。

1
8

2
0
1
0

6
/
2
-
3

米
国

（
グ

ア
ム

）

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

地
域

に
お

け
る

海
上

保
安

機
能

強
化

に
関

す
る

官
民

共
同

会
議

（
第

２
回

官
民

共
同

会
議

）
開

催

東
京

会
議

に
続

く
２

回
目

の
官

民
共

同
会

議
を

開
催

。
N

M
C

よ
り

東
京

会
議

の
議

論
を

踏
ま

え
て

整
理

し
た

「
支

援
策

の
考

え
方

」
（
米

豪
に

説
明

し
た

内
容

を
プ

レ
ゼ

ン
用

資
料

に
し

た
も

の
）
を

説
明

。
ま

た
、

豪
州

の
ア

ド
バ

イ
ス

に
よ

り
太

平
洋

島
嶼

国
が

参
加

す
る

国
際

漁
業

機
関

で
あ

る
F
F
A

（
P

ac
if
ic

 I
sl

an
ds

F
o
ru

m
 F

is
h
e
ri
e
s 

A
ge

n
c
y）

も
オ

ブ
ザ

ー
バ

ー
と

し
て

出
席

し
そ

の
取

組
等

を
発

表
し

た
。

会
議

に
お

い
て

は
、

さ
ま

ざ
ま

な
意

見
が

表
明

さ
れ

た
が

、
支

援
策

の
骨

格
自

体
は

概
ね

支
持

さ
れ

、
1
1
月

に
開

催
す

る
こ

と
と

さ
れ

た
第

３
回

官
民

共
同

会
議

に
お

い
て

支
援

策
を

再
度

議
論

し
承

認
・
決

定
す

る
こ

と
で

合
意

し
た

。
ま

た
、

第
３

回
会

議
ま

で
の

間
に

支
援

策
の

可
能

性
調

査
を

実
施

す
る

た
め

に
技

術
専

門
家

を
派

遣
す

る
こ

と
、

F
F
A

か
ら

の
申

し
出

に
よ

り
７

月
に

関
係

者
に

よ
る

調
整

会
議

を
F
F
A

本
部

の
あ

る
ソ

ロ
モ

ン
諸

島
で

開
催

す
る

こ
と

も
合

意
さ

れ
た

。
な

お
、

第
１

回
の

東
京

会
議

が
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
か

ら
は

大
臣

ク
ラ

ス
が

出
席

し
た

会
議

（
日

本
財

団
笹

川
会

長
も

出
席

）
だ

っ
た

の
に

対
し

て
、

グ
ア

ム
会

議
は

「
第

２
回

官
民

共
同

会
議

」
で

は
あ

る
も

の
の

、
実

務
専

門
家

会
合

と
の

位
置

づ
け

。

1
9

2
0
1
0

7
/
1

N
M

C
所

長
交

代
（
磯

野
→

中
村

）

51

75



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

月
/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
0

2
0
1
0

7
/
2
0
-
2
1

ソ
ロ

モ
ン

Ｆ
Ｆ

Ａ
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
と

の
実

務
者

打
合

せ
会

議

F
F
A

は
太

平
洋

島
嶼

国
の

多
く
が

加
盟

す
る

漁
業

関
連

の
国

際
機

関
で

あ
り

、
太

平
洋

諸
国

海
域

（
各

国
E
E
Z
内

、
公

海
上

に
つ

い
て

は
W

C
P

F
C

（
W

e
st

e
rn

 a
n
d 

C
e
n
tr

al
 P

ac
if
ic

 F
is

h
e
ri
e
s 

C
o
m

m
is

si
o
n
、

中
西

部
太

平
洋

ま
ぐ

ろ
類

委
員

会
）
が

別
途

管
轄

）
の

漁
業

関
連

情
報

（
各

国
海

域
内

で
操

業
す

る
漁

船
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
）
を

保
有

・
管

理
す

る
と

と
も

に
、

M
C

S
（
M

o
n
it
o
ri
n
g,

 C
o
n
tr

o
l 
an

d 
S
u
rv

e
ill

an
c
e
）
強

化
の

た
め

に
R

e
gi

o
n
al

 C
e
n
te

rを
設

置
す

る
構

想
を

独
自

に
持

っ
て

い
た

。
グ

ア
ム

会
議

に
お

い
て

、
F
F
A

か
ら

こ
の

会
議

の
開

催
の

申
し

出
が

あ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

設
置

に
当

た
っ

て
は

、
F
F
A

と
の

連
携

・
調

整
が

重
要

に
な

る
も

の
と

考
え

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

F
F
A

の
事

務
局

が
あ

る
ソ

ロ
モ

ン
諸

島
の

首
都

ホ
ニ

ア
ラ

に
関

係
者

が
集

ま
り

会
議

が
開

催
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

他
、

ホ
ニ

ア
ラ

駐
在

の
豪

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

も
出

席
。

）
会

議
に

お
い

て
は

、
N

M
C

よ
り

、
想

定
さ

れ
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

の
機

能
等

に
つ

い
て

プ
レ

ゼ
ン

を
行

う
と

と
も

に
、

F
F
A

よ
り

、
F
F
A

の
M

S
C

戦
略

や
事

務
局

に
設

置
さ

れ
て

い
る

R
F
S
C

（
R

e
gi

o
n
al

 F
is

h
e
ri
e
s 

S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

e
n
te

r、
加

盟
国

海
域

内
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
漁

業
関

連
情

報
を

一
元

的
に

集
約

し
監

視
し

て
い

る
セ

ン
タ

ー
。

た
だ

し
専

属
要

員
は

２
名

の
み

。
）
の

機
能

等
に

つ
い

て
説

明
が

行
わ

れ
、

R
F
S
C

の
見

学
も

行
っ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

設
置

予
定

の
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
の

機
能

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

2
1

2
0
1
0

8
/
1

山
川

、
本

件
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
担

当
と

し
て

J
A

M
S
本

部
に

現
役

出
向

（
研

究
休

職
）
。

S
P

F
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
も

兼
務

。

海
上

保
安

庁
の

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
を

研
究

休
職

し
、

日
本

海
難

防
止

協
会

（
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

）
へ

調
査

役
と

し
て

現
役

出
向

。
Ｓ

Ｐ
Ｆ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

も
兼

務
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

担
当

者
と

な
る

。

2
2

2
0
1
0

9
/
6
-
8

F
S
M

R
O

P
実

務
専

門
家

に
よ

る
追

加
調

査
・
現

地
打

合
せ

(F
S
M

,R
O

P
)

グ
ア

ム
会

議
で

の
合

意
に

基
づ

き
、

第
３

回
官

民
共

同
会

議
に

向
け

て
、

各
支

援
策

の
実

施
可

能
性

等
の

詳
細

に
つ

い
て

確
認

・
協

議
す

る
た

め
、

山
川

・
N

M
C

（
中

村
、

有
川

）
及

び
S
P

F
塩

澤
氏

の
４

名
で

F
S
M

及
び

R
O

P
を

訪
問

。
再

度
、

海
上

保
安

機
関

の
船

艇
基

地
及

び
P

at
ro

l 
B

o
at

の
現

状
確

認
を

行
う

と
と

も
に

、
各

関
係

者
と

の
打

合
せ

に
お

い
て

、
小

型
艇

の
サ

イ
ズ

及
び

使
用

用
途

、
無

線
設

備
の

現
状

、
V

M
S
デ

ー
タ

等
の

共
有

状
況

等
に

つ
い

て
確

認
と

意
見

交
換

を
行

っ
た

。
な

お
、

F
S
M

に
お

い
て

面
談

予
定

で
あ

っ
た

警
察

長
官

の
P

iu
s氏

が
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
当

日
の

朝
に

倒
れ

て
後

日
逝

去
。

前
日

に
空

港
で

偶
然

会
い

、
一

緒
に

船
艇

基
地

を
訪

問
し

た
の

が
最

後
と

な
っ

た
。

こ
の

あ
と

、
引

き
続

い
て

、
R

M
Iを

訪
問

す
べ

く
日

程
調

整
に

努
め

た
が

、
海

上
保

安
機

関
の

責
任

者
（
T
h
o
m

as
 H

e
in

e
）
が

P
at

ro
l 
B

o
at

ド
ッ

ク
入

り
の

た
め

に
船

艇
と

と
も

に
R

M
Iを

離
れ

た
た

め
調

整
が

難
航

。
ド

ッ
ク

入
り

し
て

い
る

豪
州

を
訪

問
し

て
の

打
合

せ
も

検
討

し
、

い
っ

た
ん

は
日

程
セ

ッ
ト

に
成

功
す

る
も

先
方

の
予

定
変

更
に

よ
り

そ
れ

も
実

現
せ

ず
、

結
局

メ
ー

ル
に

よ
る

事
実

の
確

認
を

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。

2
3

2
0
1
0

9
/
6

米
国

(グ
ア

ム
)

S
P

F
茶

野
常

務
と

F
S
M

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
と

の
会

談
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
の

設
置

場
所

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
は

、
2
0
0
8
年

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

大
統

領
サ

ミ
ッ

ト
の

共
同

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
に

盛
り

込
ま

れ
た

文
言

に
基

づ
き

「
事

務
局

（
＝

調
整

セ
ン

タ
ー

）
は

F
S
M

に
設

置
さ

れ
る

も
の

」
と

理
解

し
て

い
る

旨
、

主
張

。

2
4

2
0
1
0

9
/
1
0

R
O

P
S
P

F
茶

野
常

務
と

R
O

P
ギ

ボ
ン

ズ
大

臣
と

の
会

談
上

記
と

同
様

の
話

を
R

O
P

の
ギ

ボ
ン

ズ
法

務
大

臣
と

も
打

合
せ

し
た

。
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
を

R
O

P
に

設
置

す
る

こ
と

を
基

本
的

に
了

承
し

た
。

2
5

2
0
1
0

1
0
/
7
-
8

米
国

パ
ラ

オ
会

議
に

向
け

た
米

国
国

務
省

・
U

S
C

G
と

の
打

合
せ

S
P

F
の

羽
生

会
長

が
S
P

F
世

古
氏

と
と

も
に

ワ
シ

ン
ト

ン
Ｄ

Ｃ
の

米
国

国
務

省
及

び
U

S
C

G
本

部
を

訪
問

し
、

1
1
月

の
パ

ラ
オ

会
議

の
内

容
や

事
前

に
用

意
し

た
R

O
D

原
案

に
つ

い
て

説
明

し
意

見
交

換
し

た
。

2
6

2
0
1
0

1
0
/
1
4

豪
州

第
３

回
官

民
共

同
会

議
（
パ

ラ
オ

会
議

）
に

向
け

た
豪

州
外

務
貿

易
省

と
の

打
合

せ
（
茶

野
常

務
）

上
記

米
国

訪
問

と
同

様
、

パ
ラ

オ
会

議
の

R
O

D
原

案
を

事
前

に
説

明
す

る
た

め
、

S
P

F
茶

野
常

務
が

世
古

氏
と

と
も

に
豪

州
を

訪
問

し
、

外
務

貿
易

省
、

国
防

省
等

の
関

係
者

と
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

2
7

2
0
1
0

1
0
/
2
0

日
本

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

へ
の

説
明

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

へ
、

米
国

国
務

省
と

豪
州

外
務

貿
易

省
の

打
合

せ
結

果
の

報
告

を
行

っ
た

。

2
8

2
0
1
0

1
0
/
2
0

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
説

明
山

川
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

へ
、

米
国

国
務

省
と

豪
州

外
務

貿
易

省
の

打
合

せ
結

果
の

報
告

を
行

っ
た

。

2
9

2
0
1
0

1
1
/
4

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
説

明
山

川
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
同

席
：
小

瀬
、

本
山

、
山

田
）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

及
び

今
後

の
予

定
、

１
１

月
パ

ラ
オ

会
議

へ
の

準
備

状
況

」
の

報
告

を
行

っ
た

。

52

76

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

月
/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
0

2
0
1
0

7
/
2
0
-
2
1

ソ
ロ

モ
ン

Ｆ
Ｆ

Ａ
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
と

の
実

務
者

打
合

せ
会

議

F
F
A

は
太

平
洋

島
嶼

国
の

多
く
が

加
盟

す
る

漁
業

関
連

の
国

際
機

関
で

あ
り

、
太

平
洋

諸
国

海
域

（
各

国
E
E
Z
内

、
公

海
上

に
つ

い
て

は
W

C
P

F
C

（
W

e
st

e
rn

 a
n
d 

C
e
n
tr

al
 P

ac
if
ic

 F
is

h
e
ri
e
s 

C
o
m

m
is

si
o
n
、

中
西

部
太

平
洋

ま
ぐ

ろ
類

委
員

会
）
が

別
途

管
轄

）
の

漁
業

関
連

情
報

（
各

国
海

域
内

で
操

業
す

る
漁

船
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
）
を

保
有

・
管

理
す

る
と

と
も

に
、

M
C

S
（
M

o
n
it
o
ri
n
g,

 C
o
n
tr

o
l 
an

d 
S
u
rv

e
ill

an
c
e
）
強

化
の

た
め

に
R

e
gi

o
n
al

 C
e
n
te

rを
設

置
す

る
構

想
を

独
自

に
持

っ
て

い
た

。
グ

ア
ム

会
議

に
お

い
て

、
F
F
A

か
ら

こ
の

会
議

の
開

催
の

申
し

出
が

あ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

設
置

に
当

た
っ

て
は

、
F
F
A

と
の

連
携

・
調

整
が

重
要

に
な

る
も

の
と

考
え

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

F
F
A

の
事

務
局

が
あ

る
ソ

ロ
モ

ン
諸

島
の

首
都

ホ
ニ

ア
ラ

に
関

係
者

が
集

ま
り

会
議

が
開

催
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

他
、

ホ
ニ

ア
ラ

駐
在

の
豪

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

も
出

席
。

）
会

議
に

お
い

て
は

、
N

M
C

よ
り

、
想

定
さ

れ
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

の
機

能
等

に
つ

い
て

プ
レ

ゼ
ン

を
行

う
と

と
も

に
、

F
F
A

よ
り

、
F
F
A

の
M

S
C

戦
略

や
事

務
局

に
設

置
さ

れ
て

い
る

R
F
S
C

（
R

e
gi

o
n
al

 F
is

h
e
ri
e
s 

S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

e
n
te

r、
加

盟
国

海
域

内
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
漁

業
関

連
情

報
を

一
元

的
に

集
約

し
監

視
し

て
い

る
セ

ン
タ

ー
。

た
だ

し
専

属
要

員
は

２
名

の
み

。
）
の

機
能

等
に

つ
い

て
説

明
が

行
わ

れ
、

R
F
S
C

の
見

学
も

行
っ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

設
置

予
定

の
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
の

機
能

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

2
1

2
0
1
0

8
/
1

山
川

、
本

件
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
担

当
と

し
て

J
A

M
S
本

部
に

現
役

出
向

（
研

究
休

職
）
。

S
P

F
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
も

兼
務

。

海
上

保
安

庁
の

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
を

研
究

休
職

し
、

日
本

海
難

防
止

協
会

（
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

）
へ

調
査

役
と

し
て

現
役

出
向

。
Ｓ

Ｐ
Ｆ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

も
兼

務
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

担
当

者
と

な
る

。

2
2

2
0
1
0

9
/
6
-
8

F
S
M

R
O

P
実

務
専

門
家

に
よ

る
追

加
調

査
・
現

地
打

合
せ

(F
S
M

,R
O

P
)

グ
ア

ム
会

議
で

の
合

意
に

基
づ

き
、

第
３

回
官

民
共

同
会

議
に

向
け

て
、

各
支

援
策

の
実

施
可

能
性

等
の

詳
細

に
つ

い
て

確
認

・
協

議
す

る
た

め
、

山
川

・
N

M
C

（
中

村
、

有
川

）
及

び
S
P

F
塩

澤
氏

の
４

名
で

F
S
M

及
び

R
O

P
を

訪
問

。
再

度
、

海
上

保
安

機
関

の
船

艇
基

地
及

び
P

at
ro

l 
B

o
at

の
現

状
確

認
を

行
う

と
と

も
に

、
各

関
係

者
と

の
打

合
せ

に
お

い
て

、
小

型
艇

の
サ

イ
ズ

及
び

使
用

用
途

、
無

線
設

備
の

現
状

、
V

M
S
デ

ー
タ

等
の

共
有

状
況

等
に

つ
い

て
確

認
と

意
見

交
換

を
行

っ
た

。
な

お
、

F
S
M

に
お

い
て

面
談

予
定

で
あ

っ
た

警
察

長
官

の
P

iu
s氏

が
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
当

日
の

朝
に

倒
れ

て
後

日
逝

去
。

前
日

に
空

港
で

偶
然

会
い

、
一

緒
に

船
艇

基
地

を
訪

問
し

た
の

が
最

後
と

な
っ

た
。

こ
の

あ
と

、
引

き
続

い
て

、
R

M
Iを

訪
問

す
べ

く
日

程
調

整
に

努
め

た
が

、
海

上
保

安
機

関
の

責
任

者
（
T
h
o
m

as
 H

e
in

e
）
が

P
at

ro
l 
B

o
at

ド
ッ

ク
入

り
の

た
め

に
船

艇
と

と
も

に
R

M
Iを

離
れ

た
た

め
調

整
が

難
航

。
ド

ッ
ク

入
り

し
て

い
る

豪
州

を
訪

問
し

て
の

打
合

せ
も

検
討

し
、

い
っ

た
ん

は
日

程
セ

ッ
ト

に
成

功
す

る
も

先
方

の
予

定
変

更
に

よ
り

そ
れ

も
実

現
せ

ず
、

結
局

メ
ー

ル
に

よ
る

事
実

の
確

認
を

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。

2
3

2
0
1
0

9
/
6

米
国

(グ
ア

ム
)

S
P

F
茶

野
常

務
と

F
S
M

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
と

の
会

談
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
の

設
置

場
所

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
は

、
2
0
0
8
年

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

大
統

領
サ

ミ
ッ

ト
の

共
同

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
に

盛
り

込
ま

れ
た

文
言

に
基

づ
き

「
事

務
局

（
＝

調
整

セ
ン

タ
ー

）
は

F
S
M

に
設

置
さ

れ
る

も
の

」
と

理
解

し
て

い
る

旨
、

主
張

。

2
4

2
0
1
0

9
/
1
0

R
O

P
S
P

F
茶

野
常

務
と

R
O

P
ギ

ボ
ン

ズ
大

臣
と

の
会

談
上

記
と

同
様

の
話

を
R

O
P

の
ギ

ボ
ン

ズ
法

務
大

臣
と

も
打

合
せ

し
た

。
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
を

R
O

P
に

設
置

す
る

こ
と

を
基

本
的

に
了

承
し

た
。

2
5

2
0
1
0

1
0
/
7
-
8

米
国

パ
ラ

オ
会

議
に

向
け

た
米

国
国

務
省

・
U

S
C

G
と

の
打

合
せ

S
P

F
の

羽
生

会
長

が
S
P

F
世

古
氏

と
と

も
に

ワ
シ

ン
ト

ン
Ｄ

Ｃ
の

米
国

国
務

省
及

び
U

S
C

G
本

部
を

訪
問

し
、

1
1
月

の
パ

ラ
オ

会
議

の
内

容
や

事
前

に
用

意
し

た
R

O
D

原
案

に
つ

い
て

説
明

し
意

見
交

換
し

た
。

2
6

2
0
1
0

1
0
/
1
4

豪
州

第
３

回
官

民
共

同
会

議
（
パ

ラ
オ

会
議

）
に

向
け

た
豪

州
外

務
貿

易
省

と
の

打
合

せ
（
茶

野
常

務
）

上
記

米
国

訪
問

と
同

様
、

パ
ラ

オ
会

議
の

R
O

D
原

案
を

事
前

に
説

明
す

る
た

め
、

S
P

F
茶

野
常

務
が

世
古

氏
と

と
も

に
豪

州
を

訪
問

し
、

外
務

貿
易

省
、

国
防

省
等

の
関

係
者

と
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

2
7

2
0
1
0

1
0
/
2
0

日
本

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

へ
の

説
明

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

へ
、

米
国

国
務

省
と

豪
州

外
務

貿
易

省
の

打
合

せ
結

果
の

報
告

を
行

っ
た

。

2
8

2
0
1
0

1
0
/
2
0

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
説

明
山

川
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

へ
、

米
国

国
務

省
と

豪
州

外
務

貿
易

省
の

打
合

せ
結

果
の

報
告

を
行

っ
た

。

2
9

2
0
1
0

1
1
/
4

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
説

明
山

川
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
同

席
：
小

瀬
、

本
山

、
山

田
）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

及
び

今
後

の
予

定
、

１
１

月
パ

ラ
オ

会
議

へ
の

準
備

状
況

」
の

報
告

を
行

っ
た

。
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

3
0

2
0
1
0

1
1
/
1
1

R
O

P
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
に

お
け

る
海

上
保

安
機

能
強

化
に

関
す

る
官

民
共

同
会

議
「
第

３
回

官
民

共
同

会
議

（
パ

ラ
オ

会
議

）
」
開

催

日
本

側
が

行
う

支
援

策
に

つ
い

て
関

係
者

間
で

の
基

本
的

な
合

意
を

得
る

べ
く
第

３
回

官
民

共
同

会
議

が
パ

ラ
オ

で
開

催
さ

れ
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

か
ら

は
担

当
大

臣
が

出
席

す
る

と
と

も
に

、
日

本
財

団
笹

川
会

長
も

出
席

。
支

援
策

の
概

要
に

つ
い

て
N

M
C

よ
り

説
明

し
議

論
を

行
っ

た
と

こ
ろ

、
小

型
艇

の
大

き
さ

に
つ

い
て

は
各

国
よ

り
（
提

案
の

3
0

フ
ィ

ー
ト

級
で

は
な

く
）
よ

り
大

き
な

船
艇

を
、

と
の

意
見

が
出

た
た

め
、

そ
の

点
に

つ
い

て
は

引
き

続
き

協
議

す
る

こ
と

と
な

っ
た

が
、

支
援

策
の

項
目

及
び

内
容

に
つ

い
て

は
原

則
的

な
合

意
が

得
ら

れ
た

。
会

議
終

了
後

に
会

議
録

（
R

O
D

）
に

各
代

表
団

の
代

表
が

署
名

を
行

う
署

名
式

が
行

わ
れ

た
。

3
1

2
0
1
0

1
1
/
1
3
-
1
9

R
M

I
実

務
専

門
家

に
よ

る
追

加
調

査
・
現

地
打

合
せ

(R
M

I)

R
M
I
に

つ
い

て
は

、
パ

ラ
オ

会
議

に
先

立
っ

て
訪

問
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

た
め

、
パ

ラ
オ

会
議

終
了

後
、

山
川

、
S
P
F
塩

澤
及

び
N
M
C
中

村
の

３
名

が
R
M
I
を

訪
問

。
海

上
保

安
機

関
担

当
者

と
の

意
見

交
換

、
基

地
視

察
の

他
、

P
a
t
r
o
l

B
o
a
t
に

同
乗

し
て

マ
ジ

ュ
ロ

環
礁

内
か

ら
外

洋
に

も
出

て
、

周
辺

海
域

の
実

態
に

つ
い

て
も

視
察

を
行

っ
た

。

3
2

2
0
1
1

1
/
1
0

日
本

U
S
C

G
 1

4
管

区
レ

イ
司

令
官

の
S
P

F
訪

問
U
S
C
G
1
4
管

区
本

部
（

在
ハ

ワ
イ

、
太

平
洋

地
域

を
管

轄
）

司
令

官
の

R
a
y
少

将
が

、
C
o
s
t
e
r
極

東
部

司
令

等
と

と
も

に
S
P
F
羽

生
会

長
を

表
敬

訪
問

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

（
山

川
及

び
N
M
C
２

名
も

同
席

）

3
3

2
0
1
1

1
/
1
2

日
本

国
内

4
者

会
議

の
事

前
打

合
せ

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
、

有
川

）
、

海
野

常
務

理
事

・
杉

浦
氏

に
よ

り
「

今
後

の
実

施
方

針
等

の
情

報
共

有
・

意
見

交
換

、
国

内
関

係
機

関
会

議
を

前
に

し
て

の
検

討
」

を
行

っ
た

。

3
4

2
0
1
1

1
/
1
2

日
本

国
内

関
係

４
者

（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
に

よ
る

会
議

（
国

内
４

機
関

会
議

）

本
件

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
2
0
1
1
年

度
か

ら
本

格
的

な
実

施
段

階
に

入
る

こ
と

に
伴

い
、

日
本

側
の

実
施

体
制

を
整

理
す

る
た

め
に

日
本

財
団

（
N

F
）
、

笹
川

平
和

財
団

（
S
P

F
）
、

日
本

海
難

防
止

協
会

（
J
A

M
S
）
及

び
海

上
保

安
庁

（
J
C

G
）
の

四
者

に
よ

る
会

議
を

開
催

。
会

議
で

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
緯

及
び

現
在

の
進

捗
状

況
が

報
告

さ
れ

、
今

後
の

実
施

に
つ

い
て

は
日

本
海

難
防

止
協

会
と

N
M

C
が

主
に

担
当

し
て

い
く
こ

と
と

さ
れ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

を
把

握
す

る
と

と
も

に
国

内
４

機
関

の
情

報
共

有
を

図
る

た
め

「
国

内
委

員
会

（
委

員
長

：
羽

生
S
P

F
会

長
）
」
が

設
置

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

3
5

2
0
1
1

1
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
　

内
波

総
務

部
長

へ
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
」
に

関
し

て
説

明
を

行
っ

た
。

3
6

2
0
1
1

2
/
2
2
-
2
5

豪
州

豪
州

関
係

省
庁

と
の

意
見

交
換

（
外

務
貿

易
省

、
国

防
省

、
税

関
・
国

境
警

備
局

）

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
有

川
）
が

、
本

件
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

こ
れ

ま
で

の
経

緯
、

2
0
1
1
年

度
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
今

後
の

進
め

方
等

を
説

明
し

意
見

交
換

を
行

う
た

め
、

豪
州

を
訪

問
し

、
外

務
貿

易
省

、
国

防
省

及
び

税
関

・
国

境
警

備
局

の
担

当
者

と
会

談
。

全
て

の
関

係
者

か
ら

好
意

的
な

反
応

を
得

る
こ

と
が

で
き

た
。

（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

3
7

2
0
1
1

4
/
1

N
M

C
所

長
代

理
交

代
（
有

川
→

酒
井

）
。

山
川

、
S
P

F
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

解
除

3
8

2
0
1
1

4
/
6

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

3
9

2
0
1
1

4
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

4
0

2
0
1
1

4
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

展
状

況
及

び
2
0
1
1
年

度
予

算
（
内

容
変

更
）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

4
1

2
0
1
1

5
/
1
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
」
の

説
明

を
行

っ
た

。

4
2

2
0
1
1

5
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
同

席
：
小

瀬
、

有
馬

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
」
の

説
明

を
行

っ
た

。

4
3

2
0
1
1

5
/
1
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

4
4

2
0
1
1

6
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
経

費
の

流
れ

等
」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

3
0

2
0
1
0

1
1
/
1
1

R
O

P
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
に

お
け

る
海

上
保

安
機

能
強

化
に

関
す

る
官

民
共

同
会

議
「
第

３
回

官
民

共
同

会
議

（
パ

ラ
オ

会
議

）
」
開

催

日
本

側
が

行
う

支
援

策
に

つ
い

て
関

係
者

間
で

の
基

本
的

な
合

意
を

得
る

べ
く
第

３
回

官
民

共
同

会
議

が
パ

ラ
オ

で
開

催
さ

れ
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

か
ら

は
担

当
大

臣
が

出
席

す
る

と
と

も
に

、
日

本
財

団
笹

川
会

長
も

出
席

。
支

援
策

の
概

要
に

つ
い

て
N

M
C

よ
り

説
明

し
議

論
を

行
っ

た
と

こ
ろ

、
小

型
艇

の
大

き
さ

に
つ

い
て

は
各

国
よ

り
（
提

案
の

3
0

フ
ィ

ー
ト

級
で

は
な

く
）
よ

り
大

き
な

船
艇

を
、

と
の

意
見

が
出

た
た

め
、

そ
の

点
に

つ
い

て
は

引
き

続
き

協
議

す
る

こ
と

と
な

っ
た

が
、

支
援

策
の

項
目

及
び

内
容

に
つ

い
て

は
原

則
的

な
合

意
が

得
ら

れ
た

。
会

議
終

了
後

に
会

議
録

（
R

O
D

）
に

各
代

表
団

の
代

表
が

署
名

を
行

う
署

名
式

が
行

わ
れ

た
。

3
1

2
0
1
0

1
1
/
1
3
-
1
9

R
M

I
実

務
専

門
家

に
よ

る
追

加
調

査
・
現

地
打

合
せ

(R
M

I)

R
M
I
に

つ
い

て
は

、
パ

ラ
オ

会
議

に
先

立
っ

て
訪

問
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

た
め

、
パ

ラ
オ

会
議

終
了

後
、

山
川

、
S
P
F
塩

澤
及

び
N
M
C
中

村
の

３
名

が
R
M
I
を

訪
問

。
海

上
保

安
機

関
担

当
者

と
の

意
見

交
換

、
基

地
視

察
の

他
、

P
a
t
r
o
l

B
o
a
t
に

同
乗

し
て

マ
ジ

ュ
ロ

環
礁

内
か

ら
外

洋
に

も
出

て
、

周
辺

海
域

の
実

態
に

つ
い

て
も

視
察

を
行

っ
た

。

3
2

2
0
1
1

1
/
1
0

日
本

U
S
C

G
 1

4
管

区
レ

イ
司

令
官

の
S
P

F
訪

問
U
S
C
G
1
4
管

区
本

部
（

在
ハ

ワ
イ

、
太

平
洋

地
域

を
管

轄
）

司
令

官
の

R
a
y
少

将
が

、
C
o
s
t
e
r
極

東
部

司
令

等
と

と
も

に
S
P
F
羽

生
会

長
を

表
敬

訪
問

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

（
山

川
及

び
N
M
C
２

名
も

同
席

）

3
3

2
0
1
1

1
/
1
2

日
本

国
内

4
者

会
議

の
事

前
打

合
せ

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
、

有
川

）
、

海
野

常
務

理
事

・
杉

浦
氏

に
よ

り
「

今
後

の
実

施
方

針
等

の
情

報
共

有
・

意
見

交
換

、
国

内
関

係
機

関
会

議
を

前
に

し
て

の
検

討
」

を
行

っ
た

。

3
4

2
0
1
1

1
/
1
2

日
本

国
内

関
係

４
者

（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
に

よ
る

会
議

（
国

内
４

機
関

会
議

）

本
件

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
2
0
1
1
年

度
か

ら
本

格
的

な
実

施
段

階
に

入
る

こ
と

に
伴

い
、

日
本

側
の

実
施

体
制

を
整

理
す

る
た

め
に

日
本

財
団

（
N

F
）
、

笹
川

平
和

財
団

（
S
P

F
）
、

日
本

海
難

防
止

協
会

（
J
A

M
S
）
及

び
海

上
保

安
庁

（
J
C

G
）
の

四
者

に
よ

る
会

議
を

開
催

。
会

議
で

は
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

経
緯

及
び

現
在

の
進

捗
状

況
が

報
告

さ
れ

、
今

後
の

実
施

に
つ

い
て

は
日

本
海

難
防

止
協

会
と

N
M

C
が

主
に

担
当

し
て

い
く
こ

と
と

さ
れ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

を
把

握
す

る
と

と
も

に
国

内
４

機
関

の
情

報
共

有
を

図
る

た
め

「
国

内
委

員
会

（
委

員
長

：
羽

生
S
P

F
会

長
）
」
が

設
置

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

3
5

2
0
1
1

1
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

が
、

海
上

保
安

庁
　

内
波

総
務

部
長

へ
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
」
に

関
し

て
説

明
を

行
っ

た
。

3
6

2
0
1
1

2
/
2
2
-
2
5

豪
州

豪
州

関
係

省
庁

と
の

意
見

交
換

（
外

務
貿

易
省

、
国

防
省

、
税

関
・
国

境
警

備
局

）

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
有

川
）
が

、
本

件
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

こ
れ

ま
で

の
経

緯
、

2
0
1
1
年

度
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
今

後
の

進
め

方
等

を
説

明
し

意
見

交
換

を
行

う
た

め
、

豪
州

を
訪

問
し

、
外

務
貿

易
省

、
国

防
省

及
び

税
関

・
国

境
警

備
局

の
担

当
者

と
会

談
。

全
て

の
関

係
者

か
ら

好
意

的
な

反
応

を
得

る
こ

と
が

で
き

た
。

（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

3
7

2
0
1
1

4
/
1

N
M

C
所

長
代

理
交

代
（
有

川
→

酒
井

）
。

山
川

、
S
P

F
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

解
除

3
8

2
0
1
1

4
/
6

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

3
9

2
0
1
1

4
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

4
0

2
0
1
1

4
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

展
状

況
及

び
2
0
1
1
年

度
予

算
（
内

容
変

更
）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

4
1

2
0
1
1

5
/
1
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
」
の

説
明

を
行

っ
た

。

4
2

2
0
1
1

5
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
同

席
：
小

瀬
、

有
馬

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
」
の

説
明

を
行

っ
た

。

4
3

2
0
1
1

5
/
1
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

4
4

2
0
1
1

6
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
経

費
の

流
れ

等
」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

53

77



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

4
5

2
0
1
1

6
/
5
-
1
1

米
国

(ﾎ
ﾉﾙ

ﾙ
）

R
M

I

U
S
C

G
 1

4
管

区
等

と
の

意
見

交
換

及
び

R
M

Iと
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
ハ

ワ
イ

の
U

S
C

G
第

1
4
管

区
を

訪
問

し
、

レ
イ

司
令

官
を

表
敬

訪
問

す
る

と
と

も
に

、
1
4
管

区
の

部
長

ク
ラ

ス
を

は
じ

め
と

す
る

米
国

関
係

者
と

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
実

施
。

パ
ラ

オ
会

議
を

踏
ま

え
て

内
部

で
検

討
し

た
一

部
の

支
援

策
の

具
体

的
内

容
（
小

型
艇

の
サ

イ
ズ

・
装

備
品

、
燃

料
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

支
援

等
）
に

つ
い

て
、

情
報

共
有

を
行

う
と

と
も

に
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

続
い

て
R

M
Iを

訪
問

し
、

ワ
セ

法
務

大
臣

他
の

R
M

I関
係

者
と

支
援

策
の

具
体

的
内

容
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

実
施

。
そ

の
内

容
に

つ
い

て
基

本
的

に
合

意
し

た
。

こ
の

他
に

、
豪

州
M

S
A

と
も

意
見

交
換

を
行

う
と

と
も

に
、

現
地

日
本

大
使

館
、

M
IM

R
A

及
び

外
務

省
を

訪
問

。
（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

4
6

2
0
1
1

6
/
1
5

高
橋

　
J
A

M
S
本

部
で

勤
務

開
始

海
上

保
安

庁
Ｏ

Ｇ
で

あ
る

高
橋

が
、

山
川

調
査

役
の

ア
シ

ス
タ

ン
ト

と
し

て
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

で
勤

務
開

始
（
嘱

託
職

員
）

4
7

2
0
1
1

6
/
2
1
-
2
9

F
S
M

R
O

P
F
S
M

及
び

R
O

P
と

の
支

援
策

詳
細

の
調

整

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
R

M
Iに

続
い

て
、

F
S
M

と
R

O
P

を
そ

れ
ぞ

れ
訪

問
し

、
支

援
策

の
具

体
的

内
容

に
つ

い
て

意
見

交
換

を
実

施
。

F
S
M

に
お

い
て

は
、

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
以

下
の

政
府

関
係

者
と

、
R

O
P

に
お

い
て

は
ギ

ボ
ン

ス
法

務
大

臣
以

下
の

政
府

関
係

者
と

意
見

交
換

を
行

い
、

そ
れ

ぞ
れ

支
援

策
の

内
容

に
つ

い
て

基
本

的
に

合
意

し
た

。
ま

た
、

そ
れ

ぞ
れ

の
豪

州
M

S
A

と
も

意
見

交
換

を
行

い
有

益
な

情
報

を
得

た
。

さ
ら

に
、

両
国

の
現

地
日

本
大

使
を

表
敬

訪
問

す
る

と
と

も
に

、
大

使
館

関
係

者
と

情
報

交
換

を
実

施
し

た
。

（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

4
8

2
0
1
1

6
/
3
0

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

が
、

内
波

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
の

説
明

」
を

行
っ

た

4
9

2
0
1
1

7
/
1
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
予

定
等

」
の

説
明

を
行

っ
た

。

5
0

2
0
1
1

7
/
1
9

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
、

酒
井

）
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

出
張

報
告

及
び

今
後

の
予

定
等

」
の

説
明

を
行

っ
た

。

5
1

2
0
1
1

8
/
1
0

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
ピ

ー
タ

ー
・
ア

デ
ル

バ
イ

公
使

参
事

官
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

を
行

っ
た

。
（
大

使
は

帰
国

中
）

5
2

2
0
1
1

8
/
1
3
-
1
7

ソ
ロ

モ
ン

（
ﾎ

ﾆ
ｱ

ﾗ
）

燃
料

支
援

を
行

う
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
に

関
す

る
F
F
A

と
の

意
見

交
換

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
で

ソ
ロ

モ
ン

諸
島

の
ホ

ニ
ア

ラ
を

訪
問

し
、

支
援

策
の

ひ
と

つ
に

盛
り

込
ま

れ
て

い
る

「
J
o
in

t
O

pe
ra

ti
o
n
に

参
加

す
る

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

船
艇

へ
の

燃
料

支
援

」
に

関
し

、
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
の

調
整

を
実

施
し

て
い

る
F
F
A

（
P

ac
if
ic

 I
sl

an
ds

 F
o
ru

m
 F

is
h
e
ri
e
s 

A
ge

n
c
y）

を
訪

問
し

、
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
に

関
す

る
情

報
を

収
集

す
る

と
と

も
に

、
燃

料
支

援
の

方
法

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

ま
た

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
に

関
し

て
も

意
見

交
換

を
実

施
。

F
F
A

事
務

局
に

併
設

さ
れ

て
い

る
R

F
S
C

（
R

e
gi

o
n
al

 F
is

h
e
ri
e
s

S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

e
n
te

r、
加

盟
国

海
域

内
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
漁

業
関

連
情

報
を

一
元

的
に

集
約

し
監

視
し

て
い

る
セ

ン
タ

ー
）
を

見
る

。
同

セ
ン

タ
ー

は
、

順
調

に
稼

動
し

て
い

る
由

で
あ

り
、

以
前

と
は

異
な

り
「
S
u
b-

re
gi

o
n
al

 C
e
n
te

r的
な

も
の

は
不

要
」
で

あ
る

旨
の

見
解

が
示

さ
れ

た
。

5
3

2
0
1
1

8
/
2
4

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
国

内
委

員
会

の
開

催
（
案

）
の

説
明

及
び

Ｆ
Ｆ

Ａ
出

張
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

5
4

2
0
1
1

9
/
1
3

日
本

U
S
C

G
フ

ォ
ー

ス
ラ

ン
ド

氏
へ

の
説

明
U

S
C

G
の

フ
ォ

ー
ス

ラ
ン

ド
氏

（
国

際
部

　
海

上
保

安
能

力
向

上
支

援
官

）
及

び
三

盃
氏

（
運

輸
政

策
研

究
機

構
　

在
ワ

シ
ン

ト
ン

研
究

室
　

調
査

役
：
海

保
か

ら
出

向
）
が

J
A

M
S
を

訪
問

し
、

山
川

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

を
行

っ
た

。
高

橋
同

席
。

5
5

2
0
1
1

9
/
1
5

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
髙

橋
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

に
「
国

内
委

員
会

（
第

一
回

）
の

配
布

資
料

の
説

明
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
状

況
の

説
明

」
等

を
行

っ
た

5
6

2
0
1
1

9
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
国

内
委

員
会

の
説

明
」
等

を
行

っ
た

。

54

78

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

4
5

2
0
1
1

6
/
5
-
1
1

米
国

(ﾎ
ﾉﾙ

ﾙ
）

R
M

I

U
S
C

G
 1

4
管

区
等

と
の

意
見

交
換

及
び

R
M

Iと
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
ハ

ワ
イ

の
U

S
C

G
第

1
4
管

区
を

訪
問

し
、

レ
イ

司
令

官
を

表
敬

訪
問

す
る

と
と

も
に

、
1
4
管

区
の

部
長

ク
ラ

ス
を

は
じ

め
と

す
る

米
国

関
係

者
と

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
実

施
。

パ
ラ

オ
会

議
を

踏
ま

え
て

内
部

で
検

討
し

た
一

部
の

支
援

策
の

具
体

的
内

容
（
小

型
艇

の
サ

イ
ズ

・
装

備
品

、
燃

料
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

支
援

等
）
に

つ
い

て
、

情
報

共
有

を
行

う
と

と
も

に
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

続
い

て
R

M
Iを

訪
問

し
、

ワ
セ

法
務

大
臣

他
の

R
M

I関
係

者
と

支
援

策
の

具
体

的
内

容
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

実
施

。
そ

の
内

容
に

つ
い

て
基

本
的

に
合

意
し

た
。

こ
の

他
に

、
豪

州
M

S
A

と
も

意
見

交
換

を
行

う
と

と
も

に
、

現
地

日
本

大
使

館
、

M
IM

R
A

及
び

外
務

省
を

訪
問

。
（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

4
6

2
0
1
1

6
/
1
5

高
橋

　
J
A

M
S
本

部
で

勤
務

開
始

海
上

保
安

庁
Ｏ

Ｇ
で

あ
る

高
橋

が
、

山
川

調
査

役
の

ア
シ

ス
タ

ン
ト

と
し

て
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

で
勤

務
開

始
（
嘱

託
職

員
）

4
7

2
0
1
1

6
/
2
1
-
2
9

F
S
M

R
O

P
F
S
M

及
び

R
O

P
と

の
支

援
策

詳
細

の
調

整

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
R

M
Iに

続
い

て
、

F
S
M

と
R

O
P

を
そ

れ
ぞ

れ
訪

問
し

、
支

援
策

の
具

体
的

内
容

に
つ

い
て

意
見

交
換

を
実

施
。

F
S
M

に
お

い
て

は
、

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
以

下
の

政
府

関
係

者
と

、
R

O
P

に
お

い
て

は
ギ

ボ
ン

ス
法

務
大

臣
以

下
の

政
府

関
係

者
と

意
見

交
換

を
行

い
、

そ
れ

ぞ
れ

支
援

策
の

内
容

に
つ

い
て

基
本

的
に

合
意

し
た

。
ま

た
、

そ
れ

ぞ
れ

の
豪

州
M

S
A

と
も

意
見

交
換

を
行

い
有

益
な

情
報

を
得

た
。

さ
ら

に
、

両
国

の
現

地
日

本
大

使
を

表
敬

訪
問

す
る

と
と

も
に

、
大

使
館

関
係

者
と

情
報

交
換

を
実

施
し

た
。

（
S
P

F
早

川
氏

も
参

加
）

4
8

2
0
1
1

6
/
3
0

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

が
、

内
波

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
実

施
予

定
の

説
明

」
を

行
っ

た

4
9

2
0
1
1

7
/
1
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
展

状
況

及
び

今
後

の
予

定
等

」
の

説
明

を
行

っ
た

。

5
0

2
0
1
1

7
/
1
9

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
、

酒
井

）
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

出
張

報
告

及
び

今
後

の
予

定
等

」
の

説
明

を
行

っ
た

。

5
1

2
0
1
1

8
/
1
0

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
ピ

ー
タ

ー
・
ア

デ
ル

バ
イ

公
使

参
事

官
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

を
行

っ
た

。
（
大

使
は

帰
国

中
）

5
2

2
0
1
1

8
/
1
3
-
1
7

ソ
ロ

モ
ン

（
ﾎ

ﾆ
ｱ

ﾗ
）

燃
料

支
援

を
行

う
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
に

関
す

る
F
F
A

と
の

意
見

交
換

山
川

・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
で

ソ
ロ

モ
ン

諸
島

の
ホ

ニ
ア

ラ
を

訪
問

し
、

支
援

策
の

ひ
と

つ
に

盛
り

込
ま

れ
て

い
る

「
J
o
in

t
O

pe
ra

ti
o
n
に

参
加

す
る

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

船
艇

へ
の

燃
料

支
援

」
に

関
し

、
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
の

調
整

を
実

施
し

て
い

る
F
F
A

（
P

ac
if
ic

 I
sl

an
ds

 F
o
ru

m
 F

is
h
e
ri
e
s 

A
ge

n
c
y）

を
訪

問
し

、
J
o
in

t 
O

pe
ra

ti
o
n
に

関
す

る
情

報
を

収
集

す
る

と
と

も
に

、
燃

料
支

援
の

方
法

等
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

ま
た

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
に

関
し

て
も

意
見

交
換

を
実

施
。

F
F
A

事
務

局
に

併
設

さ
れ

て
い

る
R

F
S
C

（
R

e
gi

o
n
al

 F
is

h
e
ri
e
s

S
u
rv

e
ill

an
c
e
 C

e
n
te

r、
加

盟
国

海
域

内
の

V
M

S
デ

ー
タ

等
漁

業
関

連
情

報
を

一
元

的
に

集
約

し
監

視
し

て
い

る
セ

ン
タ

ー
）
を

見
る

。
同

セ
ン

タ
ー

は
、

順
調

に
稼

動
し

て
い

る
由

で
あ

り
、

以
前

と
は

異
な

り
「
S
u
b-

re
gi

o
n
al

 C
e
n
te

r的
な

も
の

は
不

要
」
で

あ
る

旨
の

見
解

が
示

さ
れ

た
。

5
3

2
0
1
1

8
/
2
4

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
国

内
委

員
会

の
開

催
（
案

）
の

説
明

及
び

Ｆ
Ｆ

Ａ
出

張
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

5
4

2
0
1
1

9
/
1
3

日
本

U
S
C

G
フ

ォ
ー

ス
ラ

ン
ド

氏
へ

の
説

明
U

S
C

G
の

フ
ォ

ー
ス

ラ
ン

ド
氏

（
国

際
部

　
海

上
保

安
能

力
向

上
支

援
官

）
及

び
三

盃
氏

（
運

輸
政

策
研

究
機

構
　

在
ワ

シ
ン

ト
ン

研
究

室
　

調
査

役
：
海

保
か

ら
出

向
）
が

J
A

M
S
を

訪
問

し
、

山
川

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

を
行

っ
た

。
高

橋
同

席
。

5
5

2
0
1
1

9
/
1
5

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
髙

橋
が

、
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

に
「
国

内
委

員
会

（
第

一
回

）
の

配
布

資
料

の
説

明
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
状

況
の

説
明

」
等

を
行

っ
た

5
6

2
0
1
1

9
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
国

内
委

員
会

の
説

明
」
等

を
行

っ
た

。

54

78



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

5
7

2
0
1
1

9
/
2
1

日
本

第
１

回
国

内
委

員
会

の
開

催
（
国

内
関

係
４

者
（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
）

１
月

に
開

催
し

た
国

内
４

機
関

会
議

で
の

合
意

に
基

づ
き

、
同

会
議

以
降

に
実

施
し

た
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
等

と
の

調
整

な
ど

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
を

関
係

者
に

報
告

す
る

と
と

も
に

、
今

後
の

進
め

方
を

協
議

す
る

た
め

第
１

回
国

内
委

員
会

を
開

催
。

ま
ず

は
、

小
型

艇
の

供
与

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
及

び
燃

料
の

支
援

、
通

信
施

設
・
機

器
の

供
与

（
パ

ラ
オ

に
関

し
て

は
非

常
用

発
電

機
も

）
を

第
１

フ
ェ

ー
ズ

と
し

て
先

行
し

て
実

施
す

る
こ

と
を

確
認

。
さ

ら
に

、
小

型
艇

の
最

初
の

供
与

国
を

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

と
す

る
こ

と
を

確
認

す
る

と
と

も
に

、
今

後
年

内
を

メ
ド

に
各

国
と

こ
れ

ら
の

支
援

内
容

を
明

記
し

た
覚

書
（
M

O
U

）
を

締
結

し
た

上
で

小
型

艇
等

の
発

注
を

行
い

、
来

年
の

し
か

る
べ

き
時

期
に

供
与

す
る

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

で
進

め
る

こ
と

を
了

承
。

（
パ

ラ
オ

会
議

に
お

い
て

合
意

さ
れ

た
そ

の
他

の
支

援
項

目
に

つ
い

て
は

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
と

位
置

づ
け

第
１

フ
ェ

ー
ズ

の
供

与
完

了
後

に
対

応
す

る
こ

と
と

さ
れ

た
。

）

5
8

2
0
1
1

1
0
/
2
4

日
本

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
ジ

ャ
ケ

オ
・
レ

ラ
ン

グ
公

使
参

事
官

（
臨

時
代

理
大

使
）
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
説

明
を

行
っ

た
。

5
9

2
0
1
1

1
0
/
2
6

日
本

駐
日

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
大

使
館

を
訪

問
し

、
フ

リ
ッ

ツ
大

使
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
説

明
を

行
っ

た
。

6
0

2
0
1
1

1
1
/
9

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
現

状
報

告
及

び
事

業
助

成
申

請
等

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

6
1

2
0
1
1

1
1
/
1
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
現

状
及

び
今

後
の

予
定

」
の

報
告

を
行

っ
た

。

6
2

2
0
1
1

1
1
/
1
5

日
本

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
1
年

1
1
月

～
2
0
1
3
年

3
月

の
２

か
年

事
業

）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

（
2
0
1
1
年

度
緊

急
助

成
申

請
）
を

行
っ

た
。

6
3

2
0
1
1

1
2
/
1
8

日
本

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
戦

略
政

策
研

究
所

・
ベ

ル
ギ

ン
博

士
等

と
の

打
合

せ

山
川

・
高

橋
が

、
来

日
中

の
ア

ン
ソ

ニ
ー

・
ベ

ル
ギ

ン
博

士
（
A

S
P

I研
究

統
括

部
長

）
と

サ
ム

・
ベ

ー
タ

マ
ン

博
士

（
ウ

ロ
ン

ゴ
ン

大
学

教
授

）
と

の
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

（
両

氏
は

、
豪

州
の

P
P

B
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
に

詳
し

く
、

A
S
P

Iの
機

関
誌

に
多

く
の

論
文

を
掲

載
し

て
い

る
者

）

6
4

2
0
1
1

1
2
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
現

状
報

告
」
を

行
っ

た
。

6
5

2
0
1
1

1
2
/
2
1
-
2
3

R
O

P
R

O
P

と
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

1
0
月

中
に

M
O

U
案

を
作

成
し

、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
各

国
に

送
付

し
て

検
討

を
依

頼
し

、
年

内
に

３
国

を
順

次
回

っ
て

M
O

U
に

署
名

す
る

こ
と

を
計

画
し

た
も

の
の

、
各

国
の

対
応

及
び

日
程

の
調

整
が

う
ま

く
い

か
ず

。
1
2
月

に
入

り
R

O
P

の
み

日
程

調
整

が
で

き
た

こ
と

か
ら

、
N

M
C

（
中

村
、

酒
井

）
が

R
O

P
を

訪
問

し
て

M
O

U
案

の
内

容
に

つ
い

て
協

議
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

他
の

支
援

策
（
小

型
艇

を
吊

り
上

げ
る

ク
レ

ー
ン

車
な

ど
）
に

つ
い

て
も

意
見

交
換

を
行

い
、

M
O

U
の

内
容

に
つ

い
て

双
方

合
意

。
さ

ら
に

、
現

地
の

燃
料

供
給

会
社

を
訪

問
し

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
な

方
法

な
ど

に
つ

い
て

意
見

交
換

。
（
M

O
U

の
調

印
に

つ
い

て
は

、
後

日
郵

送
に

よ
り

行
い

2
0
1
2
年

2
月

1
6
日

付
け

の
ギ

ボ
ン

ス
法

務
大

臣
の

署
名

を
も

っ
て

完
了

。
）

6
6

2
0
1
1

1
2
/
2
6

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
説

明
山

川
・
高

橋
が

、
海

上
保

安
庁

　
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

へ
「
現

状
報

告
」
を

行
っ

た
。

6
7

2
0
1
2

1
/
5

2
0
1
1
年

　
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

に
か

か
る

日
本

財
団

へ
の

助
成

金
申

請
の

承
認

2
0
1
1
年

1
1
月

～
2
0
1
3
年

3
月

（
２

か
年

事
業

）
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
緊

急
助

成
金

申
請

を
行

っ
て

い
た

も
の

に
つ

い
て

、
承

認
さ

れ
た

。

6
8

2
0
1
2

1
/
5

入
札

公
示

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

6
9

2
0
1
2

1
/
1
1

入
札

公
示

：
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

7
0

2
0
1
2

1
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
長

官
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

の
説

明
山

川
・
高

橋
が

、
鈴

木
海

上
保

安
庁

長
官

（
同

席
：
国

際
・
危

機
管

理
官

、
有

馬
・
渉

外
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

説
明

を
行

っ
た

。

7
1

2
0
1
2

1
/
1
9

R
M

I
R

M
Iと

の
M

O
U

締
結

R
M

Iの
ハ

イ
ネ

法
務

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

に
関

す
る

Ｍ
Ｏ

Ｕ
を

締
結

し
た

。

7
2

2
0
1
2

1
/
2
0

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
高

橋
が

、
岸

本
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
新

）
（
同

席
：
国

際
・
危

機
管

理
官

、
有

馬
・
渉

外
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

説
明

を
行

っ
た

。

55

79

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

5
7

2
0
1
1

9
/
2
1

日
本

第
１

回
国

内
委

員
会

の
開

催
（
国

内
関

係
４

者
（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
）

１
月

に
開

催
し

た
国

内
４

機
関

会
議

で
の

合
意

に
基

づ
き

、
同

会
議

以
降

に
実

施
し

た
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
等

と
の

調
整

な
ど

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
を

関
係

者
に

報
告

す
る

と
と

も
に

、
今

後
の

進
め

方
を

協
議

す
る

た
め

第
１

回
国

内
委

員
会

を
開

催
。

ま
ず

は
、

小
型

艇
の

供
与

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
及

び
燃

料
の

支
援

、
通

信
施

設
・
機

器
の

供
与

（
パ

ラ
オ

に
関

し
て

は
非

常
用

発
電

機
も

）
を

第
１

フ
ェ

ー
ズ

と
し

て
先

行
し

て
実

施
す

る
こ

と
を

確
認

。
さ

ら
に

、
小

型
艇

の
最

初
の

供
与

国
を

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

と
す

る
こ

と
を

確
認

す
る

と
と

も
に

、
今

後
年

内
を

メ
ド

に
各

国
と

こ
れ

ら
の

支
援

内
容

を
明

記
し

た
覚

書
（
M

O
U

）
を

締
結

し
た

上
で

小
型

艇
等

の
発

注
を

行
い

、
来

年
の

し
か

る
べ

き
時

期
に

供
与

す
る

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

で
進

め
る

こ
と

を
了

承
。

（
パ

ラ
オ

会
議

に
お

い
て

合
意

さ
れ

た
そ

の
他

の
支

援
項

目
に

つ
い

て
は

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
と

位
置

づ
け

第
１

フ
ェ

ー
ズ

の
供

与
完

了
後

に
対

応
す

る
こ

と
と

さ
れ

た
。

）

5
8

2
0
1
1

1
0
/
2
4

日
本

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
ジ

ャ
ケ

オ
・
レ

ラ
ン

グ
公

使
参

事
官

（
臨

時
代

理
大

使
）
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
説

明
を

行
っ

た
。

5
9

2
0
1
1

1
0
/
2
6

日
本

駐
日

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
大

使
館

を
訪

問
し

、
フ

リ
ッ

ツ
大

使
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
説

明
を

行
っ

た
。

6
0

2
0
1
1

1
1
/
9

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
中

村
経

理
部

長
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
現

状
報

告
及

び
事

業
助

成
申

請
等

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

6
1

2
0
1
1

1
1
/
1
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
現

状
及

び
今

後
の

予
定

」
の

報
告

を
行

っ
た

。

6
2

2
0
1
1

1
1
/
1
5

日
本

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
1
年

1
1
月

～
2
0
1
3
年

3
月

の
２

か
年

事
業

）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

（
2
0
1
1
年

度
緊

急
助

成
申

請
）
を

行
っ

た
。

6
3

2
0
1
1

1
2
/
1
8

日
本

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
戦

略
政

策
研

究
所

・
ベ

ル
ギ

ン
博

士
等

と
の

打
合

せ

山
川

・
高

橋
が

、
来

日
中

の
ア

ン
ソ

ニ
ー

・
ベ

ル
ギ

ン
博

士
（
A

S
P

I研
究

統
括

部
長

）
と

サ
ム

・
ベ

ー
タ

マ
ン

博
士

（
ウ

ロ
ン

ゴ
ン

大
学

教
授

）
と

の
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

（
両

氏
は

、
豪

州
の

P
P

B
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
に

詳
し

く
、

A
S
P

Iの
機

関
誌

に
多

く
の

論
文

を
掲

載
し

て
い

る
者

）

6
4

2
0
1
1

1
2
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

に
「
現

状
報

告
」
を

行
っ

た
。

6
5

2
0
1
1

1
2
/
2
1
-
2
3

R
O

P
R

O
P

と
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

1
0
月

中
に

M
O

U
案

を
作

成
し

、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
各

国
に

送
付

し
て

検
討

を
依

頼
し

、
年

内
に

３
国

を
順

次
回

っ
て

M
O

U
に

署
名

す
る

こ
と

を
計

画
し

た
も

の
の

、
各

国
の

対
応

及
び

日
程

の
調

整
が

う
ま

く
い

か
ず

。
1
2
月

に
入

り
R

O
P

の
み

日
程

調
整

が
で

き
た

こ
と

か
ら

、
N

M
C

（
中

村
、

酒
井

）
が

R
O

P
を

訪
問

し
て

M
O

U
案

の
内

容
に

つ
い

て
協

議
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

他
の

支
援

策
（
小

型
艇

を
吊

り
上

げ
る

ク
レ

ー
ン

車
な

ど
）
に

つ
い

て
も

意
見

交
換

を
行

い
、

M
O

U
の

内
容

に
つ

い
て

双
方

合
意

。
さ

ら
に

、
現

地
の

燃
料

供
給

会
社

を
訪

問
し

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
な

方
法

な
ど

に
つ

い
て

意
見

交
換

。
（
M

O
U

の
調

印
に

つ
い

て
は

、
後

日
郵

送
に

よ
り

行
い

2
0
1
2
年

2
月

1
6
日

付
け

の
ギ

ボ
ン

ス
法

務
大

臣
の

署
名

を
も

っ
て

完
了

。
）

6
6

2
0
1
1

1
2
/
2
6

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
説

明
山

川
・
高

橋
が

、
海

上
保

安
庁

　
内

波
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

へ
「
現

状
報

告
」
を

行
っ

た
。

6
7

2
0
1
2

1
/
5

2
0
1
1
年

　
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

に
か

か
る

日
本

財
団

へ
の

助
成

金
申

請
の

承
認

2
0
1
1
年

1
1
月

～
2
0
1
3
年

3
月

（
２

か
年

事
業

）
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
緊

急
助

成
金

申
請

を
行

っ
て

い
た

も
の

に
つ

い
て

、
承

認
さ

れ
た

。

6
8

2
0
1
2

1
/
5

入
札

公
示

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

6
9

2
0
1
2

1
/
1
1

入
札

公
示

：
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

7
0

2
0
1
2

1
/
1
3

日
本

海
上

保
安

庁
長

官
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

の
説

明
山

川
・
高

橋
が

、
鈴

木
海

上
保

安
庁

長
官

（
同

席
：
国

際
・
危

機
管

理
官

、
有

馬
・
渉

外
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

説
明

を
行

っ
た

。

7
1

2
0
1
2

1
/
1
9

R
M

I
R

M
Iと

の
M

O
U

締
結

R
M

Iの
ハ

イ
ネ

法
務

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

に
関

す
る

Ｍ
Ｏ

Ｕ
を

締
結

し
た

。

7
2

2
0
1
2

1
/
2
0

日
本

海
上

保
安

庁
総

務
部

長
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
の

説
明

山
川

・
高

橋
が

、
岸

本
海

上
保

安
庁

総
務

部
長

（
新

）
（
同

席
：
国

際
・
危

機
管

理
官

、
有

馬
・
渉

外
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

説
明

を
行

っ
た

。

55

79



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

7
3

2
0
1
2

1
/
2
5

入
札

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
「
古

野
電

気
株

式
会

社
」

7
4

2
0
1
2

1
/
3
0

入
札

：
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
「
南

洋
貿

易
株

式
会

社
」

7
5

2
0
1
2

1
/
2
4
-
2
9

F
S
M

F
S
M

と
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

（
中

村
、

酒
井

）
の

４
名

で
F
S
M

を
訪

問
。

事
前

の
調

整
に

よ
り

M
O

U
の

内
容

に
つ

い
て

は
合

意
で

き
て

い
た

た
め

、
M

O
U

の
調

印
式

を
実

施
（
1
月

2
6
日

）
。

F
S
M

政
府

が
他

国
の

政
府

以
外

の
N

G
O

と
M

O
U

を
締

結
す

る
の

は
今

回
が

初
め

て
と

の
こ

と
。

こ
の

他
、

引
渡

式
の

開
催

形
式

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
方

法
な

ど
に

つ
い

て
政

府
関

係
者

と
意

見
交

換
。

さ
ら

に
は

、
現

地
の

燃
料

供
給

会
社

を
訪

問
し

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
な

方
法

な
ど

に
つ

い
て

意
見

交
換

す
る

と
と

も
に

、
引

渡
式

の
開

催
に

向
け

て
ポ

ン
ペ

イ
内

ホ
テ

ル
の

調
査

な
ど

を
実

施
。

南
洋

貿
易

米
田

氏
等

と
も

意
見

交
換

。

7
6

2
0
1
2

1
/
2
6

F
S
M

F
S
M

の
M

O
U

締
結

F
S
M

の
イ

テ
ィ

マ
イ

運
輸

通
信

イ
ン

フ
ラ

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

の
合

意
に

関
す

る
Ｍ

Ｏ
Ｕ

を
締

結
し

た
。

7
7

2
0
1
2

2
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

7
8

2
0
1
2

2
/
7

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
進

捗
報

告
山

川
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
羽

田
地

域
調

整
官

（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

報
告

を
行

っ
た

。

7
9

2
0
1
2

2
/
1
3

日
本

駐
日

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
大

使
館

を
訪

問
し

、
「
M

O
U

の
締

結
等

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

や
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

8
0

2
0
1
2

2
/
1
6

R
O

P
と

の
M

O
U

締
結

R
O

P
の

ギ
ボ

ン
ス

法
務

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

に
関

す
る

Ｍ
Ｏ

Ｕ
を

締
結

し
た

。

8
1

2
0
1
2

2
/
2
4

日
本

太
平

洋
諸

島
地

域
研

究
所

（
J
A

IP
A

S
)小

林
理

事
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
太

平
洋

諸
島

地
域

研
究

所
(J

A
IP

A
S
)を

訪
問

し
、

小
林

泉
氏

（
社

団
法

人
太

平
洋

諸
島

地
域

研
究

所
理

事
/

大
阪

学
院

大
学

国
際

学
部

教
授

）
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
説

明
を

行
っ

た
。

同
席

：
Ｎ

Ｂ
Ｋ

米
田

8
2

2
0
1
2

2
/
2
9

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・

髙
橋

が
、

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
を

訪
問

し
、

「
M
O
U
の

締
結

等
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
や

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
等

」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

8
3

2
0
1
2

3
/
8

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

8
4

2
0
1
2

3
/
1
7
-
2
3

米
国

(ホ
ノ

ル
ル

）

R
M

I

R
M

Iと
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

及
び

U
S
C

G
 1

4
管

区
等

と
の

意
見

交
換

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

（
中

村
・
酒

井
）
の

４
名

で
R

M
Iを

訪
問

し
、

燃
料

供
給

方
法

の
詳

細
、

小
型

艇
引

渡
式

の
開

催
な

ど
に

つ
い

て
協

議
・
意

見
交

換
。

な
お

、
R

M
Iと

の
M

O
U

に
つ

い
て

は
、

事
前

の
調

整
で

合
意

の
上

日
本

側
で

署
名

し
郵

送
し

た
M

O
U

に
R

M
I側

の
署

名
（
1
月

1
9
日

付
け

）
を

得
て

い
た

た
め

、
今

回
の

出
張

で
正

本
一

部
を

持
ち

帰
っ

た
。

さ
ら

に
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

と
M

O
U

を
締

結
で

き
た

こ
と

を
踏

ま
え

て
、

ハ
ワ

イ
の

U
S
C

G
1
4
管

区
等

米
国

側
関

係
者

と
の

間
で

進
捗

状
況

の
情

報
共

有
を

行
う

と
と

も
に

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

8
5

2
0
1
2

4
/
5

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

8
6

2
0
1
2

4
/
2
5

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
業

務
委

託
契

約
「
2
0
1
2
年

度
　

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
の

業
務

委
託

に
関

し
て

、
見

積
り

合
わ

せ
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
㈱

ビ
ー

ズ

8
7

2
0
1
2

5
/
1

山
川

が
日

本
海

難
防

止
協

会
に

採
用

山
川

が
、

日
本

海
難

防
止

協
会

に
嘱

託
職

員
と

し
て

採
用

さ
れ

る
。

8
8

2
0
1
2

5
/
9

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
本

国
へ

の
帰

国
等

で
会

う
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

ウ
エ

キ
大

使
と

初
め

て
会

う
こ

と
が

で
き

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

や
、

「
観

閲
式

」
へ

の
参

加
の

案
内

等
を

行
っ

た
。

8
9

2
0
1
2

5
/
1
7
-
1
8

日
本

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

（
Ｆ

Ｓ
Ｍ

）
完

成
検

査
　

海
上

試
運

転
山

川
・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
F
S
M

向
け

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
完

成
検

査
及

び
海

上
試

験
を

行
う

と
共

に
、

製
造

中
の

R
O

P
向

け
小

型
艇

「
Ｋ

Ａ
Ｂ

Ｅ
Ｋ

Ｅ
Ｌ

　
Ｍ

’
Ｔ

Ａ
Ｌ

」
の

状
況

を
確

認
し

た
。

9
0

2
0
1
2

5
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

、
「
国

内
委

員
会

の
事

前
説

明
、

引
渡

式
（
R

O
P

）
等

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

9
1

2
0
1
2

5
/
2
4

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
国

内
委

員
会

（
第

２
回

）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

9
2

2
0
1
2

5
/
2
5

日
本

第
２

回
国

内
委

員
会

の
開

催
（
国

内
関

係
４

者
（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
）

第
２

回
国

内
委

員
会

を
開

催
。

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

と
の

M
O

U
締

結
、

小
型

艇
等

の
発

注
な

ど
こ

れ
ま

で
の

進
捗

状
況

を
報

告
す

る
と

と
も

に
、

招
聘

研
修

や
引

渡
式

な
ど

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
に

つ
い

て
了

承
を

得
た

。

56

80

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

7
3

2
0
1
2

1
/
2
5

入
札

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
「
通

信
設

備
改

善
工

事
及

非
常

用
発

電
機

設
置

工
事

」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
「
古

野
電

気
株

式
会

社
」

7
4

2
0
1
2

1
/
3
0

入
札

：
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
「
小

型
艇

3
隻

購
入

及
び

保
守

」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
「
南

洋
貿

易
株

式
会

社
」

7
5

2
0
1
2

1
/
2
4
-
2
9

F
S
M

F
S
M

と
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

（
中

村
、

酒
井

）
の

４
名

で
F
S
M

を
訪

問
。

事
前

の
調

整
に

よ
り

M
O

U
の

内
容

に
つ

い
て

は
合

意
で

き
て

い
た

た
め

、
M

O
U

の
調

印
式

を
実

施
（
1
月

2
6
日

）
。

F
S
M

政
府

が
他

国
の

政
府

以
外

の
N

G
O

と
M

O
U

を
締

結
す

る
の

は
今

回
が

初
め

て
と

の
こ

と
。

こ
の

他
、

引
渡

式
の

開
催

形
式

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
方

法
な

ど
に

つ
い

て
政

府
関

係
者

と
意

見
交

換
。

さ
ら

に
は

、
現

地
の

燃
料

供
給

会
社

を
訪

問
し

、
燃

料
支

援
の

具
体

的
な

方
法

な
ど

に
つ

い
て

意
見

交
換

す
る

と
と

も
に

、
引

渡
式

の
開

催
に

向
け

て
ポ

ン
ペ

イ
内

ホ
テ

ル
の

調
査

な
ど

を
実

施
。

南
洋

貿
易

米
田

氏
等

と
も

意
見

交
換

。

7
6

2
0
1
2

1
/
2
6

F
S
M

F
S
M

の
M

O
U

締
結

F
S
M

の
イ

テ
ィ

マ
イ

運
輸

通
信

イ
ン

フ
ラ

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

の
合

意
に

関
す

る
Ｍ

Ｏ
Ｕ

を
締

結
し

た
。

7
7

2
0
1
2

2
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

7
8

2
0
1
2

2
/
7

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
進

捗
報

告
山

川
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
羽

田
地

域
調

整
官

（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
へ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
の

報
告

を
行

っ
た

。

7
9

2
0
1
2

2
/
1
3

日
本

駐
日

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
大

使
館

を
訪

問
し

、
「
M

O
U

の
締

結
等

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

や
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

8
0

2
0
1
2

2
/
1
6

R
O

P
と

の
M

O
U

締
結

R
O

P
の

ギ
ボ

ン
ス

法
務

大
臣

と
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

松
浦

理
事

長
と

の
間

で
、

支
援

策
の

内
容

に
関

す
る

Ｍ
Ｏ

Ｕ
を

締
結

し
た

。

8
1

2
0
1
2

2
/
2
4

日
本

太
平

洋
諸

島
地

域
研

究
所

（
J
A

IP
A

S
)小

林
理

事
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
太

平
洋

諸
島

地
域

研
究

所
(J

A
IP

A
S
)を

訪
問

し
、

小
林

泉
氏

（
社

団
法

人
太

平
洋

諸
島

地
域

研
究

所
理

事
/

大
阪

学
院

大
学

国
際

学
部

教
授

）
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
説

明
を

行
っ

た
。

同
席

：
Ｎ

Ｂ
Ｋ

米
田

8
2

2
0
1
2

2
/
2
9

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・

髙
橋

が
、

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
を

訪
問

し
、

「
M
O
U
の

締
結

等
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
や

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
等

」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

8
3

2
0
1
2

3
/
8

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

し
て

打
合

せ
を

行
っ

た
。

8
4

2
0
1
2

3
/
1
7
-
2
3

米
国

(ホ
ノ

ル
ル

）

R
M

I

R
M

Iと
の

支
援

策
詳

細
の

調
整

及
び

U
S
C

G
 1

4
管

区
等

と
の

意
見

交
換

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

（
中

村
・
酒

井
）
の

４
名

で
R

M
Iを

訪
問

し
、

燃
料

供
給

方
法

の
詳

細
、

小
型

艇
引

渡
式

の
開

催
な

ど
に

つ
い

て
協

議
・
意

見
交

換
。

な
お

、
R

M
Iと

の
M

O
U

に
つ

い
て

は
、

事
前

の
調

整
で

合
意

の
上

日
本

側
で

署
名

し
郵

送
し

た
M

O
U

に
R

M
I側

の
署

名
（
1
月

1
9
日

付
け

）
を

得
て

い
た

た
め

、
今

回
の

出
張

で
正

本
一

部
を

持
ち

帰
っ

た
。

さ
ら

に
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

と
M

O
U

を
締

結
で

き
た

こ
と

を
踏

ま
え

て
、

ハ
ワ

イ
の

U
S
C

G
1
4
管

区
等

米
国

側
関

係
者

と
の

間
で

進
捗

状
況

の
情

報
共

有
を

行
う

と
と

も
に

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

8
5

2
0
1
2

4
/
5

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

8
6

2
0
1
2

4
/
2
5

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
業

務
委

託
契

約
「
2
0
1
2
年

度
　

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
の

業
務

委
託

に
関

し
て

、
見

積
り

合
わ

せ
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
㈱

ビ
ー

ズ

8
7

2
0
1
2

5
/
1

山
川

が
日

本
海

難
防

止
協

会
に

採
用

山
川

が
、

日
本

海
難

防
止

協
会

に
嘱

託
職

員
と

し
て

採
用

さ
れ

る
。

8
8

2
0
1
2

5
/
9

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
本

国
へ

の
帰

国
等

で
会

う
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

ウ
エ

キ
大

使
と

初
め

て
会

う
こ

と
が

で
き

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

説
明

や
、

「
観

閲
式

」
へ

の
参

加
の

案
内

等
を

行
っ

た
。

8
9

2
0
1
2

5
/
1
7
-
1
8

日
本

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

（
Ｆ

Ｓ
Ｍ

）
完

成
検

査
　

海
上

試
運

転
山

川
・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
F
S
M

向
け

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
完

成
検

査
及

び
海

上
試

験
を

行
う

と
共

に
、

製
造

中
の

R
O

P
向

け
小

型
艇

「
Ｋ

Ａ
Ｂ

Ｅ
Ｋ

Ｅ
Ｌ

　
Ｍ

’
Ｔ

Ａ
Ｌ

」
の

状
況

を
確

認
し

た
。

9
0

2
0
1
2

5
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

、
「
国

内
委

員
会

の
事

前
説

明
、

引
渡

式
（
R

O
P

）
等

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

9
1

2
0
1
2

5
/
2
4

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
国

内
委

員
会

（
第

２
回

）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

9
2

2
0
1
2

5
/
2
5

日
本

第
２

回
国

内
委

員
会

の
開

催
（
国

内
関

係
４

者
（
N

F
、

S
P

F
、

J
A

M
S
、

J
C

G
）
）

第
２

回
国

内
委

員
会

を
開

催
。

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

と
の

M
O

U
締

結
、

小
型

艇
等

の
発

注
な

ど
こ

れ
ま

で
の

進
捗

状
況

を
報

告
す

る
と

と
も

に
、

招
聘

研
修

や
引

渡
式

な
ど

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
に

つ
い

て
了

承
を

得
た

。

56

80



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

9
3

2
0
1
2

6
/
1
-
6
/
7

日
本

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
実

施

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
海

上
保

安
機

関
の

職
員

（
小

型
艇

に
も

乗
り

組
む

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

船
長

・
機

関
長

ク
ラ

ス
の

職
員

）
各

国
２

名
（
計

6
名

）
を

日
本

へ
招

へ
い

し
、

日
本

財
団

・
海

上
保

安
庁

・
J
A

M
S
へ

の
表

敬
訪

問
、

海
上

保
安

庁
か

ら
の

業
務

説
明

聴
取

、
施

設
（
本

庁
運

用
司

令
セ

ン
タ

ー
及

び
横

浜
資

料
館

（
北

朝
鮮

工
作

船
）
）
見

学
を

行
っ

た
。

ま
た

、
「
観

閲
式

並
び

に
総

合
訓

練
」
を

見
学

す
る

と
と

も
に

、
小

型
艇

を
製

造
し

て
い

る
ヤ

ン
マ

ー
造

船
大

分
工

場
を

訪
問

し
、

工
場

で
の

製
作

状
況

を
確

認
し

た
。

N
M

C
２

名
が

大
分

で
の

工
場

見
学

を
含

め
全

行
程

に
同

行
し

た
。

9
4

2
0
1
2

6
/
2

横
浜

F
S
M

へ
の

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
船

積
み

横
浜

大
黒

ふ
頭

に
て

、
F
S
M

へ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

9
5

2
0
1
2

6
/
1
8

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

9
6

2
0
1
2

6
/
1
7
-
2
2

F
S
M

F
S
M

へ
の

小
型

艇
到

着
の

確
認

等

F
S
M

・
ポ

ン
ペ

イ
に

お
い

て
小

型
艇

（
F
S
S
 U

n
it
y）

が
到

着
し

た
た

め
、

N
M

C
(中

村
・
酒

井
）
が

現
地

を
訪

問
し

、
同

艇
及

び
備

品
・
交

換
部

品
並

び
に

通
信

施
設

・
機

器
（
H

F
ア

ン
テ

ナ
等

）
資

材
の

現
地

到
着

（
6
月

1
9
日

）
を

確
認

し
た

。
ま

た
、

南
洋

貿
易

・
ヤ

ン
マ

ー
及

び
古

野
電

気
に

よ
る

小
型

艇
の

初
期

作
業

（
関

連
部

品
の

取
付

・
試

運
転

、
操

作
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

指
導

）
を

確
認

の
上

、
同

国
の

M
ar

it
im

e
 W

in
gに

引
渡

を
行

っ
た

。

9
7

2
0
1
2

6
/
2
0

F
S
M

F
S
M

政
府

へ
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
引

渡
し

F
S
M

政
府

へ
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
引

渡
し

を
行

っ
た

。

9
8

2
0
1
2

7
/
2

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

9
9

2
0
1
2

7
/
2
-
5

R
O

P
R

O
P

で
の

ク
レ

ー
ン

利
用

に
関

す
る

M
O

U
調

印
及

び
「
引

渡
式

」
に

関
す

る
事

前
調

整
山

川
・
高

橋
が

R
O

P
を

訪
問

し
、

小
型

艇
の

陸
揚

げ
に

要
す

る
ク

レ
ー

ン
利

用
費

支
援

に
関

す
る

M
O

U
を

法
務

大
臣

と
調

印
す

る
と

と
も

に
、

引
渡

式
の

実
施

に
関

す
る

事
前

調
整

を
行

っ
た

。

1
0
0

2
0
1
2

7
/
1
1

「
引

渡
式

業
務

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
業

務
委

託
契

約
「
引

渡
式

業
務

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

関
し

て
、

業
務

委
託

契
約

を
締

結
し

た
。

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
0
1

2
0
1
2

7
/
1
2
-
1
3

日
本

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」
（
R

O
P

)完
成

検
査

　
海

上
試

運
転

山
川

・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
R

O
P

向
け

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

完
成

検
査

及
び

海
上

試
験

を
行

う
と

共
に

、
製

造
中

の
R

M
I向

け
小

型
艇

R
M

IS
 L

O
M

O
R

Ⅱ
」
の

状
況

を
確

認
し

た
。

1
0
2

2
0
1
2

7
/
1
9

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
F
S
M

で
の

引
渡

式
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
3

2
0
1
2

7
/
2
0

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
0
4

2
0
1
2

7
/
2
2
-
2
7

米
国

S
P

F
羽

生
会

長
に

よ
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

等
に

関
す

る
米

国
政

府
関

係
者

と
の

意
見

交
換

羽
生

S
P

F
会

長
が

米
国

ワ
シ

ン
ト

ン
D

C
を

訪
問

し
、

国
務

省
等

の
関

係
者

と
「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
」
等

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
今

後
の

進
め

方
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
0
5

2
0
1
2

7
/
2
1
-
2
5

F
S
M

F
S
M

で
の

「
引

渡
式

」
開

催
に

関
す

る
事

前
調

整
8
月

に
行

わ
れ

る
F
S
M

で
の

引
渡

式
開

催
に

向
け

て
、

N
M

C
(中

村
・
酒

井
）
が

F
S
M

を
訪

問
し

、
政

府
関

係
者

と
式

典
の

式
次

第
等

に
関

し
て

打
合

せ
を

実
施

。
無

線
ア

ン
テ

ナ
の

工
事

状
況

に
つ

い
て

も
確

認
。

1
0
6

2
0
1
2

7
/
2
3

日
本

R
O

P
へ

の
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

船
積

み
横

浜
大

黒
ふ

頭
に

て
、

F
S
M

へ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

山
川

・
髙

橋
が

立
会

っ
た

。

1
0
7

2
0
1
2

7
/
2
5

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
F
S
M

で
の

引
渡

式
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
8

2
0
1
2

8
/
2

日
本

日
本

財
団

杉
浦

氏
と

の
打

合
せ

山
川

・
松

本
経

理
部

長
・
高

橋
が

、
予

算
費

目
に

関
す

る
相

談
の

た
め

、
日

本
財

団
杉

浦
氏

と
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
9

2
0
1
2

8
/
3

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
1
0

2
0
1
2

8
/
7
-
1
1

R
O

P
R

O
P

へ
の

小
型

艇
到

着
の

確
認

R
O

P
向

け
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

’
T
A

L
」
の

コ
ロ

ー
ル

到
着

（
8
月

6
日

）
に

合
わ

せ
て

N
M

C
（
中

村
・
酒

井
）
が

R
O

P
を

訪
問

し
、

小
型

艇
及

び
備

品
・
交

換
部

品
並

び
に

通
信

施
設

・
機

器
（
H

F
ア

ン
テ

ナ
等

）
資

材
の

現
地

到
着

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

南
洋

貿
易

・
ヤ

ン
マ

ー
及

び
古

野
電

気
に

よ
る

小
型

艇
の

初
期

作
業

（
関

連
部

品
の

取
付

・
試

運
転

、
操

作
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

指
導

）
を

確
認

の
上

、
同

国
の

D
iv

is
io

n
 o

f 
M

ar
in

e
 L

aw
 E

n
fo

rc
e
m

e
n
tに

引
渡

し
を

行
っ

た
。

ま
た

、
1
0
月

の
引

渡
式

開
催

に
向

け
た

最
終

確
認

の
た

め
R

O
P

政
府

関
係

者
と

打
合

せ
を

行
っ

た
。

57

81

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

9
3

2
0
1
2

6
/
1
-
6
/
7

日
本

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
国

の
海

上
保

安
職

員
招

へ
い

研
修

」
実

施

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
海

上
保

安
機

関
の

職
員

（
小

型
艇

に
も

乗
り

組
む

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

船
長

・
機

関
長

ク
ラ

ス
の

職
員

）
各

国
２

名
（
計

6
名

）
を

日
本

へ
招

へ
い

し
、

日
本

財
団

・
海

上
保

安
庁

・
J
A

M
S
へ

の
表

敬
訪

問
、

海
上

保
安

庁
か

ら
の

業
務

説
明

聴
取

、
施

設
（
本

庁
運

用
司

令
セ

ン
タ

ー
及

び
横

浜
資

料
館

（
北

朝
鮮

工
作

船
）
）
見

学
を

行
っ

た
。

ま
た

、
「
観

閲
式

並
び

に
総

合
訓

練
」
を

見
学

す
る

と
と

も
に

、
小

型
艇

を
製

造
し

て
い

る
ヤ

ン
マ

ー
造

船
大

分
工

場
を

訪
問

し
、

工
場

で
の

製
作

状
況

を
確

認
し

た
。

N
M

C
２

名
が

大
分

で
の

工
場

見
学

を
含

め
全

行
程

に
同

行
し

た
。

9
4

2
0
1
2

6
/
2

横
浜

F
S
M

へ
の

小
型

艇
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
船

積
み

横
浜

大
黒

ふ
頭

に
て

、
F
S
M

へ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

9
5

2
0
1
2

6
/
1
8

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

9
6

2
0
1
2

6
/
1
7
-
2
2

F
S
M

F
S
M

へ
の

小
型

艇
到

着
の

確
認

等

F
S
M

・
ポ

ン
ペ

イ
に

お
い

て
小

型
艇

（
F
S
S
 U

n
it
y）

が
到

着
し

た
た

め
、

N
M

C
(中

村
・
酒

井
）
が

現
地

を
訪

問
し

、
同

艇
及

び
備

品
・
交

換
部

品
並

び
に

通
信

施
設

・
機

器
（
H

F
ア

ン
テ

ナ
等

）
資

材
の

現
地

到
着

（
6
月

1
9
日

）
を

確
認

し
た

。
ま

た
、

南
洋

貿
易

・
ヤ

ン
マ

ー
及

び
古

野
電

気
に

よ
る

小
型

艇
の

初
期

作
業

（
関

連
部

品
の

取
付

・
試

運
転

、
操

作
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

指
導

）
を

確
認

の
上

、
同

国
の

M
ar

it
im

e
 W

in
gに

引
渡

を
行

っ
た

。

9
7

2
0
1
2

6
/
2
0

F
S
M

F
S
M

政
府

へ
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
引

渡
し

F
S
M

政
府

へ
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
引

渡
し

を
行

っ
た

。

9
8

2
0
1
2

7
/
2

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

9
9

2
0
1
2

7
/
2
-
5

R
O

P
R

O
P

で
の

ク
レ

ー
ン

利
用

に
関

す
る

M
O

U
調

印
及

び
「
引

渡
式

」
に

関
す

る
事

前
調

整
山

川
・
高

橋
が

R
O

P
を

訪
問

し
、

小
型

艇
の

陸
揚

げ
に

要
す

る
ク

レ
ー

ン
利

用
費

支
援

に
関

す
る

M
O

U
を

法
務

大
臣

と
調

印
す

る
と

と
も

に
、

引
渡

式
の

実
施

に
関

す
る

事
前

調
整

を
行

っ
た

。

1
0
0

2
0
1
2

7
/
1
1

「
引

渡
式

業
務

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
業

務
委

託
契

約
「
引

渡
式

業
務

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
に

関
し

て
、

業
務

委
託

契
約

を
締

結
し

た
。

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
0
1

2
0
1
2

7
/
1
2
-
1
3

日
本

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」
（
R

O
P

)完
成

検
査

　
海

上
試

運
転

山
川

・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
R

O
P

向
け

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

完
成

検
査

及
び

海
上

試
験

を
行

う
と

共
に

、
製

造
中

の
R

M
I向

け
小

型
艇

R
M

IS
 L

O
M

O
R

Ⅱ
」
の

状
況

を
確

認
し

た
。

1
0
2

2
0
1
2

7
/
1
9

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
F
S
M

で
の

引
渡

式
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
3

2
0
1
2

7
/
2
0

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
0
4

2
0
1
2

7
/
2
2
-
2
7

米
国

S
P

F
羽

生
会

長
に

よ
る

地
域

調
整

セ
ン

タ
ー

等
に

関
す

る
米

国
政

府
関

係
者

と
の

意
見

交
換

羽
生

S
P

F
会

長
が

米
国

ワ
シ

ン
ト

ン
D

C
を

訪
問

し
、

国
務

省
等

の
関

係
者

と
「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
」
等

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
今

後
の

進
め

方
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
0
5

2
0
1
2

7
/
2
1
-
2
5

F
S
M

F
S
M

で
の

「
引

渡
式

」
開

催
に

関
す

る
事

前
調

整
8
月

に
行

わ
れ

る
F
S
M

で
の

引
渡

式
開

催
に

向
け

て
、

N
M

C
(中

村
・
酒

井
）
が

F
S
M

を
訪

問
し

、
政

府
関

係
者

と
式

典
の

式
次

第
等

に
関

し
て

打
合

せ
を

実
施

。
無

線
ア

ン
テ

ナ
の

工
事

状
況

に
つ

い
て

も
確

認
。

1
0
6

2
0
1
2

7
/
2
3

日
本

R
O

P
へ

の
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

船
積

み
横

浜
大

黒
ふ

頭
に

て
、

F
S
M

へ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

山
川

・
髙

橋
が

立
会

っ
た

。

1
0
7

2
0
1
2

7
/
2
5

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
F
S
M

で
の

引
渡

式
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
8

2
0
1
2

8
/
2

日
本

日
本

財
団

杉
浦

氏
と

の
打

合
せ

山
川

・
松

本
経

理
部

長
・
高

橋
が

、
予

算
費

目
に

関
す

る
相

談
の

た
め

、
日

本
財

団
杉

浦
氏

と
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
0
9

2
0
1
2

8
/
3

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
パ

ラ
オ

）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
1
0

2
0
1
2

8
/
7
-
1
1

R
O

P
R

O
P

へ
の

小
型

艇
到

着
の

確
認

R
O

P
向

け
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

’
T
A

L
」
の

コ
ロ

ー
ル

到
着

（
8
月

6
日

）
に

合
わ

せ
て

N
M

C
（
中

村
・
酒

井
）
が

R
O

P
を

訪
問

し
、

小
型

艇
及

び
備

品
・
交

換
部

品
並

び
に

通
信

施
設

・
機

器
（
H

F
ア

ン
テ

ナ
等

）
資

材
の

現
地

到
着

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

南
洋

貿
易

・
ヤ

ン
マ

ー
及

び
古

野
電

気
に

よ
る

小
型

艇
の

初
期

作
業

（
関

連
部

品
の

取
付

・
試

運
転

、
操

作
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
の

指
導

）
を

確
認

の
上

、
同

国
の

D
iv

is
io

n
 o

f 
M

ar
in

e
 L

aw
 E

n
fo

rc
e
m

e
n
tに

引
渡

し
を

行
っ

た
。

ま
た

、
1
0
月

の
引

渡
式

開
催

に
向

け
た

最
終

確
認

の
た

め
R

O
P

政
府

関
係

者
と

打
合

せ
を

行
っ

た
。

57

81



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
1
1

2
0
1
2

8
/
1
0

R
O

P
R

O
P

政
府

へ
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

引
渡

し
R

O
P

政
府

へ
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
1
2

2
0
1
2

8
/
1
7

F
S
M

F
S
M

に
お

い
て

小
型

艇
等

の
「
引

渡
式

」
を

開
催

ア
ッ

シ
ャ

ー
法

務
大

臣
代

理
、

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
他

F
S
M

政
府

関
係

者
並

び
に

日
本

財
団

尾
形

理
事

長
、

海
野

常
務

理
事

、
S
P

F
羽

生
会

長
、

J
A

M
S
中

畑
理

事
長

、
鈴

木
駐

F
S
M

大
使

及
び

海
上

保
安

庁
高

橋
国

際
・
危

機
管

理
官

等
の

参
加

の
下

、
F
S
M

海
上

警
察

（
M

ar
it
im

e
 W

in
g）

敷
地

内
の

岸
壁

に
お

い
て

、
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

及
び

通
信

施
設

の
引

渡
式

を
行

い
、

同
日

夕
に

レ
セ

プ
シ

ョ
ン

を
開

催
し

た
。

（
モ

リ
大

統
領

は
不

在
、

副
大

統
領

は
前

日
の

表
敬

訪
問

に
は

対
応

し
た

も
の

の
式

典
に

は
出

席
で

き
ず

。
）

1
1
3

2
0
1
2

8
/
2
0
-
2
4

F
S
M

R
O

P
F
S
M

及
び

R
O

P
で

の
通

信
施

設
の

完
成

検
査

F
S
M

で
の

引
渡

式
終

了
後

、
山

川
・
高

橋
に

よ
り

F
S
M

に
設

置
し

た
通

信
施

設
の

完
成

検
査

を
実

施
。

続
い

て
R

O
P

を
訪

問
し

同
じ

く
通

信
施

設
の

完
成

検
査

を
行

っ
た

。

1
1
4

2
0
1
2

8
/
2
1

F
S
M

F
S
M

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

F
S
M

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
1
5

2
0
1
2

8
/
2
2

R
O

P
R

O
P

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

R
O

P
政

府
へ

通
信

設
備

の
引

渡
し

を
行

っ
た

。

1
1
6

2
0
1
2

8
/
3
0

入
札

公
示

：
「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
1
7

2
0
1
2

9
/
4

入
札

公
示

：
「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
1
8

2
0
1
2

9
/
1
4

入
札

：
「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
1
9

2
0
1
2

9
/
1
9

入
札

：
「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
2
0

2
0
1
2

9
/
2
0

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
Ｒ

Ｏ
Ｐ

で
の

引
渡

式
と

来
年

度
の

事
業

方
針

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
2
1

2
0
1
2

9
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

「
今

後
の

事
業

方
針

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
2
2

2
0
1
2

9
/
2
0
-
2
1

日
本

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
（
R

M
I)
完

成
検

査
　

海
上

試
運

転
渡

部
専

務
理

事
・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
R

M
I向

け
小

型
艇

「
R

M
IS

　
L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

完
成

検
査

及
び

海
上

試
験

を
行

っ
た

。

1
2
3

2
0
1
2

9
/
2
8
-
1
0
/
2

R
O

P
R

O
P

独
立

記
念

式
典

に
お

け
る

「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」

で
の

警
戒

業
務

に
同

乗

R
O

P
の

独
立

記
念

式
典

に
伴

う
、

恒
例

の
ボ

ー
ト

レ
ー

ス
開

催
時

に
、

「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」
が

、
海

上
で

の
警

戒
業

務
に

出
動

す
る

予
定

で
あ

っ
た

た
め

、
山

川
・
髙

橋
が

同
乗

し
て

、
運

航
技

能
等

を
確

認
し

た
。

（
レ

ー
ス

は
強

風
等

に
よ

る
、

気
象

海
象

悪
化

の
た

め
、

ス
タ

ー
ト

直
前

で
中

止
さ

れ
た

）

1
2
4

2
0
1
2

1
0
/
1
2

R
O

P
R

O
P

に
お

い
て

小
型

艇
等

の
「
引

渡
式

」
を

開
催

ト
リ

ビ
オ

ン
大

統
領

他
R

O
P

政
府

関
係

者
並

び
に

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

、
J
A

M
S
中

畑
理

事
長

及
び

貞
岡

駐
パ

ラ
オ

日
本

大
使

等
の

参
加

の
下

、
R

O
P

海
上

警
察

（
D

M
L
E
）
敷

地
内

の
岸

壁
に

お
い

て
、

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

’
T
A

L
」
、

通
信

施
設

及
び

非
常

用
発

電
機

の
引

渡
式

を
行

い
、

同
日

夕
に

レ
セ

プ
シ

ョ
ン

を
開

催
し

た
。

1
2
5

2
0
1
2

1
0
/
1
7

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
2
6

2
0
1
2

1
0
/
1
7

入
札

公
示

：
「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
2
7

2
0
1
2

1
0
/
1
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

「
豪

州
出

張
に

関
す

る
事

前
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
2
8

2
0
1
2

1
0
/
2
4

豪
州

豪
州

政
府

関
係

者
と

の
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
等

に
関

す
る

意
見

交
換

山
川

が
S
P

F
茶

野
常

務
と

と
も

に
、

キ
ャ

ン
ベ

ラ
を

訪
問

。
外

務
省

を
は

じ
め

と
す

る
政

府
関

係
者

に
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
・

進
捗

状
況

を
説

明
す

る
と

と
も

に
「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
」
な

ど
今

後
の

支
援

策
の

進
め

方
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
2
9

2
0
1
2

1
0
/
3
0

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
豪

州
出

張
報

告
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

58

82

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
1
1

2
0
1
2

8
/
1
0

R
O

P
R

O
P

政
府

へ
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

引
渡

し
R

O
P

政
府

へ
小

型
艇

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
1
2

2
0
1
2

8
/
1
7

F
S
M

F
S
M

に
お

い
て

小
型

艇
等

の
「
引

渡
式

」
を

開
催

ア
ッ

シ
ャ

ー
法

務
大

臣
代

理
、

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
他

F
S
M

政
府

関
係

者
並

び
に

日
本

財
団

尾
形

理
事

長
、

海
野

常
務

理
事

、
S
P

F
羽

生
会

長
、

J
A

M
S
中

畑
理

事
長

、
鈴

木
駐

F
S
M

大
使

及
び

海
上

保
安

庁
高

橋
国

際
・
危

機
管

理
官

等
の

参
加

の
下

、
F
S
M

海
上

警
察

（
M

ar
it
im

e
 W

in
g）

敷
地

内
の

岸
壁

に
お

い
て

、
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

及
び

通
信

施
設

の
引

渡
式

を
行

い
、

同
日

夕
に

レ
セ

プ
シ

ョ
ン

を
開

催
し

た
。

（
モ

リ
大

統
領

は
不

在
、

副
大

統
領

は
前

日
の

表
敬

訪
問

に
は

対
応

し
た

も
の

の
式

典
に

は
出

席
で

き
ず

。
）

1
1
3

2
0
1
2

8
/
2
0
-
2
4

F
S
M

R
O

P
F
S
M

及
び

R
O

P
で

の
通

信
施

設
の

完
成

検
査

F
S
M

で
の

引
渡

式
終

了
後

、
山

川
・
高

橋
に

よ
り

F
S
M

に
設

置
し

た
通

信
施

設
の

完
成

検
査

を
実

施
。

続
い

て
R

O
P

を
訪

問
し

同
じ

く
通

信
施

設
の

完
成

検
査

を
行

っ
た

。

1
1
4

2
0
1
2

8
/
2
1

F
S
M

F
S
M

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

F
S
M

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
1
5

2
0
1
2

8
/
2
2

R
O

P
R

O
P

政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

R
O

P
政

府
へ

通
信

設
備

の
引

渡
し

を
行

っ
た

。

1
1
6

2
0
1
2

8
/
3
0

入
札

公
示

：
「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
1
7

2
0
1
2

9
/
4

入
札

公
示

：
「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
1
8

2
0
1
2

9
/
1
4

入
札

：
「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
1
9

2
0
1
2

9
/
1
9

入
札

：
「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」

「
小

型
艇

揚
降

業
務

委
託

（
パ

ラ
オ

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
2
0

2
0
1
2

9
/
2
0

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
Ｒ

Ｏ
Ｐ

で
の

引
渡

式
と

来
年

度
の

事
業

方
針

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
2
1

2
0
1
2

9
/
2
0

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

「
今

後
の

事
業

方
針

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
2
2

2
0
1
2

9
/
2
0
-
2
1

日
本

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
（
R

M
I)
完

成
検

査
　

海
上

試
運

転
渡

部
専

務
理

事
・
高

橋
が

ヤ
ン

マ
ー

造
船

大
分

工
場

に
出

張
し

、
完

成
し

た
R

M
I向

け
小

型
艇

「
R

M
IS

　
L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

完
成

検
査

及
び

海
上

試
験

を
行

っ
た

。

1
2
3

2
0
1
2

9
/
2
8
-
1
0
/
2

R
O

P
R

O
P

独
立

記
念

式
典

に
お

け
る

「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」

で
の

警
戒

業
務

に
同

乗

R
O

P
の

独
立

記
念

式
典

に
伴

う
、

恒
例

の
ボ

ー
ト

レ
ー

ス
開

催
時

に
、

「
K
A

B
E
K
E
L
　

M
’
T
A

L
」
が

、
海

上
で

の
警

戒
業

務
に

出
動

す
る

予
定

で
あ

っ
た

た
め

、
山

川
・
髙

橋
が

同
乗

し
て

、
運

航
技

能
等

を
確

認
し

た
。

（
レ

ー
ス

は
強

風
等

に
よ

る
、

気
象

海
象

悪
化

の
た

め
、

ス
タ

ー
ト

直
前

で
中

止
さ

れ
た

）

1
2
4

2
0
1
2

1
0
/
1
2

R
O

P
R

O
P

に
お

い
て

小
型

艇
等

の
「
引

渡
式

」
を

開
催

ト
リ

ビ
オ

ン
大

統
領

他
R

O
P

政
府

関
係

者
並

び
に

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

、
J
A

M
S
中

畑
理

事
長

及
び

貞
岡

駐
パ

ラ
オ

日
本

大
使

等
の

参
加

の
下

、
R

O
P

海
上

警
察

（
D

M
L
E
）
敷

地
内

の
岸

壁
に

お
い

て
、

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

’
T
A

L
」
、

通
信

施
設

及
び

非
常

用
発

電
機

の
引

渡
式

を
行

い
、

同
日

夕
に

レ
セ

プ
シ

ョ
ン

を
開

催
し

た
。

1
2
5

2
0
1
2

1
0
/
1
7

入
札

公
示

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
2
6

2
0
1
2

1
0
/
1
7

入
札

公
示

：
「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

1
2
7

2
0
1
2

1
0
/
1
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

「
豪

州
出

張
に

関
す

る
事

前
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
2
8

2
0
1
2

1
0
/
2
4

豪
州

豪
州

政
府

関
係

者
と

の
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
等

に
関

す
る

意
見

交
換

山
川

が
S
P

F
茶

野
常

務
と

と
も

に
、

キ
ャ

ン
ベ

ラ
を

訪
問

。
外

務
省

を
は

じ
め

と
す

る
政

府
関

係
者

に
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
概

要
・

進
捗

状
況

を
説

明
す

る
と

と
も

に
「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
」
な

ど
今

後
の

支
援

策
の

進
め

方
に

つ
い

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
2
9

2
0
1
2

1
0
/
3
0

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
豪

州
出

張
報

告
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
3
0

2
0
1
2

1
0
/
3
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
3
年

度
事

業
）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

を
行

っ
た

。

1
3
1

2
0
1
2

1
0
/
3
1

日
本

R
M

Iへ
の

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

船
積

み
横

浜
大

黒
ふ

頭
に

て
、

R
M

Iへ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

山
川

・
髙

橋
が

立
ち

会
っ

た
。

1
3
2

2
0
1
2

1
0
/
3
1

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
3
3

2
0
1
2

1
0
/
3
1

入
札

：
「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
3
4

2
0
1
2

1
1
/
7

Ｓ
ＩＮ

山
川

・
髙

橋
　

N
M

C
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

N
M

C
を

訪
問

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
3
5

2
0
1
2

1
1
/
1
3

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
等

山
川

・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
三

好
課

長
補

佐
（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

の
報

告
」
を

行
っ

た
。

ま
た

、
F
S
M

,R
O

P
の

引
渡

式
の

記
念

D
V

D
を

現
地

大
使

館
に

送
付

し
て

い
た

だ
く
よ

う
に

依
頼

し
た

。

1
3
6

2
0
1
2

1
1
/
1
6

米
国

（
ホ

ノ
ル

ル
）

U
S
C

G
 1

4
管

区
と

の
意

見
交

換

山
川

・
髙

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
R

M
Iで

の
小

型
艇

等
引

渡
式

に
向

か
う

途
上

で
ハ

ワ
イ

に
も

立
ち

寄
り

、
U

S
C

G
 1

4
管

区
の

S
pa

rk
s大

佐
（
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

U
S
C

G
の

窓
口

）
及

び
S
te

gm
an

大
佐

と
打

合
せ

を
実

施
（
A

L
A

　
M

O
A

N
A

H
O

T
E
L
の

会
議

室
を

貸
借

）
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
を

情
報

共
有

す
る

と
と

も
に

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
や

訓
練

・
研

修
の

実
施

な
ど

今
後

の
方

向
性

に
つ

い
て

意
見

交
換

。

1
3
7

2
0
1
2

1
1
/
2
1

R
M

I
R

M
I政

府
へ

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

引
渡

し
R

M
I政

府
へ

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
3
8

2
0
1
2

1
1
/
2
1

R
M

I
R

M
I政

府
へ

通
信

設
備

の
引

渡
し

R
M

I政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
3
9

2
0
1
2

1
1
/
2
3

R
M

I
R

M
Iに

お
い

て
小

型
艇

等
の

「
引

渡
式

」
を

開
催

モ
モ

タ
ロ

ウ
大

統
領

代
理

（
財

務
大

臣
）
他

R
M

I政
府

関
係

者
並

び
に

J
A

M
S
中

畑
理

事
長

及
び

加
島

駐
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
臨

時
代

理
大

使
等

の
参

加
の

下
、

M
IM

R
A

の
U

L
IG

A
岸

壁
に

お
い

て
、

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
及

び
衛

星
通

信
装

置
の

引
渡

式
を

行
い

、
同

日
夕

に
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
を

開
催

し
た

。
（
R

M
Iで

は
小

型
艇

の
マ

ジ
ュ

ロ
到

着
（
1
1
月

1
5
日

）
に

合
わ

せ
て

、
到

着
確

認
、

初
期

研
修

、
引

渡
式

を
１

回
の

滞
在

期
間

の
中

で
実

施
。

）

1
4
0

2
0
1
2

1
2
/
1
1

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
「
引

渡
式

の
概

要
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

1
4
1

2
0
1
2

1
2
/
1
8

日
本

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

補
佐

へ
の

説
明

山
川

・
高

橋
が

室
田

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

補
佐

と
「
専

門
家

派
遣

研
修

等
」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
4
2

2
0
1
2

1
2
/
2
7

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
等

山
川

・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
3
国

全
て

の
引

渡
式

が
終

了
し

た
こ

と
の

報
告

を
行

っ
た

。
ま

た
、

R
M

Iの
引

渡
式

の
記

念
D

V
D

及
び

、
R

O
P

の
引

渡
式

の
記

事
が

掲
載

さ
れ

た
、

日
海

防
情

報
誌

「
海

と
安

全
」
を

現
地

大
使

館
に

送
付

し
て

い
た

だ
く
よ

う
に

依
頼

し
た

。

1
4
3

2
0
1
2

1
2
/
2
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

を
訪

問
し

、
「
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

支
援

施
設

の
引

渡
完

了
」
の

報
告

を
行

っ
た

。

1
4
4

2
0
1
3

1
/
1
5

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
関

係
者

会
議

（
１

/
２

４
日

）
に

か
か

る
資

料
の

説
明

」
を

行
っ

た
。

1
4
5

2
0
1
3

1
/
1
6

R
O

P
S
P

F
羽

生
会

長
と

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

・
パ

ラ
オ

新
大

統
領

と
の

会
談

S
P

F
羽

生
会

長
が

パ
ラ

オ
を

訪
問

（
随

行
は

S
P

F
小

栁
氏

の
み

）
し

、
就

任
式

の
前

日
に

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

新
大

統
領

（
大

統
領

選
で

ト
リ

ビ
オ

ン
前

大
統

領
を

破
り

通
算

３
期

目
）
と

会
談

。
①

南
西

諸
島

（
ハ

ト
ホ

ベ
イ

州
）
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

、
②

ポ
リ

ス
ア

カ
デ

ミ
ー

に
お

け
る

海
上

保
安

研
修

の
実

施
、

と
い

う
２

項
目

の
新

た
な

要
望

を
受

け
、

調
査

団
の

派
遣

を
約

束
。

1
4
6

2
0
1
3

1
/
2
2

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
１

月
２

４
日

の
会

議
」
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
4
7

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
(同

席
：
杉

浦
氏

)に
「
関

係
者

打
合

せ
会

議
（
１

/
２

４
日

）
に

か
か

る
資

料
の

説
明

等
」
を

行
っ

た
。
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
3
0

2
0
1
2

1
0
/
3
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
3
年

度
事

業
）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

を
行

っ
た

。

1
3
1

2
0
1
2

1
0
/
3
1

日
本

R
M

Iへ
の

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

船
積

み
横

浜
大

黒
ふ

頭
に

て
、

R
M

Iへ
の

小
型

艇
の

船
積

み
を

行
っ

た
。

山
川

・
髙

橋
が

立
ち

会
っ

た
。

1
3
2

2
0
1
2

1
0
/
3
1

入
札

：
「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
供

与
小

型
艇

等
へ

の
燃

料
供

与
業

務
委

託
（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
入

札
を

行
っ

た
。

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
3
3

2
0
1
2

1
0
/
3
1

入
札

：
「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」

「
引

渡
式

業
務

（
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
）
」
に

つ
い

て
、

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
3
4

2
0
1
2

1
1
/
7

Ｓ
ＩＮ

山
川

・
髙

橋
　

N
M

C
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
の

N
M

C
を

訪
問

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
3
5

2
0
1
2

1
1
/
1
3

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
等

山
川

・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
三

好
課

長
補

佐
（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

の
報

告
」
を

行
っ

た
。

ま
た

、
F
S
M

,R
O

P
の

引
渡

式
の

記
念

D
V

D
を

現
地

大
使

館
に

送
付

し
て

い
た

だ
く
よ

う
に

依
頼

し
た

。

1
3
6

2
0
1
2

1
1
/
1
6

米
国

（
ホ

ノ
ル

ル
）

U
S
C

G
 1

4
管

区
と

の
意

見
交

換

山
川

・
髙

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
R

M
Iで

の
小

型
艇

等
引

渡
式

に
向

か
う

途
上

で
ハ

ワ
イ

に
も

立
ち

寄
り

、
U

S
C

G
 1

4
管

区
の

S
pa

rk
s大

佐
（
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

U
S
C

G
の

窓
口

）
及

び
S
te

gm
an

大
佐

と
打

合
せ

を
実

施
（
A

L
A

　
M

O
A

N
A

H
O

T
E
L
の

会
議

室
を

貸
借

）
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
状

況
を

情
報

共
有

す
る

と
と

も
に

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
や

訓
練

・
研

修
の

実
施

な
ど

今
後

の
方

向
性

に
つ

い
て

意
見

交
換

。

1
3
7

2
0
1
2

1
1
/
2
1

R
M

I
R

M
I政

府
へ

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

引
渡

し
R

M
I政

府
へ

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
3
8

2
0
1
2

1
1
/
2
1

R
M

I
R

M
I政

府
へ

通
信

設
備

の
引

渡
し

R
M

I政
府

へ
通

信
設

備
の

引
渡

し
を

行
っ

た
。

1
3
9

2
0
1
2

1
1
/
2
3

R
M

I
R

M
Iに

お
い

て
小

型
艇

等
の

「
引

渡
式

」
を

開
催

モ
モ

タ
ロ

ウ
大

統
領

代
理

（
財

務
大

臣
）
他

R
M

I政
府

関
係

者
並

び
に

J
A

M
S
中

畑
理

事
長

及
び

加
島

駐
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
臨

時
代

理
大

使
等

の
参

加
の

下
、

M
IM

R
A

の
U

L
IG

A
岸

壁
に

お
い

て
、

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
及

び
衛

星
通

信
装

置
の

引
渡

式
を

行
い

、
同

日
夕

に
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
を

開
催

し
た

。
（
R

M
Iで

は
小

型
艇

の
マ

ジ
ュ

ロ
到

着
（
1
1
月

1
5
日

）
に

合
わ

せ
て

、
到

着
確

認
、

初
期

研
修

、
引

渡
式

を
１

回
の

滞
在

期
間

の
中

で
実

施
。

）

1
4
0

2
0
1
2

1
2
/
1
1

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
共

和
国

大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

共
和

国
大

使
館

を
訪

問
し

、
「
引

渡
式

の
概

要
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

1
4
1

2
0
1
2

1
2
/
1
8

日
本

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

補
佐

へ
の

説
明

山
川

・
高

橋
が

室
田

海
上

保
安

庁
国

際
・
危

機
管

理
官

補
佐

と
「
専

門
家

派
遣

研
修

等
」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
4
2

2
0
1
2

1
2
/
2
7

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
等

山
川

・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

を
訪

問
し

、
3
国

全
て

の
引

渡
式

が
終

了
し

た
こ

と
の

報
告

を
行

っ
た

。
ま

た
、

R
M

Iの
引

渡
式

の
記

念
D

V
D

及
び

、
R

O
P

の
引

渡
式

の
記

事
が

掲
載

さ
れ

た
、

日
海

防
情

報
誌

「
海

と
安

全
」
を

現
地

大
使

館
に

送
付

し
て

い
た

だ
く
よ

う
に

依
頼

し
た

。

1
4
3

2
0
1
2

1
2
/
2
7

日
本

Ｓ
Ｐ

Ｆ
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

を
訪

問
し

、
「
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

支
援

施
設

の
引

渡
完

了
」
の

報
告

を
行

っ
た

。

1
4
4

2
0
1
3

1
/
1
5

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
関

係
者

会
議

（
１

/
２

４
日

）
に

か
か

る
資

料
の

説
明

」
を

行
っ

た
。

1
4
5

2
0
1
3

1
/
1
6

R
O

P
S
P

F
羽

生
会

長
と

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

・
パ

ラ
オ

新
大

統
領

と
の

会
談

S
P

F
羽

生
会

長
が

パ
ラ

オ
を

訪
問

（
随

行
は

S
P

F
小

栁
氏

の
み

）
し

、
就

任
式

の
前

日
に

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

新
大

統
領

（
大

統
領

選
で

ト
リ

ビ
オ

ン
前

大
統

領
を

破
り

通
算

３
期

目
）
と

会
談

。
①

南
西

諸
島

（
ハ

ト
ホ

ベ
イ

州
）
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

、
②

ポ
リ

ス
ア

カ
デ

ミ
ー

に
お

け
る

海
上

保
安

研
修

の
実

施
、

と
い

う
２

項
目

の
新

た
な

要
望

を
受

け
、

調
査

団
の

派
遣

を
約

束
。

1
4
6

2
0
1
3

1
/
2
2

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
Ｓ

Ｐ
Ｆ

羽
生

会
長

と
「
１

月
２

４
日

の
会

議
」
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
4
7

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
(同

席
：
杉

浦
氏

)に
「
関

係
者

打
合

せ
会

議
（
１

/
２

４
日

）
に

か
か

る
資

料
の

説
明

等
」
を

行
っ

た
。

59

83



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
4
8

2
0
1
3

1
/
2
4

S
P

F
国

内
関

係
者

打
合

せ
会

議
（
N

F
、

S
P

F
、

J
C

G
、

チ
ー

ム
・

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

）

第
１

フ
ェ

ー
ズ

の
小

型
艇

等
の

引
渡

の
完

了
及

び
羽

生
会

長
の

パ
ラ

オ
訪

問
（
大

統
領

と
の

会
談

）
を

踏
ま

え
て

、
今

後
の

事
業

方
針

等
を

確
認

す
る

た
め

に
国

内
関

係
者

に
よ

る
打

合
せ

会
議

を
開

催
。

こ
の

結
果

、
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
事

業
（
専

門
家

の
派

遣
に

よ
る

研
修

実
施

含
む

）
と

第
２

フ
ェ

ー
ズ

事
業

（
各

国
の

要
望

を
踏

ま
え

た
更

な
る

支
援

策
の

検
討

、
そ

の
た

め
の

調
査

団
の

派
遣

、
官

民
合

同
会

議
の

開
催

）
の

二
本

立
て

で
進

め
る

こ
と

と
し

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
等

の
パ

ラ
オ

会
議

合
意

事
項

の
残

余
項

目
に

つ
い

て
は

先
送

り
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

1
4
9

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
２

０
１

３
年

度
以

降
の

事
業

推
進

体
制

に
つ

い
て

の
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
5
0

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
氏

と
「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

推
進

体
制

、
パ

ラ
オ

の
調

査
内

容
等

」
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
5
1

2
0
1
3

1
/
2
8

日
本

今
後

の
推

進
体

制
に

関
し

て
、

日
本

財
団

と
笹

川
平

和
財

団
間

で
の

合
意

日
本

財
団

・
海

野
常

務
理

事
と

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
間

で
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

今
後

の
推

進
体

制
を

整
理

し
合

意
。

こ
れ

に
よ

り
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
は

J
A

M
S
で

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
査

は
S
P

F
で

推
進

す
る

こ
と

と
し

、
S
P

F
小

栁
氏

が
、

S
P

F
で

の
担

当
者

と
し

て
指

名
さ

れ
、

「
チ

ー
ム

・
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
」
に

正
式

参
加

。

1
5
2

2
0
1
3

2
/
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

が
J
A

M
S
理

事
長

を
訪

問
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
が

、
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

中
畑

理
事

長
を

訪
問

し
、

上
記

に
関

し
て

会
談

を
行

っ
た

。

1
5
3

2
0
1
3

2
/
1
8
-
2
3

日
本

S
P

F
小

栁
氏

に
よ

る
パ

ラ
オ

訪
問

と
事

前
調

整
１

月
１

６
日

の
羽

生
・
レ

メ
ン

ゲ
サ

ウ
会

談
を

踏
ま

え
、

S
P

F
小

柳
氏

が
パ

ラ
オ

を
訪

問
し

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
に

関
す

る
調

査
団

の
派

遣
日

程
等

に
関

す
る

調
整

を
行

っ
た

。

1
5
4

2
0
1
3

2
/
2
8

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告

S
P

F
小

柳
氏

(同
席

：
山

川
、

高
橋

)の
R

O
P

出
張

結
果

を
羽

生
会

長
に

報
告

。
R

O
P

側
か

ら
要

望
を

受
け

て
い

た
「
南

西
諸

島
（
ト

ビ
島

・
ヘ

レ
ン

環
礁

）
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

」
に

つ
い

て
は

、
対

応
不

可
能

と
し

て
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

対
象

と
し

な
い

こ
と

と
し

、
こ

の
旨

を
山

川
が

パ
ラ

オ
を

訪
問

し
て

詳
細

説
明

を
行

う
こ

と
と

な
っ

た
。

そ
の

他
の

支
援

策
（
V

H
F
リ

ピ
ー

タ
ー

用
鉄

塔
の

再
建

、
リ

ピ
ー

タ
ー

の
追

加
、

職
員

増
員

の
た

め
の

支
援

等
）
に

つ
い

て
も

議
論

。

1
5
5

2
0
1
3

3
/
1
1
-
1
4

日
本

F
S
M

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
の

来
日

S
P

F
の

招
聘

に
よ

り
、

本
件

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
F
S
M

の
窓

口
を

果
た

し
て

き
た

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
が

来
日

。
海

上
保

安
庁

長
官

表
敬

、
海

上
保

安
大

学
校

訪
問

の
他

、
羽

生
会

長
主

催
の

夕
食

会
な

ど
の

日
程

。
S
P

F
小

栁
氏

が
全

行
程

随
行

。
羽

生
会

長
よ

り
ヤ

ッ
プ

島
の

研
修

施
設

支
援

に
つ

い
て

前
向

き
な

発
言

あ
り

。
調

査
団

の
派

遣
を

約
束

。
ま

た
、

山
川

、
小

栁
が

昼
食

に
併

せ
て

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
と

会
談

し
、

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

シ
ョ

ン
・
セ

ン
タ

ー
先

送
り

の
意

向
を

に
伝

え
た

。

1
5
6

2
0
1
3

3
/
2
7
-
3
0

R
O

P
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
N

M
C

（
中

村
・
酒

井
）
の

２
名

の
み

で
パ

ラ
オ

を
訪

問
。

海
上

警
察

、
司

法
省

、
M

S
A

及
び

日
本

大
使

館
の

担
当

者
と

面
談

し
、

第
１

次
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
と

し
て

小
型

艇
の

使
用

状
況

、
V

H
F
リ

ピ
ー

タ
ー

の
被

害
状

況
な

ど
を

確
認

。
併

せ
て

ポ
リ

ス
ア

カ
デ

ミ
ー

の
情

報
収

集
を

行
っ

た
。

ま
た

、
ペ

リ
リ

ュ
ー

州
知

事
と

も
面

談
（
日

本
丸

の
件

）
。

1
5
7

2
0
1
3

4
/
1

山
川

が
S
P

F
特

別
研

究
員

兼
務

と
な

る
（
１

年
間

）
山

川
が

、
S
P

F
の

特
別

研
究

員
兼

務
と

な
る

。
（
1
年

間
）

1
5
8

2
0
1
3

4
/
1

2
0
1
3
年

度
　

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
海

上
保

安
能

力
強

化
支

援
事

業
に

か
か

る
日

本
財

団
へ

の
助

成
申

請
の

承
認

2
0
1
3
年

度
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
助

成
申

請
を

行
っ

て
い

た
も

の
に

つ
い

て
、

承
認

さ
れ

た
。

1
5
9

2
0
1
3

4
/
1
-
4

R
O

P
R

O
P

と
の

意
見

交
換

「
南

西
諸

島
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

は
困

難
で

あ
る

」
旨

を
R

O
P

政
府

関
係

者
に

伝
達

す
る

た
め

、
山

川
・
高

橋
が

R
O

P
を

訪
問

。
先

方
の

了
解

を
得

た
。

S
ad

an
g大

統
領

首
席

補
佐

官
、

R
o
e
司

法
長

官
（
公

安
局

長
兼

務
）
、

大
統

領
補

佐
官

（
B

ill
y

K
u
ar

te
i氏

）
等

と
面

談
。

1
6
0

2
0
1
3

4
/
1
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
に

出
張

報
告

を
行

う
（
同

席
：
茶

野
常

務
理

事
・
深

井
室

長
、

S
P

F
小

栁
主

任
研

究
員

）

1
6
1

2
0
1
3

4
/
1
2

日
本

駐
日

R
M

I大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
R

M
I大

使
館

を
訪

問
し

、
2
0
1
2
年

1
2
月

に
新

し
く
着

任
し

た
、

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
大

使
（
キ

ジ
ナ

ー
大

使
）
へ

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

や
進

捗
状

況
を

説
明

し
た

。

1
6
2

2
0
1
3

4
/
1
7

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

へ
の

報
告

山
川

・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

最
近

の
動

き
、

今
後

の
予

定
、

パ
ラ

オ
の

E
E
Z
禁

漁
化

計
画

に
関

す
る

報
告

」
を

行
っ

た
。

同
席

：
杉

浦
氏

60

84

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
4
8

2
0
1
3

1
/
2
4

S
P

F
国

内
関

係
者

打
合

せ
会

議
（
N

F
、

S
P

F
、

J
C

G
、

チ
ー

ム
・

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

）

第
１

フ
ェ

ー
ズ

の
小

型
艇

等
の

引
渡

の
完

了
及

び
羽

生
会

長
の

パ
ラ

オ
訪

問
（
大

統
領

と
の

会
談

）
を

踏
ま

え
て

、
今

後
の

事
業

方
針

等
を

確
認

す
る

た
め

に
国

内
関

係
者

に
よ

る
打

合
せ

会
議

を
開

催
。

こ
の

結
果

、
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
事

業
（
専

門
家

の
派

遣
に

よ
る

研
修

実
施

含
む

）
と

第
２

フ
ェ

ー
ズ

事
業

（
各

国
の

要
望

を
踏

ま
え

た
更

な
る

支
援

策
の

検
討

、
そ

の
た

め
の

調
査

団
の

派
遣

、
官

民
合

同
会

議
の

開
催

）
の

二
本

立
て

で
進

め
る

こ
と

と
し

、
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
等

の
パ

ラ
オ

会
議

合
意

事
項

の
残

余
項

目
に

つ
い

て
は

先
送

り
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

1
4
9

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
高

橋
・
Ｎ

Ｍ
Ｃ

（
中

村
・
酒

井
）
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
２

０
１

３
年

度
以

降
の

事
業

推
進

体
制

に
つ

い
て

の
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
5
0

2
0
1
3

1
/
2
4

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
氏

と
「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

推
進

体
制

、
パ

ラ
オ

の
調

査
内

容
等

」
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
5
1

2
0
1
3

1
/
2
8

日
本

今
後

の
推

進
体

制
に

関
し

て
、

日
本

財
団

と
笹

川
平

和
財

団
間

で
の

合
意

日
本

財
団

・
海

野
常

務
理

事
と

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
間

で
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

今
後

の
推

進
体

制
を

整
理

し
合

意
。

こ
れ

に
よ

り
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
は

J
A

M
S
で

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
査

は
S
P

F
で

推
進

す
る

こ
と

と
し

、
S
P

F
小

栁
氏

が
、

S
P

F
で

の
担

当
者

と
し

て
指

名
さ

れ
、

「
チ

ー
ム

・
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
」
に

正
式

参
加

。

1
5
2

2
0
1
3

2
/
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

が
J
A

M
S
理

事
長

を
訪

問
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
が

、
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

中
畑

理
事

長
を

訪
問

し
、

上
記

に
関

し
て

会
談

を
行

っ
た

。

1
5
3

2
0
1
3

2
/
1
8
-
2
3

日
本

S
P

F
小

栁
氏

に
よ

る
パ

ラ
オ

訪
問

と
事

前
調

整
１

月
１

６
日

の
羽

生
・
レ

メ
ン

ゲ
サ

ウ
会

談
を

踏
ま

え
、

S
P

F
小

柳
氏

が
パ

ラ
オ

を
訪

問
し

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
に

関
す

る
調

査
団

の
派

遣
日

程
等

に
関

す
る

調
整

を
行

っ
た

。

1
5
4

2
0
1
3

2
/
2
8

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告

S
P

F
小

柳
氏

(同
席

：
山

川
、

高
橋

)の
R

O
P

出
張

結
果

を
羽

生
会

長
に

報
告

。
R

O
P

側
か

ら
要

望
を

受
け

て
い

た
「
南

西
諸

島
（
ト

ビ
島

・
ヘ

レ
ン

環
礁

）
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

」
に

つ
い

て
は

、
対

応
不

可
能

と
し

て
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

対
象

と
し

な
い

こ
と

と
し

、
こ

の
旨

を
山

川
が

パ
ラ

オ
を

訪
問

し
て

詳
細

説
明

を
行

う
こ

と
と

な
っ

た
。

そ
の

他
の

支
援

策
（
V

H
F
リ

ピ
ー

タ
ー

用
鉄

塔
の

再
建

、
リ

ピ
ー

タ
ー

の
追

加
、

職
員

増
員

の
た

め
の

支
援

等
）
に

つ
い

て
も

議
論

。

1
5
5

2
0
1
3

3
/
1
1
-
1
4

日
本

F
S
M

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
の

来
日

S
P

F
の

招
聘

に
よ

り
、

本
件

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
F
S
M

の
窓

口
を

果
た

し
て

き
た

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
・
通

信
・
イ

ン
フ

ラ
大

臣
が

来
日

。
海

上
保

安
庁

長
官

表
敬

、
海

上
保

安
大

学
校

訪
問

の
他

、
羽

生
会

長
主

催
の

夕
食

会
な

ど
の

日
程

。
S
P

F
小

栁
氏

が
全

行
程

随
行

。
羽

生
会

長
よ

り
ヤ

ッ
プ

島
の

研
修

施
設

支
援

に
つ

い
て

前
向

き
な

発
言

あ
り

。
調

査
団

の
派

遣
を

約
束

。
ま

た
、

山
川

、
小

栁
が

昼
食

に
併

せ
て

イ
テ

ィ
マ

イ
大

臣
と

会
談

し
、

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

シ
ョ

ン
・
セ

ン
タ

ー
先

送
り

の
意

向
を

に
伝

え
た

。

1
5
6

2
0
1
3

3
/
2
7
-
3
0

R
O

P
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
N

M
C

（
中

村
・
酒

井
）
の

２
名

の
み

で
パ

ラ
オ

を
訪

問
。

海
上

警
察

、
司

法
省

、
M

S
A

及
び

日
本

大
使

館
の

担
当

者
と

面
談

し
、

第
１

次
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
と

し
て

小
型

艇
の

使
用

状
況

、
V

H
F
リ

ピ
ー

タ
ー

の
被

害
状

況
な

ど
を

確
認

。
併

せ
て

ポ
リ

ス
ア

カ
デ

ミ
ー

の
情

報
収

集
を

行
っ

た
。

ま
た

、
ペ

リ
リ

ュ
ー

州
知

事
と

も
面

談
（
日

本
丸

の
件

）
。

1
5
7

2
0
1
3

4
/
1

山
川

が
S
P

F
特

別
研

究
員

兼
務

と
な

る
（
１

年
間

）
山

川
が

、
S
P

F
の

特
別

研
究

員
兼

務
と

な
る

。
（
1
年

間
）

1
5
8

2
0
1
3

4
/
1

2
0
1
3
年

度
　

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
海

上
保

安
能

力
強

化
支

援
事

業
に

か
か

る
日

本
財

団
へ

の
助

成
申

請
の

承
認

2
0
1
3
年

度
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
助

成
申

請
を

行
っ

て
い

た
も

の
に

つ
い

て
、

承
認

さ
れ

た
。

1
5
9

2
0
1
3

4
/
1
-
4

R
O

P
R

O
P

と
の

意
見

交
換

「
南

西
諸

島
へ

の
燃

料
タ

ン
ク

設
置

は
困

難
で

あ
る

」
旨

を
R

O
P

政
府

関
係

者
に

伝
達

す
る

た
め

、
山

川
・
高

橋
が

R
O

P
を

訪
問

。
先

方
の

了
解

を
得

た
。

S
ad

an
g大

統
領

首
席

補
佐

官
、

R
o
e
司

法
長

官
（
公

安
局

長
兼

務
）
、

大
統

領
補

佐
官

（
B

ill
y

K
u
ar

te
i氏

）
等

と
面

談
。

1
6
0

2
0
1
3

4
/
1
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
に

出
張

報
告

を
行

う
（
同

席
：
茶

野
常

務
理

事
・
深

井
室

長
、

S
P

F
小

栁
主

任
研

究
員

）

1
6
1

2
0
1
3

4
/
1
2

日
本

駐
日

R
M

I大
使

館
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
R

M
I大

使
館

を
訪

問
し

、
2
0
1
2
年

1
2
月

に
新

し
く
着

任
し

た
、

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
大

使
（
キ

ジ
ナ

ー
大

使
）
へ

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

や
進

捗
状

況
を

説
明

し
た

。

1
6
2

2
0
1
3

4
/
1
7

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

へ
の

報
告

山
川

・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

最
近

の
動

き
、

今
後

の
予

定
、

パ
ラ

オ
の

E
E
Z
禁

漁
化

計
画

に
関

す
る

報
告

」
を

行
っ

た
。

同
席

：
杉

浦
氏

60

84



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
6
3

2
0
1
3

4
/
2
3
-
2
8

R
O

P
R

O
P

へ
の

訪
問

調
査

山
川

、
高

橋
、

N
M

C
2
名

（
中

村
、

酒
井

）
、

S
P

F
小

栁
で

R
O

P
を

訪
問

。
ポ

リ
ス

ア
カ

デ
ミ

ー
で

の
研

修
な

ど
第

２
フ

ェ
ー

ズ
に

位
置

づ
け

ら
れ

る
支

援
項

目
の

要
望

把
握

、
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
等

の
た

め
、

政
府

関
係

者
と

の
面

談
を

行
っ

た
。

な
お

、
N

M
C

は
、

ペ
リ

リ
ュ

ー
島

を
訪

問
し

、
州

知
事

と
面

談
す

る
と

と
も

に
日

本
財

団
が

寄
贈

し
た

日
本

丸
の

被
害

状
況

の
確

認
等

も
実

施
。

1
6
4

2
0
1
3

5
/
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

関
す

る
パ

ラ
オ

出
張

結
果

の
報

告
と

今
後

の
対

応
等

」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。
同

席
：
茶

野
常

務
理

事
・
小

栁
副

室
長

1
6
5

2
0
1
3

5
/
1
7

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

へ
の

報
告

山
川

・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
(同

席
：
杉

浦
氏

)に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
す

る
最

近
の

動
き

、
今

後
の

予
定

等
の

説
明

」
を

行
っ

た
。

1
6
6

2
0
1
3

5
/
3
1

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

(同
席

：
小

栁
副

室
長

)が
、

S
P

F
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

支
援

内
容

」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
6
7

2
0
1
3

6
/
4

日
本

第
２

フ
ェ

ー
ズ

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
(同

席
：
Ｎ

Ｍ
Ｃ

白
﨑

新
所

長
)と

、
N

F
海

野
常

務
・
杉

浦
氏

、
S
P

F
羽

生
会

長
、

茶
野

常
務

・
小

栁
副

室
長

、
と

で
「
パ

ラ
オ

海
上

保
安

能
力

強
化

計
画

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）
」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
6
8

2
0
1
3

6
/
1
1
-
1
6

F
S
M

ヤ
ッ

プ
島

支
援

内
容

現
地

調
査

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

酒
井

・
S
P

F
小

栁
で

ヤ
ッ

プ
島

を
訪

問
。

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
通

信
イ

ン
フ

ラ
大

臣
の

案
内

の
も

と
、

研
修

訓
練

に
関

す
る

支
援

の
可

能
性

に
つ

い
て

調
査

す
る

た
め

漁
業

海
事

専
門

学
校

（
Ｆ

Ｍ
Ｉ）

と
の

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

1
6
9

2
0
1
3

6
/
2
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
・
髙

橋
・
S
P

F
小

栁
副

室
長

よ
り

、
S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
ヤ

ッ
プ

出
張

の
出

張
報

告
」
を

行
っ

た
。

1
7
0

2
0
1
3

6
/
2
8

入
札

公
告

：
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」
に

関
し

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
7
1

2
0
1
3

7
/
1

N
M

C
所

長
交

代
（
中

村
→

白
崎

）

1
7
2

2
0
1
3

7
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
R

O
P

大
統

領
府

へ
の

説
明

内
容

」
に

関
す

る
打

合
せ

行
っ

た
。

1
7
3

2
0
1
3

7
/
3

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
に

「
R

O
P

大
統

領
等

へ
の

説
明

内
容

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
7
4

2
0
1
3

7
/
1
0

日
本

日
本

財
団

監
査

2
0
1
2
年

度
事

業
の

監
査

1
7
5

2
0
1
3

7
/
6
-
1
0

R
O

P
パ

ラ
オ

と
の

意
見

交
換

山
川

・
高

橋
が

、
パ

ラ
オ

へ
の

第
２

フ
ェ

ー
ズ

の
支

援
項

目
の

基
本

合
意

を
す

る
た

め
に

、
R

O
P

大
統

領
等

と
会

合
を

行
っ

た
。

1
7
6

2
0
1
3

7
/
1
6

入
札

：
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
　

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
7
7

2
0
1
3

7
/
1
7

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
渉

外
官

（
新

）
と

馬
渕

補
佐

に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

報
告

」
を

行
っ

た
。

1
7
8

2
0
1
3

7
/
1
7

日
本

山
川

と
S
P

F
小

栁
氏

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
と

S
P

F
小

栁
氏

が
、

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
7
9

2
0
1
3

7
/
2
2

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
小

栁
副

室
長

が
、

S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
パ

ラ
オ

出
張

の
結

果
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

1
8
0

2
0
1
3

7
/
2
3

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
進

捗
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

、
三

好
地

域
調

整
官

（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

報
告

」
を

行
っ

た
。

1
8
1

2
0
1
3

7
/
2
9
-
8
/
2

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
8
2

2
0
1
3

7
/
3
0
-
8
/
9

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

（
F
S
M

）
立

会
山

川
・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
に

よ
り

、
F
S
M

を
訪

問
し

、
定

期
整

備
の

実
施

状
況

を
調

査
す

る
こ

と
と

し
た

。
法

務
大

臣
、

在
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
日

本
大

使
、

米
国

大
使

、
豪

州
大

使
と

の
打

合
せ

を
行

っ
た

。
ま

た
、

山
川

・
高

橋
に

よ
り

、
追

加
支

援
の

可
能

性
の

調
査

を
行

う
た

め
、

チ
ュ

ー
ク

州
を

訪
問

し
現

地
調

査
を

行
っ

た
。

1
8
3

2
0
1
3

8
/
6
-
8
/
7

F
S
M

専
門

家
派

遣
研

修
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
実

施
F
S
M

に
て

、
操

船
研

修
（
専

門
家

派
遣

研
修

）
を

実
施

し
た

1
8
4

2
0
1
3

8
/
1
2

日
本

新
・
在

パ
ラ

オ
日

本
国

大
使

（
田

尻
大

使
）
へ

の
説

明
新

・
在

パ
ラ

オ
日

本
大

使
（
田

尻
大

使
）
の

赴
任

前
に

山
川

・
髙

橋
が

外
務

省
を

訪
問

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
説

明
を

行
っ

た
。

1
8
5

2
0
1
3

8
/
1
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
F
S
M

出
張

報
告

及
び

パ
ラ

オ
第

２
フ

ェ
ー

ズ
（
調

印
式

等
）
」

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

61

85

2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
6
3

2
0
1
3

4
/
2
3
-
2
8

R
O

P
R

O
P

へ
の

訪
問

調
査

山
川

、
高

橋
、

N
M

C
2
名

（
中

村
、

酒
井

）
、

S
P

F
小

栁
で

R
O

P
を

訪
問

。
ポ

リ
ス

ア
カ

デ
ミ

ー
で

の
研

修
な

ど
第

２
フ

ェ
ー

ズ
に

位
置

づ
け

ら
れ

る
支

援
項

目
の

要
望

把
握

、
第

１
フ

ェ
ー

ズ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
等

の
た

め
、

政
府

関
係

者
と

の
面

談
を

行
っ

た
。

な
お

、
N

M
C

は
、

ペ
リ

リ
ュ

ー
島

を
訪

問
し

、
州

知
事

と
面

談
す

る
と

と
も

に
日

本
財

団
が

寄
贈

し
た

日
本

丸
の

被
害

状
況

の
確

認
等

も
実

施
。

1
6
4

2
0
1
3

5
/
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

関
す

る
パ

ラ
オ

出
張

結
果

の
報

告
と

今
後

の
対

応
等

」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。
同

席
：
茶

野
常

務
理

事
・
小

栁
副

室
長

1
6
5

2
0
1
3

5
/
1
7

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

へ
の

報
告

山
川

・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
(同

席
：
杉

浦
氏

)に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
す

る
最

近
の

動
き

、
今

後
の

予
定

等
の

説
明

」
を

行
っ

た
。

1
6
6

2
0
1
3

5
/
3
1

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

(同
席

：
小

栁
副

室
長

)が
、

S
P

F
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

支
援

内
容

」
に

つ
い

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
6
7

2
0
1
3

6
/
4

日
本

第
２

フ
ェ

ー
ズ

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
(同

席
：
Ｎ

Ｍ
Ｃ

白
﨑

新
所

長
)と

、
N

F
海

野
常

務
・
杉

浦
氏

、
S
P

F
羽

生
会

長
、

茶
野

常
務

・
小

栁
副

室
長

、
と

で
「
パ

ラ
オ

海
上

保
安

能
力

強
化

計
画

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）
」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
6
8

2
0
1
3

6
/
1
1
-
1
6

F
S
M

ヤ
ッ

プ
島

支
援

内
容

現
地

調
査

山
川

・
髙

橋
・
N

M
C

酒
井

・
S
P

F
小

栁
で

ヤ
ッ

プ
島

を
訪

問
。

イ
テ

ィ
マ

イ
運

輸
通

信
イ

ン
フ

ラ
大

臣
の

案
内

の
も

と
、

研
修

訓
練

に
関

す
る

支
援

の
可

能
性

に
つ

い
て

調
査

す
る

た
め

漁
業

海
事

専
門

学
校

（
Ｆ

Ｍ
Ｉ）

と
の

意
見

交
換

を
行

っ
た

。

1
6
9

2
0
1
3

6
/
2
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
へ

の
出

張
報

告
山

川
・
髙

橋
・
S
P

F
小

栁
副

室
長

よ
り

、
S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
ヤ

ッ
プ

出
張

の
出

張
報

告
」
を

行
っ

た
。

1
7
0

2
0
1
3

6
/
2
8

入
札

公
告

：
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」
に

関
し

て
入

札
公

示
を

行
っ

た
。

1
7
1

2
0
1
3

7
/
1

N
M

C
所

長
交

代
（
中

村
→

白
崎

）

1
7
2

2
0
1
3

7
/
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
R

O
P

大
統

領
府

へ
の

説
明

内
容

」
に

関
す

る
打

合
せ

行
っ

た
。

1
7
3

2
0
1
3

7
/
3

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
に

「
R

O
P

大
統

領
等

へ
の

説
明

内
容

」
に

関
す

る
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
7
4

2
0
1
3

7
/
1
0

日
本

日
本

財
団

監
査

2
0
1
2
年

度
事

業
の

監
査

1
7
5

2
0
1
3

7
/
6
-
1
0

R
O

P
パ

ラ
オ

と
の

意
見

交
換

山
川

・
高

橋
が

、
パ

ラ
オ

へ
の

第
２

フ
ェ

ー
ズ

の
支

援
項

目
の

基
本

合
意

を
す

る
た

め
に

、
R

O
P

大
統

領
等

と
会

合
を

行
っ

た
。

1
7
6

2
0
1
3

7
/
1
6

入
札

：
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
　

落
札

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
7
7

2
0
1
3

7
/
1
7

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
渉

外
官

（
新

）
と

馬
渕

補
佐

に
「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

報
告

」
を

行
っ

た
。

1
7
8

2
0
1
3

7
/
1
7

日
本

山
川

と
S
P

F
小

栁
氏

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
と

S
P

F
小

栁
氏

が
、

打
合

せ
を

行
っ

た
。

1
7
9

2
0
1
3

7
/
2
2

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
小

栁
副

室
長

が
、

S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
パ

ラ
オ

出
張

の
結

果
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

1
8
0

2
0
1
3

7
/
2
3

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
進

捗
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

、
三

好
地

域
調

整
官

（
同

席
：
新

谷
外

務
事

務
官

）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

報
告

」
を

行
っ

た
。

1
8
1

2
0
1
3

7
/
2
9
-
8
/
2

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
8
2

2
0
1
3

7
/
3
0
-
8
/
9

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

（
F
S
M

）
立

会
山

川
・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
に

よ
り

、
F
S
M

を
訪

問
し

、
定

期
整

備
の

実
施

状
況

を
調

査
す

る
こ

と
と

し
た

。
法

務
大

臣
、

在
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
日

本
大

使
、

米
国

大
使

、
豪

州
大

使
と

の
打

合
せ

を
行

っ
た

。
ま

た
、

山
川

・
高

橋
に

よ
り

、
追

加
支

援
の

可
能

性
の

調
査

を
行

う
た

め
、

チ
ュ

ー
ク

州
を

訪
問

し
現

地
調

査
を

行
っ

た
。

1
8
3

2
0
1
3

8
/
6
-
8
/
7

F
S
M

専
門

家
派

遣
研

修
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）
実

施
F
S
M

に
て

、
操

船
研

修
（
専

門
家

派
遣

研
修

）
を

実
施

し
た

1
8
4

2
0
1
3

8
/
1
2

日
本

新
・
在

パ
ラ

オ
日

本
国

大
使

（
田

尻
大

使
）
へ

の
説

明
新

・
在

パ
ラ

オ
日

本
大

使
（
田

尻
大

使
）
の

赴
任

前
に

山
川

・
髙

橋
が

外
務

省
を

訪
問

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
説

明
を

行
っ

た
。

1
8
5

2
0
1
3

8
/
1
3

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
F
S
M

出
張

報
告

及
び

パ
ラ

オ
第

２
フ

ェ
ー

ズ
（
調

印
式

等
）
」

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

61

85



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
8
6

2
0
1
3

8
/
2
1

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

S
P

F
羽

生
会

長
と

「
F
S
M

出
張

報
告

及
び

パ
ラ

オ
第

２
フ

ェ
ー

ズ
（
調

印
式

等
）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
7

2
0
1
3

9
/
4

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

等
の

今
後

の
対

応
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
8

2
0
1
3

9
/
2
4

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
9

2
0
1
3

9
/
1
1
-
1
9

R
O

P
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
9
0

2
0
1
3

9
/
2
8
-
1
0
/
7

R
O

P
F
S
M

R
O

P
、

F
S
M

訪
問

山
川

が
、

調
印

式
の

日
程

調
整

等
の

た
め

、
R

O
P

大
統

領
と

会
合

。
ま

た
、

R
O

P
で

の
独

立
記

念
式

典
等

に
参

加
。

F
S
M

で
は

、
釣

り
ト

ー
ナ

メ
ン

ト
開

催
時

の
「
F
S
S
 U

n
it
y」

に
よ

る
警

戒
業

務
に

同
乗

。

1
9
1

2
0
1
3

1
0
/
1
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
R

O
P

,F
S
M

出
張

報
告

及
び

調
印

式
等

に
関

す
る

打
合

せ
」

を
行

っ
た

。

1
9
2

2
0
1
3

1
0
/
1
1

日
本

S
P

F
深

井
室

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
深

井
室

長
（
同

席
：
小

栁
副

室
長

）
と

「
今

年
度

の
S
P

F
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
事

業
の

実
施

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

1
9
3

2
0
1
3

1
0
/
2
2

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
副

室
長

と
「
今

年
度

の
S
P

F
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
事

業
（
R

O
P

の
研

修
）
等

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

1
9
4

2
0
1
3

1
0
/
2
6

日
本

R
M

I法
務

大
臣

の
来

日
歓

迎
夕

食
会

で
意

見
交

換
高

橋
が

、
来

日
中

の
Ｒ

Ｍ
Ｉハ

イ
ネ

法
務

大
臣

の
歓

迎
夕

食
会

へ
参

加
し

、
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
9
5

2
0
1
3

1
0
/
3
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
小

栁
副

室
長

）
と

「
調

印
式

、
及

び
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

の
具

体
化

等
に

関
す

る
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
9
6

2
0
1
3

1
0
/
3
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
4
-
2
0
1
6
年

度
事

業
）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

を
行

っ
た

。

1
9
7

2
0
1
3

1
1
/
1

日
本

日
本

と
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
　

国
交

2
5
周

年
記

念
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
都

内
で

、
「
日

本
と

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

　
国

交
樹

立
2
5
周

年
記

念
式

典
」
が

開
催

さ
れ

、
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
に

、
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

中
畑

理
事

長
・
山

川
・
髙

橋
が

参
加

し
た

。

1
9
8

2
0
1
3

1
1
/
1

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
大

使
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

駐
日

R
O

P
大

使
館

を
訪

問
し

、
新

し
く
着

任
し

た
駐

日
パ

ラ
オ

大
使

へ
の

挨
拶

と
、

調
印

式
の

説
明

を
し

た
。

1
9
9

2
0
1
3

1
1
/
5

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
庁

渉
外

官
（
同

席
：
馬

渕
補

佐
）
に

「
調

印
式

へ
の

協
力

願
い

」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

2
0
0

2
0
1
3

1
1
/
6

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
0
1

2
0
1
3

1
1
/
1
8

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
調

印
式

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

2
0
2

2
0
1
3

1
1
/
1
9
-
2
4

R
O

P
R

O
P

訪
問

山
川

・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
調

印
式

の
詳

細
に

つ
い

て
、

R
O

P
国

務
大

臣
と

打
合

せ
を

行
っ

た
。

ま
た

、
公

安
局

長
と

人
材

育
成

関
連

等
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

駐
パ

ラ
オ

日
本

大
使

、
コ

ロ
ー

ル
州

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
藤

氏
、

ス
マ

イ
ル

エ
ア

稲
垣

氏
を

訪
問

し
、

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
0
3

2
0
1
3

1
1
/
2
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
パ

ラ
オ

の
出

張
報

告
（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

関
係

）
、

調
印

式
に

関
す

る
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

2
0
4

2
0
1
3

1
1
/
3
0
-
1
2
/
4

日
本

R
O

P
大

統
領

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
の

た
め

来
日

R
O

P
の

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

大
統

領
ほ

か
4
名

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
の

た
め

来
日

。
笹

川
会

長
と

の
会

談
の

ほ
か

、
総

理
大

臣
表

敬
等

を
行

っ
た

。

2
0
5

2
0
1
3

1
2
/
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）
」
（
2
0
1
3
年

1
2
月

～
2
0
1
5
年

3
月

の
２

か
年

事
業

）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

（
2
0
1
3
年

度
緊

急
助

成
申

請
）
を

行
っ

た
。

2
0
6

2
0
1
3

1
2
/
2

日
本

R
O

P
に

対
す

る
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
R

O
P

に
対

す
る

第
２

フ
ェ

ー
ズ

の
調

印
式

を
実

施
。

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

大
統

領
と

笹
川

会
長

が
調

印
文

書
に

署
名

し
た

。

2
0
7

2
0
1
3

1
2
/
4
-
6

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
ク

ラ
ッ

チ
板

不
調

に
よ

る
修

理
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
ク

ラ
ッ

チ
板

不
調

に
よ

る
修

理
を

行
っ

た
。

　
対

応
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
0
8

2
0
1
3

1
2
/
7
-
1
6

R
M

I
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

１
年

後
の

定
期

整
備

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

１
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

1
8
6

2
0
1
3

8
/
2
1

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

が
、

S
P

F
羽

生
会

長
と

「
F
S
M

出
張

報
告

及
び

パ
ラ

オ
第

２
フ

ェ
ー

ズ
（
調

印
式

等
）
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
7

2
0
1
3

9
/
4

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

等
の

今
後

の
対

応
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
8

2
0
1
3

9
/
2
4

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

等
」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

1
8
9

2
0
1
3

9
/
1
1
-
1
9

R
O

P
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

1
9
0

2
0
1
3

9
/
2
8
-
1
0
/
7

R
O

P
F
S
M

R
O

P
、

F
S
M

訪
問

山
川

が
、

調
印

式
の

日
程

調
整

等
の

た
め

、
R

O
P

大
統

領
と

会
合

。
ま

た
、

R
O

P
で

の
独

立
記

念
式

典
等

に
参

加
。

F
S
M

で
は

、
釣

り
ト

ー
ナ

メ
ン

ト
開

催
時

の
「
F
S
S
 U

n
it
y」

に
よ

る
警

戒
業

務
に

同
乗

。

1
9
1

2
0
1
3

1
0
/
1
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
R

O
P

,F
S
M

出
張

報
告

及
び

調
印

式
等

に
関

す
る

打
合

せ
」

を
行

っ
た

。

1
9
2

2
0
1
3

1
0
/
1
1

日
本

S
P

F
深

井
室

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
深

井
室

長
（
同

席
：
小

栁
副

室
長

）
と

「
今

年
度

の
S
P

F
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
事

業
の

実
施

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

1
9
3

2
0
1
3

1
0
/
2
2

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
副

室
長

と
「
今

年
度

の
S
P

F
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
事

業
（
R

O
P

の
研

修
）
等

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

1
9
4

2
0
1
3

1
0
/
2
6

日
本

R
M

I法
務

大
臣

の
来

日
歓

迎
夕

食
会

で
意

見
交

換
高

橋
が

、
来

日
中

の
Ｒ

Ｍ
Ｉハ

イ
ネ

法
務

大
臣

の
歓

迎
夕

食
会

へ
参

加
し

、
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

1
9
5

2
0
1
3

1
0
/
3
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
小

栁
副

室
長

）
と

「
調

印
式

、
及

び
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

の
具

体
化

等
に

関
す

る
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

1
9
6

2
0
1
3

1
0
/
3
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

」
（
2
0
1
4
-
2
0
1
6
年

度
事

業
）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

を
行

っ
た

。

1
9
7

2
0
1
3

1
1
/
1

日
本

日
本

と
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
　

国
交

2
5
周

年
記

念
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
都

内
で

、
「
日

本
と

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

　
国

交
樹

立
2
5
周

年
記

念
式

典
」
が

開
催

さ
れ

、
レ

セ
プ

シ
ョ

ン
に

、
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

中
畑

理
事

長
・
山

川
・
髙

橋
が

参
加

し
た

。

1
9
8

2
0
1
3

1
1
/
1

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
大

使
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

駐
日

R
O

P
大

使
館

を
訪

問
し

、
新

し
く
着

任
し

た
駐

日
パ

ラ
オ

大
使

へ
の

挨
拶

と
、

調
印

式
の

説
明

を
し

た
。

1
9
9

2
0
1
3

1
1
/
5

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
庁

渉
外

官
（
同

席
：
馬

渕
補

佐
）
に

「
調

印
式

へ
の

協
力

願
い

」
に

つ
い

て
説

明
を

行
っ

た
。

2
0
0

2
0
1
3

1
1
/
6

日
本

日
本

財
団

・
杉

浦
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
・
杉

浦
氏

と
「
調

印
式

」
に

関
し

て
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
0
1

2
0
1
3

1
1
/
1
8

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
と

「
調

印
式

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

2
0
2

2
0
1
3

1
1
/
1
9
-
2
4

R
O

P
R

O
P

訪
問

山
川

・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
調

印
式

の
詳

細
に

つ
い

て
、

R
O

P
国

務
大

臣
と

打
合

せ
を

行
っ

た
。

ま
た

、
公

安
局

長
と

人
材

育
成

関
連

等
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

駐
パ

ラ
オ

日
本

大
使

、
コ

ロ
ー

ル
州

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
藤

氏
、

ス
マ

イ
ル

エ
ア

稲
垣

氏
を

訪
問

し
、

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
0
3

2
0
1
3

1
1
/
2
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
へ

「
パ

ラ
オ

の
出

張
報

告
（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

関
係

）
、

調
印

式
に

関
す

る
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

2
0
4

2
0
1
3

1
1
/
3
0
-
1
2
/
4

日
本

R
O

P
大

統
領

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
の

た
め

来
日

R
O

P
の

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

大
統

領
ほ

か
4
名

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
の

た
め

来
日

。
笹

川
会

長
と

の
会

談
の

ほ
か

、
総

理
大

臣
表

敬
等

を
行

っ
た

。

2
0
5

2
0
1
3

1
2
/
1

日
本

財
団

へ
の

助
成

申
請

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

（
第

２
フ

ェ
ー

ズ
）
」
（
2
0
1
3
年

1
2
月

～
2
0
1
5
年

3
月

の
２

か
年

事
業

）
と

し
て

、
日

本
財

団
へ

助
成

申
請

（
2
0
1
3
年

度
緊

急
助

成
申

請
）
を

行
っ

た
。

2
0
6

2
0
1
3

1
2
/
2

日
本

R
O

P
に

対
す

る
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

調
印

式
R

O
P

に
対

す
る

第
２

フ
ェ

ー
ズ

の
調

印
式

を
実

施
。

レ
メ

ン
ゲ

サ
ウ

大
統

領
と

笹
川

会
長

が
調

印
文

書
に

署
名

し
た

。

2
0
7

2
0
1
3

1
2
/
4
-
6

F
S
M

「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
ク

ラ
ッ

チ
板

不
調

に
よ

る
修

理
「
F
S
S
 U

n
it
y」

の
ク

ラ
ッ

チ
板

不
調

に
よ

る
修

理
を

行
っ

た
。

　
対

応
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
0
8

2
0
1
3

1
2
/
7
-
1
6

R
M

I
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

１
年

後
の

定
期

整
備

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

１
年

後
の

定
期

整
備

を
行

っ
た

。
　

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

62

86



2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
0
9

2
0
1
3

1
2
/
1
0
-
1
7

R
M

I
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

立
会

等
の

た
め

R
M

Iを
訪

問
山

川
・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

立
会

等
の

た
め

R
M

Iを
訪

問
し

た
。

滞
在

中
、

法
務

大
臣

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

日
本

大
使

館
、

Ｍ
Ｊ
Ｃ

Ｃ
を

訪
問

し
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
0

2
0
1
3

1
2
/
1
8

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
大

使
館

訪
問

山
川

・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

大
使

館
を

訪
問

し
、

大
使

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
1
1

2
0
1
3

1
2
/
1
9

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
副

室
長

と
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
2

2
0
1
3

1
2
/
2
4

2
0
1
3
年

　
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

（
第

2
フ

ェ
ー

ズ
）
の

助
成

申
請

の
承

認
2
0
1
3
年

1
2
月

～
2
0
1
5
年

3
月

（
２

か
年

事
業

）
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
緊

急
助

成
申

請
を

行
っ

て
い

た
も

の
に

つ
い

て
、

承
認

さ
れ

た
。

2
1
3

2
0
1
4

1
/
9

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
庁

渉
外

官
（
同

席
：
馬

渕
補

佐
）
と

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

及
び

総
理

の
動

き
等

に
つ

い
て

の
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
4

2
0
1
4

1
/
1
4

入
札

公
示

：
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

2
1
5

2
0
1
4

1
/
1
4

入
札

公
示

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

2
1
6

2
0
1
4

1
/
1
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
が

、
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

関
係

、
事

業
の

現
状

等
の

報
告

・
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

2
1
7

2
0
1
4

1
/
1
7

R
M

Iの
小

型
艇

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
、

減
速

逆
転

機
不

具
合

の
修

理
業

務
　

発
注

R
M

Iの
小

型
艇

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
に

て
、

減
速

逆
転

機
の

不
具

合
が

あ
っ

た
た

め
、

修
理

発
注

を
し

た
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
1
8

2
0
1
4

1
/
2
1

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

、
小

野
外

務
事

務
官

（
新

）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

報
告

」
を

行
っ

た
。

2
1
9

2
0
1
4

1
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

報
告

等
」
を

行
っ

た
。

2
2
0

2
0
1
4

1
/
2
7
-
2
9

S
IN

Ｎ
Ｍ

Ｃ
（
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
）
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
を

訪
問

し
、

Ｎ
Ｍ

Ｃ
と

「
今

後
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

対
応

方
針

等
」
の

打
合

せ
を

し
た

。
ま

た
、

「
フ

ル
ノ

IN
S
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

ー
」
を

見
学

し
た

。

2
2
1

2
0
1
4

1
/
3
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
安

倍
総

理
の

R
O

P
訪

問
時

の
サ

イ
ド

イ
ベ

ン
ト

、
R

M
I大

統
領

来
日

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

2
2
2

2
0
1
4

2
/
1
-
3

R
M

I
R

M
Iの

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
、

減
速

逆
転

機
不

具
合

の
修

理
実

施
R

M
Iの

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
に

て
、

減
速

逆
転

機
の

不
具

合
が

あ
っ

た
た

め
、

修
理

を
実

施
し

た
。

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
3

2
0
1
4

2
/
3

日
本

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
大

使
館

訪
問

山
川

・
高

橋
が

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

大
使

館
を

訪
問

し
、

「
Ｒ

Ｍ
Ｉ大

統
領

来
日

に
関

す
る

笹
川

会
長

と
の

会
談

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
」
に

つ
い

て
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
2
4

2
0
1
4

2
/
7

入
札

：
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社
（
2
/
1
0
付

契
約

）

2
2
5

2
0
1
4

2
/
7

入
札

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
古

野
電

気
株

式
会

社
（
2
/
1
0
付

契
約

）

2
2
6

2
0
1
4

2
/
1
0

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
」
契

約
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
」
に

つ
い

て
契

約
し

た
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
7

2
0
1
4

2
/
1
0

「
小

型
艇

改
修

及
び

整
備

指
導

」
（
F
S
M

)業
務

委
託

契
約

F
S
M

の
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

へ
の

オ
ー

ト
パ

イ
ロ

ッ
ト

装
置

設
置

、
プ

ロ
ペ

ラ
交

換
等

及
び

整
備

指
導

の
業

務
委

託
契

約
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
8

2
0
1
4

2
/
1
0

「
H

F
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
業

務
委

託
契

約
現

地
（
R

O
P

）
よ

り
強

い
要

請
が

あ
っ

た
、

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
と

の
通

信
を

行
う

Ｈ
Ｆ

通
信

設
備

の
改

善
工

事
の

た
め

、
業

務
委

託
契

約
し

た
。

契
約

業
者

：
古

野
電

気
株

式
会

社
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
0
9

2
0
1
3

1
2
/
1
0
-
1
7

R
M

I
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
の

納
入

1
年

後
の

定
期

整
備

立
会

等
の

た
め

R
M

Iを
訪

問
山

川
・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
納

入
1
年

後
の

定
期

整
備

立
会

等
の

た
め

R
M

Iを
訪

問
し

た
。

滞
在

中
、

法
務

大
臣

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

日
本

大
使

館
、

Ｍ
Ｊ
Ｃ

Ｃ
を

訪
問

し
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
0

2
0
1
3

1
2
/
1
8

日
本

駐
日

パ
ラ

オ
大

使
館

訪
問

山
川

・
髙

橋
が

、
駐

日
パ

ラ
オ

大
使

館
を

訪
問

し
、

大
使

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

に
関

す
る

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
1
1

2
0
1
3

1
2
/
1
9

日
本

S
P

F
小

栁
氏

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
S
P

F
小

栁
副

室
長

と
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
2

2
0
1
3

1
2
/
2
4

2
0
1
3
年

　
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

（
第

2
フ

ェ
ー

ズ
）
の

助
成

申
請

の
承

認
2
0
1
3
年

1
2
月

～
2
0
1
5
年

3
月

（
２

か
年

事
業

）
の

事
業

と
し

て
、

日
本

財
団

へ
緊

急
助

成
申

請
を

行
っ

て
い

た
も

の
に

つ
い

て
、

承
認

さ
れ

た
。

2
1
3

2
0
1
4

1
/
9

日
本

海
上

保
安

渉
外

官
へ

の
説

明
山

川
・
髙

橋
が

、
榎

本
海

上
保

安
庁

渉
外

官
（
同

席
：
馬

渕
補

佐
）
と

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

及
び

総
理

の
動

き
等

に
つ

い
て

の
打

合
せ

を
行

っ
た

。

2
1
4

2
0
1
4

1
/
1
4

入
札

公
示

：
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

2
1
5

2
0
1
4

1
/
1
4

入
札

公
示

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

公
示

を
行

っ
た

。

2
1
6

2
0
1
4

1
/
1
7

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
・
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
が

、
羽

生
会

長
と

「
第

２
フ

ェ
ー

ズ
の

人
材

育
成

関
係

、
事

業
の

現
状

等
の

報
告

・
打

合
せ

」
を

行
っ

た
。

2
1
7

2
0
1
4

1
/
1
7

R
M

Iの
小

型
艇

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
、

減
速

逆
転

機
不

具
合

の
修

理
業

務
　

発
注

R
M

Iの
小

型
艇

「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
に

て
、

減
速

逆
転

機
の

不
具

合
が

あ
っ

た
た

め
、

修
理

発
注

を
し

た
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
1
8

2
0
1
4

1
/
2
1

日
本

外
務

省
大

洋
州

課
へ

の
報

告
山

川
・
髙

橋
が

、
外

務
省

大
洋

州
課

、
小

野
外

務
事

務
官

（
新

）
へ

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

報
告

」
を

行
っ

た
。

2
1
9

2
0
1
4

1
/
2
2

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

状
況

報
告

等
」
を

行
っ

た
。

2
2
0

2
0
1
4

1
/
2
7
-
2
9

S
IN

Ｎ
Ｍ

Ｃ
（
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
）
と

の
打

合
せ

山
川

・
高

橋
が

、
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
を

訪
問

し
、

Ｎ
Ｍ

Ｃ
と

「
今

後
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

対
応

方
針

等
」
の

打
合

せ
を

し
た

。
ま

た
、

「
フ

ル
ノ

IN
S
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

ー
」
を

見
学

し
た

。

2
2
1

2
0
1
4

1
/
3
1

日
本

日
本

財
団

海
野

常
務

理
事

と
の

打
合

せ
山

川
・
髙

橋
が

、
日

本
財

団
海

野
常

務
理

事
（
同

席
：
杉

浦
氏

）
に

「
安

倍
総

理
の

R
O

P
訪

問
時

の
サ

イ
ド

イ
ベ

ン
ト

、
R

M
I大

統
領

来
日

に
関

す
る

打
合

せ
」
を

行
っ

た
。

2
2
2

2
0
1
4

2
/
1
-
3

R
M

I
R

M
Iの

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
、

減
速

逆
転

機
不

具
合

の
修

理
実

施
R

M
Iの

小
型

艇
「
R

M
IS

 L
O

M
O

R
Ⅱ

」
に

て
、

減
速

逆
転

機
の

不
具

合
が

あ
っ

た
た

め
、

修
理

を
実

施
し

た
。

対
応

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
3

2
0
1
4

2
/
3

日
本

駐
日

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
大

使
館

訪
問

山
川

・
高

橋
が

、
駐

日
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

大
使

館
を

訪
問

し
、

「
Ｒ

Ｍ
Ｉ大

統
領

来
日

に
関

す
る

笹
川

会
長

と
の

会
談

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

等
」
に

つ
い

て
の

打
合

せ
を

行
っ

た
。

2
2
4

2
0
1
4

2
/
7

入
札

：
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
小

型
パ

ト
ロ

ー
ル

艇
購

入
及

び
保

守
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
南

洋
貿

易
株

式
会

社
（
2
/
1
0
付

契
約

）

2
2
5

2
0
1
4

2
/
7

入
札

：
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」

R
O

P
へ

の
第

2
フ

ェ
ー

ズ
支

援
に

か
か

る
「
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
の

入
札

を
行

っ
た

。
落

札
業

者
：
古

野
電

気
株

式
会

社
（
2
/
1
0
付

契
約

）

2
2
6

2
0
1
4

2
/
1
0

「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
」
契

約
「
専

門
家

派
遣

研
修

業
務

委
託

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
」
に

つ
い

て
契

約
し

た
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
7

2
0
1
4

2
/
1
0

「
小

型
艇

改
修

及
び

整
備

指
導

」
（
F
S
M

)業
務

委
託

契
約

F
S
M

の
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

へ
の

オ
ー

ト
パ

イ
ロ

ッ
ト

装
置

設
置

、
プ

ロ
ペ

ラ
交

換
等

及
び

整
備

指
導

の
業

務
委

託
契

約
。

契
約

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
2
8

2
0
1
4

2
/
1
0

「
H

F
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
」
業

務
委

託
契

約
現

地
（
R

O
P

）
よ

り
強

い
要

請
が

あ
っ

た
、

小
型

艇
「
K
A

B
E
K
E
L
 M

'T
A

L
」
と

の
通

信
を

行
う

Ｈ
Ｆ

通
信

設
備

の
改

善
工

事
の

た
め

、
業

務
委

託
契

約
し

た
。

契
約

業
者

：
古

野
電

気
株

式
会

社
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
2
9

2
0
1
4

2
/
1
0

「
A

IS
受

信
装

置
設

置
工

事
(ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
の

業
務

委
託

契
約

F
S
M

の
海

上
保

安
業

務
改

善
の

た
め

、
Ａ

ＩＳ
受

信
装

置
設

置
の

業
務

委
託

契
約

を
し

た
。

契
約

業
者

：
古

野
電

気
株

式
会

社

2
3
0

2
0
1
4

2
/
1
1
-
1
4

R
O

P
R

O
P

訪
問

山
川

・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
支

援
Ｍ

Ｏ
Ｕ

、
人

材
育

成
研

修
Ｍ

Ｏ
Ｕ

内
容

の
説

明
等

の
た

め
、

R
O

P
を

訪
問

し
、

国
務

大
臣

、
公

安
局

長
等

と
打

合
せ

を
し

た
。

現
状

報
告

を
兼

ね
て

、
在

パ
ラ

オ
日

本
大

使
館

も
訪

問
し

た
。

ま
た

、
民

間
航

空
機

活
用

事
業

に
つ

い
て

の
情

報
収

集
の

た
め

、
ス

マ
イ

ル
エ

ア
稲

垣
氏

、
Ｓ

Ｐ
Ｌ

Ａ
Ｓ

Ｈ
米

沢
氏

、
Ｂ

Ｔ
Ａ

を
訪

問
し

た
。

2
3
1

2
0
1
4

2
/
1
2
-
1
6

日
本

R
M

I大
統

領
来

日
ロ

ヤ
ッ

ク
R

M
I大

統
領

が
、

「
実

務
訪

問
賓

客
」
と

し
て

来
日

。
日

本
財

団
・
笹

川
会

長
と

会
談

し
、

「
こ

れ
ま

で
の

支
援

へ
の

謝
意

と
、

2
隻

目
の

支
援

要
請

」
が

あ
っ

た
。

2
3
2

2
0
1
4

2
/
1
8

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
）
へ

「
R

O
P

出
張

報
告

等
」
を

行
っ

た
。

2
3
3

2
0
1
4

3
/
1
0

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
）
へ

「
来

年
度

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
報

告
等

」
を

行
っ

た
。

2
3
4

2
0
1
4

3
/
1
1
-
1
4

R
O

P
R

O
P

訪
問

山
川

・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
、

小
栁

が
、

第
２

フ
ェ

ー
ズ

支
援

Ｍ
Ｏ

Ｕ
、

人
材

育
成

研
修

Ｍ
Ｏ

Ｕ
の

法
務

大
臣

と
の

調
印

の
た

め
、

Ｒ
Ｏ

Ｐ
を

訪
問

し
た

。

2
3
5

2
0
1
4

3
/
1
3
-
1
5

F
S
M

Ａ
ＩＳ

受
信

装
置

設
置

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）

F
S
M

の
Ａ

ＩＳ
受

信
装

置
の

設
置

工
事

を
実

施
。

　
委

託
業

者
：
古

野
電

気
株

式
会

社

2
3
6

2
0
1
4

3
/
1
7
-
1
8

R
O

P
Ｈ

Ｆ
通

信
設

備
改

善
工

事
（
パ

ラ
オ

）
R

O
P

の
Ｈ

Ｆ
通

信
設

備
の

改
善

工
事

を
実

施
。

　
委

託
業

者
：
古

野
電

気
株

式
会

社

2
3
7

2
0
1
4

3
/
1
7
-
2
0

F
S
M

オ
ー

ト
パ

イ
ロ

ッ
ト

装
置

設
置

等
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）

F
S
M

の
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
it
y」

に
オ

ー
ト

パ
イ

ロ
ッ

ト
設

置
、

プ
ロ

ペ
ラ

交
換

等
を

実
施

。
　

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
3
8

2
0
1
4

3
/
2
1
-
2
2

F
S
M

機
関

整
備

研
修

実
施

（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）

F
S
M

に
お

い
て

、
機

関
整

備
研

修
を

実
施

。
　

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
3
9

2
0
1
4

3
/
2
5
-
2
6

R
M

I
専

門
家

派
遣

研
修

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
実

施
R

M
Iに

お
い

て
、

専
門

家
派

遣
研

修
（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
を

実
施

。
　

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社
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2
0
1
4
0
3
1
0

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
経

緯
・
実

績
日

本
海

難
防

止
協

会

年
月

/
日

場
所

実
施

項
目

概
要

2
2
9

2
0
1
4

2
/
1
0

「
A

IS
受

信
装

置
設

置
工

事
(ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
）
」
の

業
務

委
託

契
約

F
S
M

の
海

上
保

安
業

務
改

善
の

た
め

、
Ａ

ＩＳ
受

信
装

置
設

置
の

業
務

委
託

契
約

を
し

た
。

契
約

業
者

：
古

野
電

気
株

式
会

社

2
3
0

2
0
1
4

2
/
1
1
-
1
4

R
O

P
R

O
P

訪
問

山
川

・
高

橋
・
白

﨑
・
酒

井
が

、
第

２
フ

ェ
ー

ズ
支

援
Ｍ

Ｏ
Ｕ

、
人

材
育

成
研

修
Ｍ

Ｏ
Ｕ

内
容

の
説

明
等

の
た

め
、

R
O

P
を

訪
問

し
、

国
務

大
臣

、
公

安
局

長
等

と
打

合
せ

を
し

た
。

現
状

報
告

を
兼

ね
て

、
在

パ
ラ

オ
日

本
大

使
館

も
訪

問
し

た
。

ま
た

、
民

間
航

空
機

活
用

事
業

に
つ

い
て

の
情

報
収

集
の

た
め

、
ス

マ
イ

ル
エ

ア
稲

垣
氏

、
Ｓ

Ｐ
Ｌ

Ａ
Ｓ

Ｈ
米

沢
氏

、
Ｂ

Ｔ
Ａ

を
訪

問
し

た
。

2
3
1

2
0
1
4

2
/
1
2
-
1
6

日
本

R
M

I大
統

領
来

日
ロ

ヤ
ッ

ク
R

M
I大

統
領

が
、

「
実

務
訪

問
賓

客
」
と

し
て

来
日

。
日

本
財

団
・
笹

川
会

長
と

会
談

し
、

「
こ

れ
ま

で
の

支
援

へ
の

謝
意

と
、

2
隻

目
の

支
援

要
請

」
が

あ
っ

た
。

2
3
2

2
0
1
4

2
/
1
8

日
本

S
P

F
羽

生
会

長
と

の
打

合
せ

山
川

・
髙

橋
が

、
S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
）
へ

「
R

O
P

出
張

報
告

等
」
を

行
っ

た
。

2
3
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2
0
1
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1
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日
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S
P

F
羽

生
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打
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山
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橋
が
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S
P

F
羽

生
会

長
（
同

席
：
Ｓ

Ｐ
Ｆ

小
栁

副
室

長
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へ

「
来

年
度

の
ス

ケ
ジ
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報

告
等

」
を
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。
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Ｏ
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、
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Ｏ
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の
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。
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社
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7
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4
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7
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0

F
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M

オ
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ト
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イ
ロ
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ト

装
置

設
置

等
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
）

F
S
M

の
小

型
艇

「
F
S
S
 U

n
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y」

に
オ

ー
ト

パ
イ

ロ
ッ

ト
設

置
、

プ
ロ

ペ
ラ

交
換
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を

実
施

。
　

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社
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3
8
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0
1
4
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2
1
-
2
2

F
S
M

機
関

整
備

研
修
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施

（
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連

邦
）

F
S
M

に
お

い
て

、
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関
整
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を
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施

。
　

委
託

業
者

：
南

洋
貿

易
株

式
会

社

2
3
9

2
0
1
4

3
/
2
5
-
2
6

R
M

I
専

門
家

派
遣

研
修

（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル

）
実

施
R

M
Iに

お
い

て
、

専
門

家
派

遣
研

修
（
機

関
整

備
：
マ

ー
シ

ャ
ル
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を

実
施
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業
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：
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貿

易
株
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「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
３

国
の

海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
T
h
e
 p

ro
je

c
t 

fo
r 

im
pr

o
ve

m
e
n
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o
f 

th
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o
as

t 
gu

ar
d 

c
ap

ab
ili

ty
o
f 

th
e
 t

h
re

e
 M

ic
ro

n
e
si

an
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o
u
n
tr

ie
s

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
基

礎
資

料
(地

理
、

社
会

）
2
0
1
3
0
2
0
8

日
本

海
難

防
止

協
会

（
Ｊ
Ａ

Ｍ
Ｓ

）

パ
ラ

オ
共

和
国

R
e
p
u
b
lic

 o
f 
P

al
au

 (
R

O
P

)
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
F
e
d
e
ra

te
d
 S

ta
te

s 
o
f 
M

ic
ro

n
e
si

a 
(F

S
M

)
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
島

共
和

国
R

e
p
u
b
lic

 o
f 
th

e
 M

ar
sh

al
l 
Is

la
n
d
s 

(R
M

I)

面
積

4
8
8
㎢

　
（
屋

久
島

と
ほ

ぼ
同

じ
）

7
0
1
㎢

　
（
奄

美
大

島
と

ほ
ぼ

同
じ

）
1
8
1
㎢

　
（
霞

ケ
浦

と
ほ

ぼ
同

じ
大

き
さ

）

島
の

数
2
0
0

6
0
7

約
1
,2

2
5

日
本

と
の

距
離

3
,2

0
0
ｋ
ｍ

3
,7

0
0
ｋ
ｍ

4
,5

8
8
ｋ
ｍ

気
候

海
洋

性
熱

帯
気

候
、

高
温

多
湿

海
洋

性
熱

帯
気

候
、

高
温

多
湿

海
洋

性
熱

帯
気

候
、

湿
潤

高
温

平
均

気
温

2
7
.9

℃
2
7
℃

2
7
℃

平
均

湿
度

8
2
%

7
0
%

7
5
%

年
間

雨
量

3
,7

8
4
ミ

リ
、

ス
コ

ー
ル

性
4
,8

0
0
ミ

リ
、

ス
コ

ー
ル

性
3
,4

0
0
ミ

リ

乾
季

・
雨

季
乾

季
：
1
1
～

4
月

、
雨

季
：
5
～

1
0
月

乾
季

：
1
～

3
月

、
雨

季
：
4
～

1
2
月

　
乾

季
：
1
2
～

4
月

、
雨

季
：
1
0
～

1
1
月

　
（
区

別
は

あ
ま

り
は

っ
き

り
し

て
い

な
い

。
）

人
口

約
　

2
0
,6

0
9
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

約
　

1
1
1
,5

4
2
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

約
　

5
4
,8

1
6
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

在
留

邦
人

3
2
9
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）
1
1
1
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）
6
7
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）

8
5

5
9
3
人

1
7

5
0
0
人

5
3
9
9
人

地 理 ・ 自 然

国
名

年
間

来
訪

者
数

8
5
,5

9
3
人

（
う

ち
日

本
人

2
9
,3

1
8
人

）
1
7
,5

0
0
人

（
う

ち
日

本
人

2
,9

7
5
人

）
5
,3

9
9
人

（
う

ち
日

本
人

9
3
3
人

）

民
族

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

系
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
系

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

系

言
語

（
公

用
語

）
パ

ラ
オ

語
、

英
語

英
語

の
他

、
現

地
の

8
言

語
マ

ー
シ

ャ
ル

語
、

英
語

宗
教

キ
リ

ス
ト

教
（
8
0
％

）
、

伝
統

宗
教

・
そ

の
他

（
2
0
％

）
キ

リ
ス

ト
教

（
カ

ト
リ

ッ
ク

5
2
％

、
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

4
0
％

）
キ

リ
ス

ト
教

（
主

に
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

）

国
の

花
ル

ー
　

（
ホ

ワ
イ

ト
ロ

ッ
ク

リ
リ

ー
）

特
に

な
し

特
に

な
し

電
話

の
国

番
号

6
8
0

6
9
1

6
9
2

電
圧

1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ
1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ
1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ

±
0
ｈ

＋
1
ｈ

　
（
ヤ

ッ
プ

州
、

チ
ュ

ー
ク

州
）

＋
3
ｈ

（
サ

マ
ー

タ
イ

ム
な

し
）

＋
2
ｈ

　
（
ポ

ン
ペ

イ
州

、
コ

ス
ラ

エ
州

）
（
サ

マ
ー

タ
イ

ム
な

し
）

（
サ

マ
ー

タ
イ

ム
な

し
）

保
健

生
水

は
飲

用
不

適
生

水
は

飲
用

不
適

生
水

は
飲

用
不

適

社 会 ・ 文 化

日
本

と
の

時
差
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３
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 t

h
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n
e
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 c

o
u
n
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ア
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国

の
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礎
資
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理
、

社
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）
2
0
1
3
0
2
0
8

日
本

海
難

防
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協
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（
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Ｓ

）

パ
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オ
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和
国

R
e
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u
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d
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o
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n
e
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マ
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ャ
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（
屋

久
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と
ほ

ぼ
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じ
）
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1
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（
奄

美
大
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と

ほ
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（
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ほ

ぼ
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本

と
の
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3
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0
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ｋ
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4
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8
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ｋ
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気
候

海
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熱

帯
気

候
、
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多
湿
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洋
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熱
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高
温

多
湿

海
洋
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潤
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温

平
均

気
温

2
7
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℃
2
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℃

2
7
℃

平
均

湿
度

8
2
%
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%

7
5
%
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間

雨
量

3
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8
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リ
、

ス
コ

ー
ル

性
4
,8

0
0
ミ

リ
、

ス
コ

ー
ル

性
3
,4

0
0
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リ

乾
季

・
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季
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季
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1
1
～

4
月

、
雨

季
：
5
～

1
0
月

乾
季
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1
～

3
月

、
雨

季
：
4
～

1
2
月
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季
：
1
2
～

4
月

、
雨

季
：
1
0
～

1
1
月

　
（
区

別
は

あ
ま

り
は

っ
き

り
し

て
い

な
い

。
）

人
口

約
　

2
0
,6

0
9
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

約
　

1
1
1
,5

4
2
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

約
　

5
4
,8

1
6
人

（
2
0
1
1
年

、
世

界
銀

行
）

在
留

邦
人

3
2
9
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）
1
1
1
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）
6
7
人

（
2
0
1
1
年

1
0
月

現
在

）

8
5

5
9
3
人

1
7

5
0
0
人

5
3
9
9
人

地 理 ・ 自 然

国
名

年
間

来
訪

者
数

8
5
,5

9
3
人

（
う

ち
日

本
人

2
9
,3

1
8
人

）
1
7
,5

0
0
人

（
う

ち
日

本
人

2
,9

7
5
人

）
5
,3

9
9
人

（
う

ち
日

本
人

9
3
3
人

）

民
族

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

系
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
系

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

系

言
語

（
公

用
語

）
パ

ラ
オ

語
、

英
語

英
語

の
他

、
現

地
の

8
言

語
マ

ー
シ

ャ
ル

語
、

英
語

宗
教

キ
リ

ス
ト

教
（
8
0
％

）
、

伝
統

宗
教

・
そ

の
他

（
2
0
％

）
キ

リ
ス

ト
教

（
カ

ト
リ

ッ
ク

5
2
％

、
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

4
0
％

）
キ

リ
ス

ト
教

（
主

に
プ

ロ
テ
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タ

ン
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国
の

花
ル

ー
　

（
ホ

ワ
イ

ト
ロ

ッ
ク

リ
リ
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な
し
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な
し

電
話
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国

番
号

6
8
0

6
9
1

6
9
2

電
圧

1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ
1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ
1
1
0
Ｖ

、
6
0
Ｈ

ｚ
、

プ
ラ

グ
は

日
本

と
同

じ

±
0
ｈ

＋
1
ｈ

　
（
ヤ

ッ
プ

州
、

チ
ュ

ー
ク

州
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＋
3
ｈ

（
サ

マ
ー

タ
イ

ム
な

し
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＋
2
ｈ
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ポ

ン
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イ
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コ

ス
ラ
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州
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サ

マ
ー

タ
イ

ム
な
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マ
ー
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ム
な

し
）

保
健

生
水

は
飲

用
不

適
生

水
は

飲
用

不
適

生
水

は
飲

用
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適

社 会 ・ 文 化

日
本

と
の

時
差
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0
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-
0
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2
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京
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1
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1
4
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話
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3
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an
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1
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0
-
0
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2
　

東
京
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新

宿
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町
9
-
9

明
治

パ
ー

ク
ハ

イ
ツ

1
0
1
号

 電
話

：
0
3
-
5
3
7
9
-
1
7
0
1

大
使

田
尻

　
和

宏
　

（
特

命
全

権
大

使
）

鈴
木

　
栄

一
　

（
特

命
全

権
大

使
）

安
細

　
和

彦
　

（
大

使
）

住
所

P
al

au
 P

ac
if
ic

 R
e
so

rt
, 
N

ga
ra

ke
be

sa
n
g,

K
o
ro

r 
R

e
pu

bl
ic

 o
f 
P

al
au

(パ
ラ

オ
パ

シ
フ

ィ
ッ

ク
リ

ゾ
ー

ト
ホ

テ
ル

敷
地

内
)

T
e
l: 

+
6
8
0
-
4
8
8
-
6
4
5
5
  
F
ax

:+
6
8
0
-
4
8
8
-
6
4
5
8

P
.O

.B
o
x 

1
8
3
7
 K

o
lo

n
ia

 P
o
h
n
pe

i 
F
S
M

9
6
9
4
1

F
e
de

ra
te

d 
S
ta

te
s 

o
f 
M

ic
ro

n
e
si

a
T
e
l 
:+

6
9
1
-
3
2
0
-
5
4
6
5
　

F
ax

: 
+
6
9
1
-
3
2
0
-
2
9
3
3

A
-
1
 &

 2
 L

o
jk

ar
 A

pp
ar

tm
e
n
t,
 R

ai
ro

k,
 L

o
n
g 

Is
la

n
d,

 M
aj

u
ro

(郵
便

物
宛

先
：
E
m

ba
ss

y 
o
f 
J
ap

an
,P

.O
.B

o
x 

3
0
0
, 
M

aj
u
ro

,
R

e
pu

bl
ic

 o
f 
th

e
 M

ar
sh

al
l 
Is

la
n
ds

, 
M

H
9
6
9
6
0
)

T
e
l:+

6
9
2
-
2
4
7
-
7
4
6
3
　

F
ax

:+
6
9
2
-
2
4
7
-
7
4
9
3

通
貨

米
ド

ル
（
Ｕ

Ｓ
＄

）
米

ド
ル

（
Ｕ

Ｓ
＄

）
米

ド
ル

（
Ｕ

Ｓ
＄

）

Ｇ
Ｄ

Ｐ
/
人

6
,1

5
7
米

ド
ル

（
2
0
0
1
年

、
パ

ラ
オ

政
府

統
計

局
）

1
,8

2
8
米

ド
ル

（
2
0
0
7
年

、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
統

計
局

推
定

）
3
,0

6
0
米

ド
ル

（
2
0
0
9
年

、
世

界
銀

行
）

出
国

税
5
0
米

ド
ル

　
（
出

国
税

$
2
0
+
環

境
税

$
3
0
）

1
0
米

ド
ル

2
0
米

ド
ル

大 使 館 ※
中

国
と

の
国

交
が

あ
る

の
は

、
太

平
洋

１
３

国
中

の
７

国
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
、

Ｐ
Ｎ

Ｇ
、

バ
ヌ

ア
ツ

、
フ

ィ
ジ

ー
、

サ
モ

ア
、

ト
ン

ガ
、

ク
ッ

ク
）

経 済

現 地 日 本 大

使 館
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年
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年
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Ｓ
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Ｓ
＄
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Ｇ
Ｄ

Ｐ
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5
7
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ド
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2
0
0
1
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ラ
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政
府

統
計

局
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1
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2
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ド
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2
0
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ネ
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連

邦
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計
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0
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0
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1
0
米

ド
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2
0
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大 使 館 ※
中

国
と

の
国

交
が

あ
る

の
は

、
太

平
洋

１
３

国
中

の
７

国
（
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
、

Ｐ
Ｎ

Ｇ
、

バ
ヌ

ア
ツ

、
フ

ィ
ジ

ー
、

サ
モ

ア
、

ト
ン

ガ
、

ク
ッ

ク
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供
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運
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経
費

支
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定
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整
備

燃
料

費
衛

星
通

信
費

ク
レ

ー
ン

費

各
国

供
与

第
２

フ
ェ

ー
ズ

の
小

型
艇

等
の

運
用

経
費

も
含

む

小
型

艇
通

信
設

備
業

務
用

品
検

討
パ

ラ
オ

供
与

小
型

艇
業

務
用

品
検

討
ﾏ

ｰ
ｼ
ｬ
ﾙ

供
与

次
世

代
構

想
検

討
国

際
会

議
実

行

第
２

フ
ェ

ー
ズ

項
目

　
　

　
  

  
  

  
年

度
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ア
３

国
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海
上

保
安

能
力

強
化

支
援

事
業

】
　

実
施

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

日
本

海
難

防
止

協
会

支
援

項
目

2
0
1
2
年

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月
１

１
月

１
２

月
2
0
1
3
年

１
月

２
月

３
月

備
　

　
　

考

国
内

対
応

　

国
内

委
員

会

1
隻

目
納

入
国

内
委

員
会

1
隻

目
納

入

招
へ

い
研

修

各
国

行
事

パ
ラ

オ
：

総
選

挙
？

小
型

艇
納

入
引

渡
式

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

部
品

納
入

以
後

、
毎

年
度

、
部

品
と

指
導

の
支

援
実

施

燃
料

費
以

後
、

毎
年

度
支

援
実

施

無
線

設
備

完
成

・
引

渡
以

後
、

毎
年

度
、

衛
星

通
信

料
を

支
援

非
常

用
発

電
機

完
成

・
引

渡

ク
レ

ー
ン

車
調

整
中

小
型

艇
納

入
引

渡
式

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

部
品

納
入

以
後

、
毎

年
度

、
部

品
と

指
導

の
支

援
実

施

燃
料

費
以

後
、

毎
年

度
支

援
実

施

無
線

設
備

完
成

・
引

渡
以

後
、

毎
年

度
、

衛
星

通
信

料
を

支
援

小
型

艇
納

入
引

渡
式

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

部
品

納
入

以
後

、
毎

年
度

、
部

品
と

指
導

の
支

援
実

施

燃
料

費
以

後
、

毎
年

度
支

援
実

施

無
線

設
備

（
衛

星
・
陸

上
の

み
）

完
成

・
引

渡
以

後
、

毎
年

度
、

衛
星

通
信

料
を

支
援

（
注

１
）
　

「
地

域
調

整
セ

ン
タ

ー
（
Ｃ

Ｃ
Ｍ

Ｒ
）
設

置
」
及

び
「
燃

料
タ

ン
ク

建
設

調
査

（
カ

ピ
ン

ガ
マ

ラ
ン

ギ
環

礁
）
」
に

つ
い

て
は

、
次

の
ス

テ
ッ

プ
と

し
て

検
討

す
る

予
定

で
あ

り
、

こ
の

表
に

は
記

載
し

て
い

な
い

。

（
注

２
）
　

こ
の

表
は

、
相

手
国

（
３

国
）
と

の
調

整
等

が
円

滑
に

進
ん

だ
場

合
の

例
で

あ
る

。
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各
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へ
の

納
入
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約
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れ
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1
隻
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渡
式

製
造

・
工

事
等 製

造
・
検

査
・
試

運
転

・
現

地
輸

送

運
用

計
画

策
定 燃

料
費

供
与

契
約

設
置

工
事

設
置

工
事

（
調

整
）

製
造

・
検

査
・
試

運
転

・
現

地
輸

送

製
造

・
検

査
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試

運
転

・
現

地
輸

送

運
用

計
画

策
定

運
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計
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策
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燃
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供

与
契

約

燃
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費
供
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設
置

工
事
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事
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状
況
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査

運
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状
況

調
査

運
用

状
況

調
査
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ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援
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ミクロネシア３国（パラオ共和国、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和
国）は広大な排他的経済水域（ＥＥＺ）を有するが、これら海域を適切に管
理するための海上保安能力が極めて脆弱な状況である。

中国によるミクロネシア３国のＥＥＺへの進出の動きや、アメリカ政府高官
の太平洋島嶼国歴訪などに見られるように、この地域の海洋安全保障上
の重要性が一段と高まっている。

こうした状況下、日米を始めとする関係国の連携・協力の下に、太平洋島
嶼国における海洋管理能力を向上させるための諸施策に支援が求めら
れている。

１．背景と問題点

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 3

① 契機
２００８年４月の笹川会長とマーシャル諸島大統領との会談を契機に検討
が開始され、２００８年「第８回 ミクロネシア大統領サミット」でも「日本から
の支援を歓迎する」旨を表明。

②支援内容に関する関係国「官民合同会議」の開催
■関係国（６国＋２ＮＧＯ）

ミクロネシア３カ国（パラオ共和国、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国）、

日本（海上保安庁）、アメリカ（ＵＳＣＧ），オーストラリア、

日本財団、笹川平和財団

■２０１０年３月 ： 第１回会合（東京）

・調査に基づく支援計画を発表、議論

■２０１０年６月 ： 第２回会合（グアム）

・支援計画の修正案を専門家により議論

■２０１０年１１月 ： 第３回会合（パラオ）

・支援項目を合意。２０１１年度から順次実行で合意

２.  検討の経緯

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 4
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３．事業の目的、目標

本事業を実施することで、ミクロネシア３国及び太平洋地域において、違
法・違反船舶に対する適切な取締り能力及び人命救助や災害時の対応
能力を充実させ、より安全で秩序ある海域にすることを目的とする。

現在、唯一稼働しているパトロール・ボート（３０ｍ型。１９８０年ごろ製造。

オーストラリアの寄贈）は主としてＥＥＺ内の遠距離海域での取締り等に

専従しており、沿岸域の海上保安業務執行が困難な状況であるため、本
事業で小型艇を供与することにより、沿岸域の海上保安能力の向上を目
的とする。

海上での業務実施のために必須である通信能力を向上させることにより、
より効果的に海上保安業務を執行できるような体制を整えることを目指
す。

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 5

４．事業の内容

（１）装備・施設の供与

パラオ会議で合意された支援項目のうち、早急な支援が必要な重要項目で、相手国と

調整・合意できた、以下の装備・施設について、迅速な支援を実施する。

① 小型艇の供与（各国1隻、15m型、多用途、沿岸業務用）

② 通信設備の改善(HFアンテナの新替、VHFレピータ（中継器）の新設、衛星通信
装置の導入)

③ 非常用発電機の供与（パラオのみ）

（２）運用コストの供与

また、上記の装備・施設が、一時的な供与に終わることなく、長期的に適切に活用され
るよう、以下の運用コストの支援を実施する。（2020年3月まで継続予定）

① 小型艇の燃料費の供与

② 小型艇エンジンの定期交換部品等の供与、高度な整備作業の直接指導

③ 「地域合同取締」 参加時の燃料費補助

④ 衛星通信料の供与

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援

＊パラオ会議で合意した支援項目のうち、「ミクロネシア地域の業務調整センター設置」 及び
「遠隔地の燃料タンク設置調査」 （カピンガマランギ環礁）は、上記支援措置の実施後に検討する。

6

74

98

３．事業の目的、目標

本事業を実施することで、ミクロネシア３国及び太平洋地域において、違
法・違反船舶に対する適切な取締り能力及び人命救助や災害時の対応
能力を充実させ、より安全で秩序ある海域にすることを目的とする。

現在、唯一稼働しているパトロール・ボート（３０ｍ型。１９８０年ごろ製造。

オーストラリアの寄贈）は主としてＥＥＺ内の遠距離海域での取締り等に

専従しており、沿岸域の海上保安業務執行が困難な状況であるため、本
事業で小型艇を供与することにより、沿岸域の海上保安能力の向上を目
的とする。

海上での業務実施のために必須である通信能力を向上させることにより、
より効果的に海上保安業務を執行できるような体制を整えることを目指
す。

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 5

４．事業の内容

（１）装備・施設の供与

パラオ会議で合意された支援項目のうち、早急な支援が必要な重要項目で、相手国と

調整・合意できた、以下の装備・施設について、迅速な支援を実施する。

① 小型艇の供与（各国1隻、15m型、多用途、沿岸業務用）

② 通信設備の改善(HFアンテナの新替、VHFレピータ（中継器）の新設、衛星通信
装置の導入)

③ 非常用発電機の供与（パラオのみ）

（２）運用コストの供与

また、上記の装備・施設が、一時的な供与に終わることなく、長期的に適切に活用され
るよう、以下の運用コストの支援を実施する。（2020年3月まで継続予定）

① 小型艇の燃料費の供与

② 小型艇エンジンの定期交換部品等の供与、高度な整備作業の直接指導

③ 「地域合同取締」 参加時の燃料費補助

④ 衛星通信料の供与

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援

＊パラオ会議で合意した支援項目のうち、「ミクロネシア地域の業務調整センター設置」 及び
「遠隔地の燃料タンク設置調査」 （カピンガマランギ環礁）は、上記支援措置の実施後に検討する。
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５．事業実施体制

海上保安庁(JCG)

日本財団(NF)

笹川平和財団(SPF)

アメリカ
(USCG)

オーストラリア

調整
指導・管理

日本海難防止協会 (JAMS) 
シンガポール連絡事務所(NMC)

支援の調整、実施

パラオ(ROP) ミクロネシア連邦 (FSM ） マーシャル諸島 (RMI）

国内委員会

支援実施機関

ミクロネシア３国

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 7

小型艇の例 【主要目】
•長さ: 約15m
•総トン数: 約12 トン
•最大搭載人員：約14名
•エンジン要目: 

最大出力: 約650馬力
エンジン基数：1基
軸数：1軸

•最大速力：約30 ノット
•常用速力：約20 ノット
•航行距離：約400海里 (2/4出力)

8ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援
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小型艇の主な搭載設備

【設備の一例】 ・レーダー
・電子海図
・GPS受信機
・測深装置
・統合航海計器
・HF/VHF 無線送受信機
・衛星通信装置
・救命胴衣、ＥＰＩＲＢ
・探照灯（サーチ・ライト）
・傷病、救助用具

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 9

通信設備の改善

■短波用(HF)通信施設（ミクロネシア、パラオ）

・広帯域ダイポール型アンテナの建設

・無線機の換装、出力増強（ 150W → 250W ）

【アンテナ展張図】

ATU

Grounding W ire

Approx 20M

17m
17m

Lighting 
Rod

HF Rad io

Pow er 
Supply

Coax Contro l Cab les

Aresster

To AC

L ighting 
Rod
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通信設備の改善

■超短波用(VHF)通信施設 (ミクロネシア、パラオ)
・山の上にリピータ（電波中継装置）を設置

通信範囲の改善シミュレーションの例（パラオ）

現状 改善後

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 11

通信設備の改善

■衛星通信装置の導入（ミクロネシア、パラオ、マーシャル）

・小型艇と船艇基地に衛星アンテナと通信装置を設置
（場所に無関係で常に安定した秘匿のある通信）

・一定の衛星通信料を供与（２０２０年３月まで）

陸上通信網

陸上通信網

小型艇 基地

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 12
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非常用発電機の供与（パラオのみ）

（参考例）

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援 13

ミクロネシア3国のEEZ
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15

パラオ共和国
「KABEKEL M’TAL」

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援

16

ミクロネシア連邦
「ＦＳＳ Ｕｎｉｔｙ」
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17

マーシャル諸島共和国
「RMIS LOMOR II」

ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援
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The project for Improvement 
of the coast guard capability 

of the three Micronesian countries
supported by The Nippon Foundation

1
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Three Micronesian States (Republic of  Palau, 
Federated States of Micronesia, Republic of the 
Marshall Islands) have huge area of Exclusive Economic 
Zone(EEZ).  However, their maritime surveillance 
capacity is not enough.

Under this circumstance,  the assistance project for 
capacity upgrading of maritime surveillance are 
required, based on the cooperation of relevant states 
including United States, Australia and Japan.

１．Background

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 3

• The Origin: 
This initiative was welcomed during 8th Micronesian 

President’s Summit in 2008

• 6 Nations and 2 NGO Meetings;
- 1st Meeting in Tokyo, March 2010

・ Assistance Plan based on fact-finding missions 
was reported and discussed 

- 2nd Meeting in Guam, June 2010
・ Amended Assistance Plan was discussed by 

experts 
- 3rd Meeting in Palau, November 2010

・ Assistance Plan was unanimously approved and       
agreed to be implemented from fiscal year of 2011  

２. Previous Meetings

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 4
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３． Purpose and Goal of the Project 

The purpose of this project is to strengthen 

- Maritime surveillance capacity against illegal fishery 

- Search and Rescue, Disaster prevention capacity 

for the peace and order of the sea in the Micronesian region

Patrol boat, that was donated by the Australian government (30m length, 
build around 1980) is mainly working for offshore part of EEZ.  It is difficult 
to patrol in the shore side area. In this project, we provide small patrol 
craft to enhance the maritime surveillance capacity in shore area.

By upgrading communication capability, improve the efficiency of 
maritime surveillance activity.

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 5

４． Outline of Assistance Plan

1) Providing following facilities which needs prompt assistance and are agreed with the 
recipient countries.

① Small craft (one boat for each state, ready-made 15m-long-type,
FRP-hull, coastal multi-purpose/mission)  

② Communication system (new HF antenna, set-up of VHF repeater system, introducing  
satellite communication system)

③ Emergency power generator (for Palau only)

2) Providing following cost, for the actual and best utilization of the 
above-mentioned provided facilities until the end of March 2020.

① Fuel cost for the operation of small craft

② Spare parts and periodical replacement parts, direct guidance/training for high-
tech maintenance work for small craft

③ Fuel cost for the participation of “Regional Surveillance Operation”
coordinated by FFA

④ Satellite communication fee

＊Establishment of Coordination Center for Micronesian Region(CCMR) and Feasibility study and 
environment impact assessment towards construction of a fuel tank in Kapingamarangi will be 
discussed after the above support measure was implemented

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 6
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５．Organization structure for implementation of the project

Japan Coast 
Guard(JCG)
The Nippon 
Foundation (NF)

The Sasakawa Peace 
Foundation(SPF)

United States 
(USCG)

Australia 

ConsultationSupervision 
and guidance

The Japan Association of Marine Safety (JAMS) 
Nippon Maritime Center(NMC)

Implementation of 
Assistance Plan

Republic of 
Palau(ROP)

Federated States of 
Micronesia (FSM ）

Republic of Marshall 
Island (RMI）

Advisory 
Committee

Implementation
Team

Three Micronesian 
Nations

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 7

Sample of Small Patrol Craft

【Specification】
•Length: About 15m
•Gross Tonnage: About 12t
•Maximum number of People 
on Board About 14 persons

•Diesel Engine Specification: 
Maximum power: About 650 PS

•Number of Engine: 1
•Number of Shaft :1
•Maximum Speed：About 30 knots
•Normal Cruising Speed: About 20 knots
•Cruising Distance：About 400NM (2/4)

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 8
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Onboard Equipment

【Example of Equipment】 ・Radar
・Electric Chart
・GPS Receiver
・Echo Sounding device
・Integrated Navigational device
・HF/VHF radio TX/RX device
・Satellite Communication system
・Life jacket, ＥＰＩＲＢ
・ Search Light
・ Medical kit

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 9

Upgrading Communication Capacity

■ HF on shore radio equipments （FSM, ROP）

・Building broad range dipole antenna
・Replacement of radio equipment and 
enhancement of TX power （ 150W → 250W ）

【Image of Antenna】

ATU

Grounding W ire

Approx 20M

17m
17m

Lighting 
Rod

HF Rad io

Pow er 
Supply

Coax Contro l Cab les

Aresster

To AC

L ighting 
Rod
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Upgrading Communication Capacity

■VHF on-shore radio equipment (FSM, ROP)
・Constructing Repeater Antenna on the top of the hill

Sample model of the result of simulation for 
communication range

Current situation After the upgrading

The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 11

Upgrading Communication Capacity

■Satellite Communication Equipment（FSM, ROP, RMI）

・Setting up Satellite antenna and terminal on the small craft and MSU Base

・Providing Communication expenses up to a certain limit 

陸上通信網

Fixed phone network

Small Craft Base
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Providing Emergency Power Generator

（Sample）

13The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries

EEZ of Three Micronesian Nations
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The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 15

Republic of Palau
「KABEKEL M’TAL」
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The project for Improvement of the coast guard capability of the three Micronesian countries 17

Republic of the Marshall Islands
「RMIS LOMOR II」
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ミクロネシア3国
海上保安能力強化支援プロジェクト

2013年12月2日（月）

日本財団海洋グループ

1. ミクロネシア3国の概要と問題

2. 第1フェーズ

3. 第2フェーズ

4. 日本丸代替船支援

5. 緊急支援（台風）
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5

パラオ共和国

マーシャル諸島共和国

パラオ ミクロネシア マーシャル ３国合計

人口 約2万人 約11万人 約7万人 約20万人

面積 458km2 702km2 181km2 1341km2

ＧＤＰ 2.3億ドル 3.3億ドル 1.9億ドル 7.5億ドル
≒750億円

世界第３位のＥＥＺ
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「第1フェーズ 小型艇引渡式＠パラオ」

の映像をご覧下さい。
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「ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト」に関する 

国内委員会の設置について 

平成２３年１月１２日決定   

                                      平成２４年６月１２日最終改正 

 

「ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト」に関する国内委員会を、次のとおり

設置する。 

 

１ 目的 

 日本財団及び笹川平和財団では、パラオ共和国、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国

における海上保安能力強化のため、平成２０年度及び２１年度において、各国への現地調査団

派遣及びアメリカ、オーストラリア、ＦＦＡなど関係者との打合せを通じて、最適な支援方策の検

討を重ねてきたところであり、その結果、平成２２年１１月１１日（木）、パラオにおいて開催した

「第３回ミクロネシア地域の海上保安能力強化に向けた官民共同会議」において、関係６ケ国及

び２財団（日本財団、笹川平和財団）の間で、支援項目に関する基本的な合意を得るに至った。 

 その支援項目は、次のとおり。 

 ①地域コーディネーション・センター（対象３ケ国間の業務調整）の設置 

 ②小型艇の供与 

 ③小型艇用の燃料及びメンテナンス費用の供与、既存の合同演習実施への燃料費の補助 

 ④小型艇用のトレーラー（架台）及び牽引車の供与 

 ⑤小型艇用のボートランプ（陸揚げ用斜路）の建設 

 ⑥ＨＦ/ＶＨＦ等無線設備の改善 

 ⑦非常用発電機（事務所用）の供与 

 ⑧遠隔地地域への燃料タンク建設のための実行可能性調査及び環境アセスメントの実施 

 

 今後、日本海難防止協会やニッポン・マリタイム・センター等において、これらの各支援策を具

体化するに際して、その円滑・的確な実施を図るため、国内の関係機関による委員会を設置し、

本プロジェクトの適切な推進に資することとする。 

 

２ 構成員 

委員長： 笹川平和財団：羽生会長 

委員  ： 海上保安庁：岸本総務部長、高橋国際・危機管理官 

日本海難防止協会：中畑理事長、渡部専務理事、山川調査役 

日本財団：海野常務理事 

ニッポン・マリタイム・センター：中村所長 

笹川平和財団：深井特別基金業務室長 

 

３ オブザーバー等 

 委員長は、必要に応じて、オブザーバー、有識者、関係企業等を出席させることができる。 

 

４ 事務局 

 委員会の事務局は、当分の間、日本財団及び笹川平和財団に置く。 

（了） 
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Memorandum of Understanding

In effecting the following support measures, we, the representatives from the
Government of the Republic of the Marshall lslands and The Japan Association
of Marine Safety, understood as follows:

1. With The Nippon Foundation's support, The Japan Association of Marine
Safety (hereinafter referred to as'JAMS') wil l conduct support measures such
as providing a small patrol craft and communication facil i t ies to the
Government of the Republic of the Marshall lslands (hereinafter referred to as
'the Government') in order to strengthen marit ime surveil lance capacity in the
Micronesian region. The details and specifications of the support measures
are as stated in Annex 1.

2. The Government shall operate the small patrol craft and communication
facil i t ies appropriately with the understanding of the purpose of the support
measures.

3. After the handover of the small patrol craft and communication facil i t ies, the
Government shall bear all the expenses for their operation, maintenance and
repair, except as expressly stated in Annex 2.which wil l be borne by JAMS
with The Nippon Foundation's support.

4. The venue and timing of the handover of the small patrol craft and
communication facil i t ies wil l be decided through consultations to be held
between the two parties.

5. Any other matters which are not dealt with in this Memorandum will be
decided through consultations to be held between the two parties.

This Memorandum of Understanding is executed by the representatives'
undersigned.

sisned onl$Wtu1 frdit "?;J\L sisned on 
-Jo*.. 

\2 r LolZ

Minister
Ministry of Justice
For and on behalf of the Government of
Republ ic of the Marshal l  ls lands

d4irt^io Mffu u,I,lt
Michio Matsuura
President
For and on behalf of
The Japan Association of
Marine Safety
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Memorandum of Understanding - Annex 1

Details and specifications of the support measures

1. A small patrol craft

Specifications of the small patrol craft and its onboard equipment which will be
provided to the Government of the Republic of the Marshall lslands will be as
follows,

1) Basic specification of the small patrol craft
o Size: '15-meter size boat
o Material  of Hul l :  Single skin FRP
o Gross tonnage: approx. 12 Tons
o Maximum number of people onboard: approx. 14 persons
o Engine:

Maximum power: approx. 450kW (650PS)
Number of Engine: 1
Number of propeller shaft: 1(Fixed Pitch)

o Maximum Speed: approx. 30 knots
o Normal Cruising Speed: approx. 2Oknots
o Capacity of fuel tank: approx. 1,300 liters
o Cruising Distance: approx.400miles (at2l4 output) *

* Estimated theoretical fuel consumption

2) Onboard equipment for the boat
O Radar
o Electric chart
a Echo Sounding device
o GPS Receiver, AIS Receiver
o Integrated navigational device (NAVNET etc.)
o HF/VHF radio communication device
a Satellite communication system
o Safety & Firefighting equipment including life jackets, EPIRB, Radar

Transponder, fire exti nguisher
o Anchor and anchor winch
o Emblem of the RMI Sea Patrol
o Flash warning l ight
o Search light
o Loud speaker system

M PI.
129

153

Memorandum of Understanding - Annex 1

Details and specifications of the support measures

1. A small patrol craft

Specifications of the small patrol craft and its onboard equipment which will be
provided to the Government of the Republic of the Marshall lslands will be as
follows,

1) Basic specification of the small patrol craft
o Size: '15-meter size boat
o Material  of Hul l :  Single skin FRP
o Gross tonnage: approx. 12 Tons
o Maximum number of people onboard: approx. 14 persons
o Engine:

Maximum power: approx. 450kW (650PS)
Number of Engine: 1
Number of propeller shaft: 1(Fixed Pitch)

o Maximum Speed: approx. 30 knots
o Normal Cruising Speed: approx. 2Oknots
o Capacity of fuel tank: approx. 1,300 liters
o Cruising Distance: approx.400miles (at2l4 output) *

* Estimated theoretical fuel consumption

2) Onboard equipment for the boat
O Radar
o Electric chart
a Echo Sounding device
o GPS Receiver, AIS Receiver
o Integrated navigational device (NAVNET etc.)
o HF/VHF radio communication device
a Satellite communication system
o Safety & Firefighting equipment including life jackets, EPIRB, Radar

Transponder, fire exti nguisher
o Anchor and anchor winch
o Emblem of the RMI Sea Patrol
o Flash warning l ight
o Search light
o Loud speaker system

M PI.
129

153



o Binoculars
o Mooring equipment including ropes, fenders
o Medical & Rescue set
o Lifting Cradle and slings

3) lnitial basic instruction for operating the small patrol craft

At the time of handover of the small patrol craft, the small craft maker will
provide following initial basic instruction to personnel of the recipient
government
i. Basic instruction and training for maneuvering the small craft
ii. Basic instruction for maintenance of the small craft and its engine
iii. Basic instruction in use of lifting cradle and sling

2. Upqradinq Communication Capabilitv

ln order to upgrade communication capability of the RMI Sea Patrol, satellite
communication system will be provided, including Satellite antennas and
terminal devices on the small patrol craft and RMI Sea Patrol's office for
telephone and data communication to secure clear and confidential
communicat ion.
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Memorandum of Understanding - Annex 2

Support measures whose expenses will be borne by the Japanese side

Following support measures wil l be provided at the expense of The Japan
Association of Marine Safety (JAMS) in order to secure and facil i tate law
enforcement activit ies and other coast guard activit ies by the RMI Sea Patrol.

1. Provision of spare parts and support of maintenance for the small patrol craft

1) Spare parts wil l be provided based on the standardized periodical
maintenance plan made by the small craft maker

2) JAMS will provide technical instruction and training for maintenance of the
small craft in RMI on the occasion of annual heavy maintenance work.

3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of
the small craft until the end of March 2020.

4) The above-mentioned support wil l be conducted by a designated company
under the contract with JAMS

5) Except for above-mentioned support measures, the daily check and
periodical maintenance including the pre-departure check shall be duly
conducted by the crewmembers/personnel of the RMI Sea Patrol based on
the "Check and maintenance manual" made by the small patrol craft maker.

6) The repair cost for the damages caused whether intentionally or negligently,
wil l not be covered by JAMS.

2. Fuel cost support for the small patrol craft

1) JAMS will bear the cost of fuel for the small patrol craft to a l imited amount.
2) Budget for fuel cost support is 4,000,000 Japanese Yen per year (JAMS's

fiscal year which starts in April to next March every year). This amount of
cost is calculated based on the predicted annual fuel consumption of 36k1.

3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of
the small craft until the end of March 2020

4) The way of payment of fuel cost wil l be informed by JAMS at the later date.
5) The RMI Sea Patrol shall record the daily activit ies of the small craft in the

designated form and report to JAMS every beginning of the following month,
based on the previous month record.

6) JAMS will send their personnel for auditing purposes at least once a year.
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3. Fuel cost support for the participation of "Reqional Surveil lance Operations"

1) Some portion of the fuel cost for the vessels that participates in the
"Regional Surveil lance Operations" wil l be borne by JAMS

2) Budget for fuel cost support is 3,000,000 Japanese Yen per year.
3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of

the small craft until the end of March 2020
4) The way of payment of fuel cost wil l be informed by JAMS at the later date.
5) The RMI Sea Patrol shall record the activit ies of the participating vessel in

the designated form and report to JAMS every 6 months (April and October),
based on the previous 6-month record.

6) JAMS will send their personnel for auditing purposes at least once a year.

4 Satell i te communication fee support

1) Communication fee for the satell i te communication system will be borne
by JAMS to a l imi ted amount.

2) Amount of satell i te communication fee support is the total expense for 120
hours telephone communication and 12MB data communication annually.
(10 hours te lephone communicat ion and 1MB data communicat ion,  monthly)

3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of
the small craft until the end of March 2020

4) The fee is to be paid directly by JAMS to the contracted communication
company.

5) The ceil ing of monthly expense wil l be set by JAMS, as follows:
- The monthly expense limit is the total expense of 10 hours telephone
communicat ion and 1MB data communicat ion

- When reached 80% of the monthly expense limit, Expense-limit warning
mai l  is  issued.

- When reached 100o/o of the monthly expense limit, Expense-limit warning
mail is re-issued and the data communication wil l be stopped. Even in such
situation, telephone communication is not stopped for the purpose of
emergency calls.

F"h, /\,4 A4 ,
132

156

3. Fuel cost support for the participation of "Reqional Surveil lance Operations"

1) Some portion of the fuel cost for the vessels that participates in the
"Regional Surveil lance Operations" wil l be borne by JAMS

2) Budget for fuel cost support is 3,000,000 Japanese Yen per year.
3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of

the small craft until the end of March 2020
4) The way of payment of fuel cost wil l be informed by JAMS at the later date.
5) The RMI Sea Patrol shall record the activit ies of the participating vessel in

the designated form and report to JAMS every 6 months (April and October),
based on the previous 6-month record.

6) JAMS will send their personnel for auditing purposes at least once a year.

4 Satell i te communication fee support

1) Communication fee for the satell i te communication system will be borne
by JAMS to a l imi ted amount.

2) Amount of satell i te communication fee support is the total expense for 120
hours telephone communication and 12MB data communication annually.
(10 hours te lephone communicat ion and 1MB data communicat ion,  monthly)

3) The above-mentioned support wil l be provided from the day of handover of
the small craft until the end of March 2020

4) The fee is to be paid directly by JAMS to the contracted communication
company.

5) The ceil ing of monthly expense wil l be set by JAMS, as follows:
- The monthly expense limit is the total expense of 10 hours telephone
communicat ion and 1MB data communicat ion

- When reached 80% of the monthly expense limit, Expense-limit warning
mai l  is  issued.

- When reached 100o/o of the monthly expense limit, Expense-limit warning
mail is re-issued and the data communication wil l be stopped. Even in such
situation, telephone communication is not stopped for the purpose of
emergency calls.

F"h, /\,4 A4 ,
132

156



133

157

133

157



「
ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
３
国
の
海
上
保
安
能
力
強
化
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

パ
ラ
オ
共

和
国

で
「
引

渡
式

」
を
実

施
月

日
：
平

成
24

年
10

月
12

日
（
金

）
場

所
：
パ

ラ
オ
共

和
国

法
務

省
Di
vi
sio

n
of
 M

ar
in
e 
La
w
   

En
fo
rc
em

en
t 岸

壁

日
本
海
難
防
止
協
会

ト
リ
ビ
オ
ン
大
統
領
の
挨
拶

日
本
財
団
・
海
野
常
務
理

事
の
挨
拶

主
要
参

列
者

パ
ラ
オ
共
和
国

大
統
領
表
敬
訪
問

供
与
小

型
艇

「
KA

BE
KE
L 
M
’T
AL
」
で
体
験
航
海

「
KA

BE
KE
L 
M
’T
AL
」
船

上
で
、
各
国

制
服

組
の

記
念

撮
影

（
パ
ラ
オ
海
上
法
令
執
行
局
職
員
、

有
馬

海
上

保
安

渉
外

官
、
豪

海
軍

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
）

134

158

「
ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
３
国
の
海
上
保
安
能
力
強
化
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

パ
ラ
オ
共

和
国

で
「
引

渡
式

」
を
実

施
月

日
：
平

成
24

年
10

月
12

日
（
金

）
場

所
：
パ

ラ
オ
共

和
国

法
務

省
Di
vi
sio

n
of
 M

ar
in
e 
La
w
   

En
fo
rc
em

en
t 岸

壁

日
本
海
難
防
止
協
会

ト
リ
ビ
オ
ン
大
統
領
の
挨
拶

日
本
財
団
・
海
野
常
務
理

事
の
挨
拶

主
要
参

列
者

パ
ラ
オ
共
和
国

大
統
領
表
敬
訪
問

供
与
小

型
艇

「
KA

BE
KE
L 
M
’T
AL
」
で
体
験
航
海

「
KA

BE
KE
L 
M
’T
AL
」
船

上
で
、
各
国

制
服

組
の

記
念

撮
影

（
パ
ラ
オ
海
上
法
令
執
行
局
職
員
、

有
馬

海
上

保
安

渉
外

官
、
豪

海
軍

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
）

134

158



135

159

135

159



136

160

136

160



skip navigations | English

ホーム | ⼤使館案内 | 領事情報 | ⼆国間関係 | 政治・経済 | ODA | 広報⽂化 | 外務省サイト | リンク

在パラオ日本国大使館
Embassy of Japan in the Republic of Palau

ホーム＞⼤使館案内＞パラオ便り＞2012年10⽉ 

⼤使館案内

⼤使挨拶

⼤使からの寄稿⽂
(｢外交｣Vol.3より転載)

⼤使館基本情報

パラオ便り

パラオ基本情報

◆パラオ便り(2012年10⽉)

｢日本財団による小型監視艇及び通信機器の引渡し式開催｣

10⽉12⽇、これまで数年に亘り準備されてきた
⽇本財団による⼩型監視艇と通信設備の引渡し式
がコロール州マラカル島で実施されました。この
プロジェクトは、パラオ・ミクロネシア・マーシ
ャル諸島の三国の海上保安体制を強化するため、
パトロールボートとその整備や燃料に関する費
⽤、またパトロールに必要な通信設備を⽇本財団
が供与するという物です。

パラオにはこれまでレメリーク号という⼤型の
パトロールボートがありましたが、これは遠⽅の
違法漁船などをパトロールする目的のものです。今回供与された監視艇は、⼩型で非常にスピードが
速く、悪天候でも出港できるような最新設備を備えています。そのため、近場の違法操業現場に急⾏
する等のパトロールに適しているだけでなく、地元⺠や観光客が海難事故に遭った時の海難救助等に
も適しています。これまでのレメリーク号と2隻で相乗効果を発揮し、パラオの海の安全の強化に⼤き
く貢献するでしょう。

パラオに供与されたボートは、他の2国とは異な
り、ボート前⾯にサメの顔が描かれており、船の
名前はトリビオン⼤統領によりKabekel Mʼtalと名
付けられました。Kabekelはパラオ伝統的戦闘カヌ
ー、Mʼtalはサメを表し、パラオの海の安全を守る
強さがイメージされています。引渡し式当⽇は、
それまでの⻑い悪天候が嘘のように快晴となり、
トリビオン⼤統領や海野⽇本財団常務理事、貞岡
⼤使をはじめ、⼤勢の⽅が出席しました。式典で
はボートの試乗会や⽇本酒の鏡割り、テープカッ
ト等が華やかな雰囲気の中で⾏われました。共に
海に囲まれた島国である⽇本とパラオがこれから
海に関する様々な分野で更に協⼒関係を深めて⾏
くことが期待されます。

｢日本遺族会の再訪～オメケサンへの車いすの寄贈～｣

今年2⽉にもパラオを訪問し(パラオ便り(2012
年2⽉号参照))、障害者団体オメケサンに⾞いす1
台を寄贈した⽇本遺族会の⽅々が、10⽉28⽇から
11⽉3⽇にかけて再びパラオを訪問しました。

今回の訪問でも、前回同様、オメケサンに対し
⾞いす1台やタオル、帽⼦など様々な贈り物を持っ
て来ました。29⽇に教育省特別教育課で⾏われた
引渡し式では、森⽥⽇本遺族会副会⻑からオメケ
サンのスタッフに⾞いすが渡され、オメケサンか
らは「我々は非営利団体なので、資⾦繰りが⼤変
ですが、このような継続的な⽀援をいただけて本

当に助かっています。スタッフ⼀同、非常に感謝しています。」とお礼の⾔葉が送られました。

この後、慰霊団の⽅々はペリリュー島・アンガウル島で慰霊巡拝等の⽇程をこなしました。 

「世界柔道の日に柔道トーナメント開催」

10⽉28⽇は「世界柔道の⽇」です。パラオでも、パラオ柔道連盟が世界柔道の⽇に
ちなんで、柔道の知名度を上げ、パラオ⼈により柔道に親しんでもらおうと、柔道ト
ーナメントを開催しました。

1/2ページ在パラオ日本国大使館
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

パラオにおける通信機能の大幅改善 

2012 年 12 月 26 日 

日本海難防止協会 

 

2012 年（平成 24 年）12 月 26 日、パラオ共和国の法務省海上法令執行部長

（Mr. Thomas Tutii）より、本件プロジェクトで実施した無線通信設備の支援

により、通信機能の大幅な改善を確認した旨の報告がありましたので、その要

旨を、次のとおり報告します。 

 

１ ＨＦ（短波帯、遠距離用）通信の改善 

これまで、インドネシアやフィリピン漁船による密漁事案多数海域である同

国の南西海域（トビ州付近、首都から約６００ｋｍ）、及び同国ＥＥＺ等の遠距

離海域との通信は、非常に不安定であり、季節や時刻等によっては通信できな

い場合もあったが、今回の施設整備（大型アンテナ建設、送信機出力増強）後、

既存パトロール・ボート「REMELIIK」（オーストラリアから寄贈）の取締り行動

等を活用して、遠距離海域との通信状況を確認したところ、次の３例のとおり、

非常に良好な通信が実施でき、大きな改善効果が確認された。 

（例１） 同国の南西方向に約６００ｋｍ以上離れているトビ州付近との通信

が非常に良好だった。 
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（例２） 同国の北東方向に約４５０ｋｍ以上離れているミクロネシア連邦の

ヤップ島付近との通信が非常に良好だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例３） 同国の東方向に約１，０００ｋｍ以上離れているミクロネシア連邦の

海域内との通信が非常に良好だった。 
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（例２） 同国の北東方向に約４５０ｋｍ以上離れているミクロネシア連邦の

ヤップ島付近との通信が非常に良好だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例３） 同国の東方向に約１，０００ｋｍ以上離れているミクロネシア連邦の

海域内との通信が非常に良好だった。 
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２ ＶＨＦ（超短波帯、近距離用）通信の改善 

 これまで、パラオ共和国海上法令執行部では、その庁舎の屋根にＶＨＦ用の

簡素なアンテナ設置のみであったため、そこから見渡せる範囲（港内の極めて

一部）だけの通信しかできなかったが、今回の施設整備（パラオの南西海域が

見渡せる山の中腹にＶＨＦ電波の自動中継装置を設置）後、小型艇「KABEKEL 

M’TAL」等を使用して通信範囲の実測調査を行ったところ、(図１)のとおり、

パラオの南西海域において、当初の予想以上の広い海域（ペリリュー島も含む）

で良好なＶＨＦ通信ができるようになり、極めて大きな改善効果が確認された。 

 

 

（図１）赤色の範囲のＶＨＦ通信が可能となった（従来は VHF 通信不可海域） 
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他方、パラオに入港する貨物船等が使用する「西航路」方面とは、依然とし

てＶＨＦ通信ができないので、今後は、この海域（図２の赤色）ともＶＨＦ通

信が可能となるような措置を強く希望している。 

（注：今回のＶＨＦの施設整備は、予算等も考慮し、ダイビング事故が多く

発生する南西海域での通信機能改善を主目的として実施したものである。） 

 

（図２）赤色の範囲が「西航路」方面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ まとめ及び所見 

 本プロジェクトによる通信施設整備の支援により、ＨＦ，ＶＨＦともに、当

初の想定以上の改善効果が確認された。 

 また、ＶＨＦ通信については、今回の整備でＶＨＦ通信の有効性が認識され

たこともあり、現在は通信範囲に入っていない「西航路」（一般貨物船等が通行

する）や、北部海域（先般、中国密漁船事件があった）などもカバーできるＶ

ＨＦレピータ施設の整備が強く希望されている。 

 （注：先般の台風来襲により、ＶＨＦレピータのアンテナを取り付けてあっ

た放送用鉄塔が倒壊したため、レピータも使用不能となった。現在、詳細
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他方、パラオに入港する貨物船等が使用する「西航路」方面とは、依然とし

てＶＨＦ通信ができないので、今後は、この海域（図２の赤色）ともＶＨＦ通

信が可能となるような措置を強く希望している。 

（注：今回のＶＨＦの施設整備は、予算等も考慮し、ダイビング事故が多く

発生する南西海域での通信機能改善を主目的として実施したものである。） 

 

（図２）赤色の範囲が「西航路」方面 
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初の想定以上の改善効果が確認された。 
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 （注：先般の台風来襲により、ＶＨＦレピータのアンテナを取り付けてあっ

た放送用鉄塔が倒壊したため、レピータも使用不能となった。現在、詳細

状況等調査中。） 
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/
/
w
w
w
.h
ig
h
be
am

.c
o
m
/
do

c
/
1
G
1
-
2
7
8
5
3
9
8
8
3
.h
tm

l
h
tt
p:
/
/
ya
ps
ta
te
go
v.
o
rg
/
N
e
w
s/
0
1
-
2
0
1
2
/
0
1
-
3
1
-
1
2
.h
tm

月
3
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「
ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
３
国
の
海
上
保
安
能
力
強
化
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

関
連
記
事
一
覧

日
本
海
難
防
止
協
会

2
0
1
4
0
2
2
4
現
在

番
号

年
月
日

曜
媒

体
タ

イ
ト

ル
内

容
備
考
（
Ｕ
Ｒ
Ｌ
な
ど
）

1
2
0
1
0
1
1
1
0

水
S
P
F
T
V
：

y
o
u
 
t
u
b
e

I
n
t
e
r
v
i
e
w
 
w
i
t
h
 
M
r
.
J
o
h
n
 
F
r
i
t
z
,
 
t
h
e
 
a
m
b
a
s
s
a
d
o
r
 
o
f
 
t
h
e
 
F
e
d
e
r
a
t
e
d

S
t
a
t
e
s
 
o
f
 
M
i
c
r
o
n
e
s
i
a
 
t
o
 
J
a
p
a
n

2
0
1
0
年

1
1
月

の
開

催
さ

れ
る

パ
ラ

オ
会

議
の

前
に

、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
フ

リ
ッ

ツ
大

使
に

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

し
た

も
の

。
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.y
o
u
tu
be
.c
o
m
/
w
at
c
h
?v
=
B
U
2
B
P
5
Z
W
0
zg

2
2
0
1
1
1
1
0
1

火
在

日
Ｆ

Ｓ
Ｍ

大
使

館
Ｈ

Ｐ
：

大
使

の
日

記
日

本
海

難
防

止
協

会
の

皆
様

ご
来

館
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

説
明

の
た

め
、

大
使

館
を

訪
問

し
た

紹
介

h
tt
p:
/
/
fs
m
e
m
b.
o
r.
jp
/
bl
o
g/
pa
ge
/
1
8
/

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
統

領
府

の
Ｈ

Ｐ
：

G
o
v
e
r
n
m
e
n
t
 
o
f
 
t
h
e
 
F
e
d
e
r
a
t
e
d
 
S
t
a
t
e
s

o
f
 
M
i
c
r
o
n
e
s
i
a

T
h
e
 
F
S
M
 
a
n
d
 
t
h
e
 
J
a
p
a
n
 
A
s
s
o
c
i
a
t
i
o
n
 
o
f
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
a
f
e
t
y
 
s
i
g
n

a
s
s
i
s
t
a
n
c
e
 
p
a
c
k
a
g
e
 
M
O
U

M
O
U
署

名
：

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

政
府

：
プ

レ
ス

リ
リ

ー
ス

（
P
u
b
l
i
c
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n

O
f
f
i
c
e
)

Ｆ
Ｓ

Ｍ
で

の
Ｍ

Ｏ
Ｕ

署
名

式
に

関
す

る
記

事

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
統

領
府

の
Ｈ

Ｐ
：

F
e
d
e
r
a
t
e
d
 
S
t
a
t
e
s
 
o
f
 
M
i
c
r
o
n
e
s
i
a

P
u
b
l
i
c
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n
 
O
f
f
i
c
e
 
(
P
r
e
s
s

R
e
l
e
a
s
e
s
)

T
h
e
 
F
S
M
 
a
n
d
 
t
h
e
 
J
a
p
a
n
 
A
s
s
o
c
i
a
t
i
o
n
 
o
f
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
a
f
e
t
y
 
s
i
g
n

a
s
s
i
s
t
a
n
c
e
 
p
a
c
k
a
g
e
 
M
O
U

Ｆ
Ｓ

Ｍ
で

の
Ｍ

Ｏ
Ｕ

署
名

式
に

関
す

る
記

事

4
2
0
1
2
0
1
3
0

月
S
t
a
t
e
s
 
N
e
w
s
 
S
e
r
v
i
c
e

(
H
i
g
h
B
e
a
m
 
R
e
s
e
a
r
c
h
)

T
h
e
 
F
S
M
 
a
n
d
 
t
h
e
 
J
a
p
a
n
 
A
s
s
o
c
i
a
t
i
o
n
 
o
f
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
a
f
e
t
y
 
s
i
g
n

a
s
s
i
s
t
a
n
c
e
 
p
a
c
k
a
g
e
 
M
O
U

Ｆ
Ｓ

Ｍ
で

の
Ｍ

Ｏ
Ｕ

署
名

式
に

関
す

る
記

事
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.h
ig
h
be
am

.c
o
m
/
do

c
/
1
G
1
-
2
7
8
5
3
9
8
8
3
.h
tm

l

5
2
0
1
2
0
1
3
1

火
I
s
l
a
n
d
s
 
B
u
s
i
n
e
s
s

F
S
M
,
 
J
a
p
a
n
 
g
r
o
u
p
 
s
i
g
n
 
a
s
s
i
s
t
a
n
c
e
 
p
a
c
k
a
g
e
 
M
O
U

Ｆ
Ｓ

Ｍ
で

の
Ｍ

Ｏ
Ｕ

署
名

式
に

関
す

る
記

事

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.is
la
n
ds
bu
si
n
e
ss
.c
o
m
/
n
e
w
s/
in
de
x_
dy
n
am

ic
/
c
o
n
ta
in
e
r

N
am

e
T
o
R
e
pl
ac
e
=
M
id
dl
e
M
id
dl
e
/
fo
c
u
sM

o
du
le
ID
=
1
3
0
/
fo
c
u
sC

o
n
te
n

tI
D
=
2
7
1
1
7
/
ta
bl
e
N
am

e
=
m
e
di
aR

e
le
as
e
/
o
ve
ri
de
S
ki
n
N
am

e
=
n
e
w
sA

rt
ic
le
-
fu
ll.
tp
l

6
2
0
1
2
0
1
3
1

火
E
i
g
h
t
h
 
Y
a
p
 
S
t
a
t
e
s
 
L
e
g
i
s
l
a
t
u
r
e

T
h
e
 
F
S
M
 
a
n
d
 
t
h
e
 
J
a
p
a
n
 
A
s
s
o
c
i
a
t
i
o
n
 
o
f
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
a
f
e
t
y
 
s
i
g
n

a
s
s
i
s
t
a
n
c
e
 
p
a
c
k
a
g
e
 
M
O
U

Ｆ
Ｓ

Ｍ
で

の
Ｍ

Ｏ
Ｕ

署
名

式
に

関
す

る
記

事
h
tt
p:
/
/
ya
ps
ta
te
go
v.
o
rg
/
N
e
w
s/
0
1
-
2
0
1
2
/
0
1
-
3
1
-
1
2
.h
tm

7
2
0
1
2
0
6
2
1

木
海

洋
政

策
研

究
財

団
機

関
誌

「
海

洋
白

書
2
0
1
2
」

太
平

洋
島

嶼
国

に
よ

る
海

洋
管

理
へ

の
日

米
豪

の
協

力
山

川
調

査
役

に
よ

る
太

平
洋

島
嶼

国
に

対
す

る
各

国
の

動
き

、
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
す

る
執

筆

8
2
0
1
2
0
7
0
9

月
F
S
M
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n

F
S
M
 
S
m
a
l
l
 
P
a
t
r
o
l
 
C
r
a
f
t
 
F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
A
r
r
i
v
e
s
 
a
t
 
P
o
h
n
p
e
i
 
W
h
a
r
f

Ｆ
Ｓ

Ｍ
に

到
着

し
た

小
型

艇
を

紹
介

す
る

記
事

9
2
0
1
2
0
7
1
0

火
M
a
r
i
a
n
a
s
 
V
a
r
i
e
t
y
 
4

F
S
M
 
h
a
s
 
n
e
w
 
s
m
a
l
l
 
p
a
t
r
o
l
 
c
r
a
f
t

Ｆ
Ｓ

Ｍ
に

到
着

し
た

小
型

艇
を

紹
介

す
る

記
事

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.m
va
ri
e
ty
.c
o
m
/
re
gi
o
n
al
-
n
e
w
s/
pa
la
u
pa
c
if
ic
-

n
e
w
s/
4
7
8
4
9
-
fs
m
-
h
as
-
n
e
w
-
sm

al
l-
pa
tr
o
l-
c
ra
ft
.p
h
p

1
0

2
0
1
2
0
8
0
8

水
在

日
Ｆ

Ｓ
Ｍ

大
使

館
Ｈ

Ｐ
：

大
使

の
日

記
日

本
海

難
防

止
協

会
の

お
２

人
が

来
館

さ
れ

ま
し

た
招

へ
い

研
修

修
了

の
報

告
と

、
Ｆ

Ｓ
Ｍ

に
小

型
艇

が
到

着
し

た
報

告
の

た
め

、
大

使
館

を
訪

問
し

た
紹

介
h
tt
p:
/
/
fs
m
e
m
b.
o
r.
jp
/
bl
o
g/
pa
ge
/
6
/

1
1

2
0
1
2
0
8
1
7

金
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
大

統
領

府
の

Ｈ
Ｐ

：
G
o
v
e
r
n
m
e
n
t
 
o
f
 
t
h
e
 
F
e
d
e
r
a
t
e
d
 
S
t
a
t
e
s

o
f
 
M
i
c
r
o
n
e
s
i
a

F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
o
f
f
i
c
i
a
l
l
y
 
j
o
i
n
s
 
F
S
M
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
u
r
v
e
i
l
l
a
n
c
e
 
f
l
e
e
t

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
記

事
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.f
sm

pi
o
.f
m
/
R
E
L
E
A
S
E
S
/
2
0
1
2
/
au
gu
st
_1
2
/
0
8
_0
6
_1
2
.h
t

m
l

1
2

2
0
1
2
0
8
1
9

日
日

本
財

団
の

F
a
c
e
b
o
o
k

小
型

の
警

備
艇

を
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
“

魅
惑

の
島

々
”

に
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
で

の
引

渡
式

に
関

す
る

記
事

・
「

引
渡

式
」

の
様

子
や

関
連

経
緯

等
を

掲
載

（
写

真
６

枚
）

1
3

2
0
1
2
0
8
2
0

月
日

本
海

事
新

聞
小

型
警

備
艇

の
供

与
開

始
 
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
3
カ

国
向

け
　

海
保

能
力

強
化

を
支

援
日

本
財

団
な

ど
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
で

の
引

渡
式

に
関

す
る

記
事

・
「

引
渡

式
」

の
様

子
や

関
連

経
緯

等
を

掲
載

（
写

真
２

枚
）

1
4

2
0
1
2
0
8
2
1

火
F
S
M
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n

F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
o
f
f
i
c
i
a
l
l
y
 
j
o
i
n
s
 
F
S
M
　

M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
u
r
v
e
i
l
l
a
n
c
e
 
f
l
e
e
t

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
記

事

1
5

2
0
1
2
0
8
2
2

水

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

大
統

領
府

の
Ｈ

Ｐ
：

F
e
d
e
r
a
t
e
d
 
S
t
a
t
e
s
 
o
f
 
M
i
c
r
o
n
e
s
i
a

P
u
b
l
i
c
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n
 
O
f
f
i
c
e
 
(
P
r
e
s
s

R
e
l
e
a
s
e
s
)

F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
o
f
f
i
c
i
a
l
l
y
 
j
o
i
n
s
 
F
S
M
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
u
r
v
e
i
l
l
a
n
c
e
 
f
l
e
e
t

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
記

事
・

「
引

渡
式

」
の

様
子

や
関

連
経

緯
等

を
掲

載
（

写
真

１
枚

）
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.f
sm

pi
o
.f
m
/
R
E
L
E
A
S
E
S
/
2
0
1
2
/
au
gu
st
_1
2
/
0
8
_0
6
_1
2
.h
t

m
l

1
6

2
0
1
2
0
8
2
2

木
日

本
財

団
：

y
o
u
 
t
u
b
e

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

３
国

の
海

上
保

安
強

化
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
～

警
備

艇
を

引
き

渡
し

～
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
で

の
引

渡
式

に
関

す
る

動
画

・
「

引
渡

式
」

の
様

子
や

関
連

経
緯

等
を

掲
載

・
体

験
航

海
の

状
況

も
紹

介
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.y
o
u
tu
be
.c
o
m
/
w
at
c
h
?v
=
w
L
dH

h
bR

iK
qE

1
7

2
0
1
2
0
8
2
2

木
T
h
e
 
K
a
s
e
l
e
h
l
i
e
 
P
r
e
s
s

（
現

地
新

聞
Ｈ

Ｐ
）

F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
o
f
f
i
c
i
a
l
l
y
 
j
o
i
n
s
 
F
S
M
 
M
a
r
i
t
i
m
e
 
S
u
r
v
e
i
l
l
a
n
c
e
 
f
l
e
e
t

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
記

事
h
tt
p:
/
/
w
w
w
.k
pr
e
ss
.in
fo
/
in
de
x.
ph
p/
si
te
-
m
ap
/
2
0
2
-
fs
s-
u
n
it
y-

o
ff
ic
ia
lly
-
jo
in
s-
fs
m
-
m
ar
it
im
e
-
su
rv
e
ill
an
c
e
-
fl
e
e
t

1
8

2
0
1
2
0
8
2
3

木
日

本
財

団
ブ

ロ
グ

・
マ

ガ
ジ

ン
小

型
警

備
艇

ま
ず

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

に
　

マ
グ

ロ
違

法
操

業
の

取
り

締
ま

り
強

化

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
ブ

ロ
グ

・
「

引
渡

式
」

の
様

子
や

関
連

経
緯

等
を

掲
載

（
写

真
５

枚
）

・
日

本
海

事
新

聞
の

記
事

と
ほ

ぼ
同

趣
旨

。
た

だ
し

、
写

真
は

本
文

と
無

関
係

の
も

の
も

掲
載

し
て

い
る

。
・

Y
o
u
 
T
u
b
e
の

動
画

を
リ

ン
ク

付
け

で
掲

載

h
tt
p:
/
/
bl
o
g.
c
an
pa
n
.in
fo
/
ko
h
o
/
da
ily
/
2
0
1
2
0
8
/
2
3

1
9

2
0
1
2
0
8
2
7

月
M
a
r
i
a
n
a
s
 
V
a
r
i
e
t
y
4

F
S
S
 
U
n
i
t
y
 
j
o
i
n
s
 
F
S
M
 
m
a
r
i
t
i
m
e
 
s
u
r
v
e
i
l
l
a
n
c
e
 
f
l
e
e
t

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
の

引
渡

式
に

関
す

る
記

事
h
tt
p:
/
/
w
w
w
2
.m
va
ri
e
ty
.c
o
m
/
re
gi
o
n
al
-
n
e
w
s/
pa
la
u
pa
c
if
ic
-

n
e
w
s/
4
9
1
4
4
-
fs
s-
u
n
it
y-
jo
in
s-
fs
m
-
m
ar
it
im
e
-
su
rv
e
ill
an
c
e
-
fl
e
e
t

2
0
1
2
0
1
3
0

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.f
sm

go
v.
o
rg
/
pr
e
ss
/
pr
0
1
3
0
1
2
.h
tm

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.h
ig
h
be
am

.c
o
m
/
do

c
/
1
G
1
-
2
7
8
5
3
9
8
8
3
.h
tm

l
h
tt
p:
/
/
ya
ps
ta
te
go
v.
o
rg
/
N
e
w
s/
0
1
-
2
0
1
2
/
0
1
-
3
1
-
1
2
.h
tm

月
3

206
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「
ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
３
国
の
海
上
保
安
能
力
強
化
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

関
連
記
事
一
覧

日
本
海
難
防
止
協
会

2
0
1
4
0
2
2
4
現
在

番
号

年
月
日

曜
媒

体
タ

イ
ト

ル
内

容
備
考
（
Ｕ
Ｒ
Ｌ
な
ど
）

2
0

2
0
1
2
0
8
2
8

火
イ

テ
ィ

マ
イ

・
運

輸
通

信
イ

ン
フ

ラ
大

臣
の

F
a
c
e
b
o
o
k

（
タ

イ
ト

ル
な

し
）

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

で
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を
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2013 年 12 月 2 日 
日本財団 

 
パラオ共和国における海上保安能力強化支援プロジェクト調印式（参考資料） 

 
1. パラオ共和国を含むミクロネシア 3 国における現状 

 
ミクロネシア 3 国は、総人口わずか 19 万人、総 GDP は 740 百万 US ドル

の小規模国家であるものの、排他的経済水域(EEZ)の広さは約 550 万平方キ

ロメートルにも及び、世界第 6 位の規模を誇る日本の海域 450 万平方キロメ

ートルを上回る。この広大な EEZ 内には、マグロ、カツオ、カジキをはじめ

とする貴重な水産資源の宝庫となっているほか、コバルトリッチクラストな

どの深海底資源の存在も確認されている。 
 

ミクロネシア 3 国の基本データ 
 人 口 GDP（百万 US$） EEZ(km2) 

パラオ 21,108 228 629,000 
ミクロネシア 106,104 327 2,131,000 
マーシャル 69,747 187 2,780,000 

合計 196,959 742 5,540,000 
 

パラオ共和国

ミクロネシア連邦

マーシャル諸島共和国
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2. パラオ共和国を含むミクロネシア 3 国における課題 
 

ミクロネシア 3 国を囲む広大な EEZ 内における豊富な水産資源をめぐり、日

本、中国、台湾及び韓国漁船などの多数の多国籍の漁船が、各国が発行する漁

業ライセンスを得た上で操業しているものの、IUU(Illegal Unregulated 
Unreported)船による違法操業が後を絶たず、これらの取締りが喫緊の課題とな

っている。しかしながら、ミクロネシア 3 国は、法令執行を十分に行うための

人員や遠方海域まで到達できる巡視艇などの物理的な勢力が脆弱であるため、

これらの対策を効果的に履行することができているとは言い難い。 
 
漁船活動の監視や違法操業の取締りを実施するための海上監視部隊を各国が

設立しており、パラオについては、1994 年に法務省下に海上監視部隊が設置さ

れ、職員約 30 名とパトロール艇１隻を所有している（ミクロネシア：職員数 80
名、パトロール艇 3 隻。マーシャル：職員数 27 名、パトロール艇 1 隻）。しか

しながら、ミクロネシア 3 国におけるパトロール艇の年間稼働日数は、政府予

算の減少や燃料費高騰の影響を受け、50 日から 100 日程度にとどまるなど、パ

トロール艇を効果的に動員するための燃料や人員が確保できないといった運用

上の問題を抱えている。 
 
また、2012 年 4 月には、違法操業を行っていた中国漁船に対する発砲により、

漁船員 1 名が死亡する事案が発生、取締りの実施が政治的な問題に発展するケ

ースも起こっている。 
 

 更には、環礁内に広がる美しい海を抱える 3 国においては、ダイバーを中心

とした観光業も盛んであるが、悪天候に伴う海難事案の発生、ダイナマイトを

使用した小型魚の違法操業などによる海洋環境の悪化など、沿海域における海

難救助及び海洋環境の保全も重要な課題となっている。 
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3．ミクロネシア 3 国に対する海上保安能力強化支援概要（第 1 フェーズ） 
 
日本財団は、パラオ共和国を含むミクロネシア 3 国における水産資源管理、

海難救助及び環境保全を一層充実させるための、いわゆる海上保安能力を総合

的に強化・向上させるための支援を実施している。具体的には、現有勢力では

比較的に手薄になりがちな沿岸域における海上保安体制の充実、沿岸域の体制

を改善することにより、遠洋域における法令執行の集中的な実施を可能とする

相乗効果をもたらすことを目的として、以下のような支援策を実施した。 
支援は、小型艇の運行に必要な燃料費など、運用面における支援も行ってい

る点で民間ならではの内容となっている。 
 
また、支援の具体策を決定する際には、これまで同地域に積極的な支援を展

開している米及び豪政府との密接な連携を行っている。具体的には、ミクロネ

シア 3 国、日本、米及び豪政府を交えた「ミクロネシア 3 国の海上保安能力強

化に関する官民合同会議」を計 3 回開催（初回は、2009 年 3 月に東京で開催）

するなど、関係者間での連携を密接に図っている。 
 
（支援内容）（総事業額：約 3.7 億円） 

(1) 装備施設等の供与 
 小型パトロール艇の供与（各国 1 隻。15m 多目的型 FRP 艇、速力 30

ノット、定員 14 名） 
 無線通信設備の供与（沿海・遠洋の通信を可能にする無線通信設備の

改善・新設など） 
 非常用発電機の供与（パラオの船艇基地に対し） 

 (2) 運用面における供与 
 小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の供与 
 小型パトロール艇の予備品・定期交換部品の供与、整備作業の技術指

導 
 合同取締りを行う際の参加船艇への燃料費補助 
 無線通信のための衛星通信量の供与 
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ける海上保安能力強化プ

おける総合的な海上保安

ある。 
 

（支援内容）（総事業額

 追加の小型パトロ

 追加の無線通信設

 浅海用ゴムボート

 供与した小型パト

 
 
 
 これらとは、別に

丸」（長さ 18m, 
間の通船）の代替

岸域における捜索

 

 
 
 
 
 

に対する海上保安能力強化に関する支援概

組みを積極的に展開し、供与した小型パト

活用しているパラオ共和国に対して、以下

フェーズにおいては、特に、人材育成活動

海上保安能力の向上・体制が、ミクロネ

プロジェクトのモデルケース（規範）とな

安・海洋管理能力の強化につながることに

額：約 3.6 億円） 
ロール艇の供与（1 隻。北部海域用。） 
設備の復旧・新設 
トの供与（1 隻） 
トロール艇を効果的に運用するための研修

に追加支援として、1988 年に当財団が供

速力 13 ノット,定員 63 人）（コロール及
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ことにより、沿
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パラオにおける海上保安能力強化支援プロジェクト等
主要支援項目

2013年12月3日
日本財団

＜海上保安能力強化支援プロジェクト＞

ハード

パトロール艇
・小型パトロール艇
（北部海域用1隻、15m型FRP）
・浅海用小型ボート

1億9390万円

通信
・VHF：レピータ
（南部海域用の復旧、
北部海域用の新設）

1

ソフト 人材育成 ・海上保安初級研修（5名） 600万円

その他 旅客船
・「日本丸」代替船
（18m、定員60名、
海上保安機能付）

1億5900万円

事業費総額：3億5890万円

＜緊急災害援助＞

その他
緊急災害
援助費

・チェーンソー12台 135万円

225

249

パラオにおける海上保安能力強化支援プロジェクト等
主要支援項目

2013年12月3日
日本財団

＜海上保安能力強化支援プロジェクト＞

ハード

パトロール艇
・小型パトロール艇
（北部海域用1隻、15m型FRP）
・浅海用小型ボート

1億9390万円

通信
・VHF：レピータ
（南部海域用の復旧、
北部海域用の新設）

1

ソフト 人材育成 ・海上保安初級研修（5名） 600万円

その他 旅客船
・「日本丸」代替船
（18m、定員60名、
海上保安機能付）

1億5900万円

事業費総額：3億5890万円

＜緊急災害援助＞

その他
緊急災害
援助費

・チェーンソー12台 135万円

225

249



小型パトロール艇

長さ 約15メートル
幅 約3.5メートル
深さ（喫水） 1.1メートル
総トン数 8トン
機関・軸数 1基1軸
最大速力 30ノット（55km/時）
航続距離 400海里（＝約700km）
定員 14人

人材育成

パラオにおける海上保安能力強化支援プロジェクト
主要支援内容

2013年12月3日
日本財団

日本丸代替船

長さ 約18メートル
幅 約4.5メートル
深さ（喫水） 1.2メートル
総トン数 12トン
機関・軸数 2基2軸
最大速力 13ノット
航続距離 240海里（＝約450km）
最大搭載人員 63人

人材育成

時期 2014年1月下旬～2月上旬
場所 パラオ
対象 海上警察官候補者
人数 5名
内容 7～10日程度の海上保安初級研修

2
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Release No. 13-62 

2013 年 11 月 22 日 

報道関係各位                        
 
 
 

 

 

 日本財団は、パラオ共和国の海上保安能力向上のための支援に関する調印式を以下のとおり開催、 同国

のレメンゲサウ大統領と協定を締結します。 

 乱獲に伴う水産資源の枯渇など海洋をめぐる喫緊の問題が世界規模で進行、パラオを含むミクロネシア 3 国

を囲む広大な排他的経済水域(EEZ)においても、違法操業への対応が不可欠となっています。こうした問題を

実践的に解決していくためには、横断的かつ継続した支援が必要であり、当財団は、2008 年からミクロネシア

地域における海上保安能力を強化するための小型パトロール艇や無線通信設備の支援を実施してきました。 

 今回の調印は、パラオ共和国における海上保安能力の一層の充実、さらにはミクロネシア地域における総合

的な海上保安執行体制の強化を目的としています。 

 ご取材をいただける場合は、別紙に必要事項をご記入の上、ご返信いただけましたら幸いです。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

日時：2013 年 12 月 2 日（月）14：00～15：00 （受付開始 13：30） 

場所：日本財団ビル 2 階（東京都港区赤坂 1-2-2）    

主催：日本財団 

出席者：笹川陽平日本財団会長、トミー・レメンゲサウ大統領、ビリー・クアルテイ国務大臣他 

 

プログラム 

■開会挨拶 

  笹川陽平（日本財団会長） 

トミー・レメンゲサウ（パラオ共和国大統領） 

■調印書署名 

  笹川陽平（日本財団会長） 

トミー・レメンゲサウ（パラオ共和国大統領） 

■プロジェクト説明                                    ※小型パトロール艇（イメージ） 

 ・ 追加の小型パトロール艇 1 隻（FRP、長さ 15m、速力 30 ノット、定員 14 名）（北部海域警戒用） 

 ・ 小型パトロール艇を保守・管理するための人材育成活動 

 ・ 台風により被災した旅客船（通船）の代替船供与（FRP、長さ 18m、速力 13 ノット、定員 60 名）等 

■質疑応答 

 

 

 
 
 
 
 
 

NEWS RELEASE 
取材のお願い 

日本財団とパラオ共和国レメンゲサウ大統領による 

「海上保安能力強化支援プロジェクト調印式」 

日時： 12月2日（月）14時  場所：日本財団ビル（東京都港区） 

日本財団 広報グループ 広報チーム 山口 

〒107-8404 東京都港区赤坂 1-2-2 日本財団ビル 

TEL.03-6229-5131／FAX.03-6229-5130   E-mail:pr@ps.nippon-foundation.or.jp 
URL:http://www.nippon-foundation.or.jp/  

日本財団は、ボートレースの売上を財源に公益活動を推進しています。 
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 ・ 追加の小型パトロール艇 1 隻（FRP、長さ 15m、速力 30 ノット、定員 14 名）（北部海域警戒用） 

 ・ 小型パトロール艇を保守・管理するための人材育成活動 

 ・ 台風により被災した旅客船（通船）の代替船供与（FRP、長さ 18m、速力 13 ノット、定員 60 名）等 

■質疑応答 

 

 

 
 
 
 
 
 

NEWS RELEASE 
取材のお願い 

日本財団とパラオ共和国レメンゲサウ大統領による 

「海上保安能力強化支援プロジェクト調印式」 

日時： 12月2日（月）14時  場所：日本財団ビル（東京都港区） 

日本財団 広報グループ 広報チーム 山口 

〒107-8404 東京都港区赤坂 1-2-2 日本財団ビル 

TEL.03-6229-5131／FAX.03-6229-5130   E-mail:pr@ps.nippon-foundation.or.jp 
URL:http://www.nippon-foundation.or.jp/  

日本財団は、ボートレースの売上を財源に公益活動を推進しています。 
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総理大臣

国の政策

省庁のあらゆる政策をワンス
トップ検索

政策情報ポータルサイトへ

最新情報から探す

キーワードから探す

各府省から探す

平成25年12月3日

レメンゲサウ・パラオ大統領に
よる表敬

ツイート 45   

平成２５年１２月３日、安倍総理は総理大臣官邸で、パラオ
共和国のトミー・レメンゲサウ大統領による表敬を受けまし
た。

  

レメンゲサウ・パラオ大統領と握手する安倍総理

総理の一日
平成25年
平成24年
歴代総理の一日

総理の演説・記者会見な
ど

総理指示・談話など

施政方針/所信表明

総理の動画

第２次安倍内閣 閣僚名簿

主な本部・会議体

政府の基本方針・計画等
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パラオ共和国 

海上保安能力強化計画 

（コーストガード整備計画） 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１） パラオを取り巻く環境と位置づけ 

パラオ共和国は北太平洋の西端（グアム島の南西）に位置し、その地政学的

重要性は、最近の中国の海洋進出の中で急速に増している。 

また、パラオ自身も、昨年の中国違反漁船銃撃事件に見られるように、ミク

ロネシア３国の中でも最も強く海洋警察力の整備の必要性を認識している国

である。特に、現レメンゲサウ大統領は、最近、パラオの排他的経済水域（EEZ）

内の商業的漁業を全面的に禁止して海洋生物の保護を図る政策を打ち出して

おり、これを実効ある政策にするためには同国の海上保安能力を強化すること

が不可欠と考えられる。 

 

（２） 継続支援の必要性 

パラオの海上保安体制は、従来からオーストラリアが30メートルクラスのパ

トロール・ボートを供与するとともに、２名の海軍アドバイザーを常駐させる

などしてきたが、2011年から日本財団が小型艇（小型の高速パトロール・ボー

ト）の供与、通信施設の整備、小型艇の運行に必要な燃料の供与等、きめの細

かい支援を行い、政府が行う開発援助（ODA）とは異なる素晴らしい成果をあ

げてきた。しかし、パラオの領海やEEZの広大さに比べて、極めて限られた現

有の人的・物的勢力及び資金的資源では十分である訳ではなく、更なる支援を

実施して同国の海上保安能力を総合的に充実させることが望ましい。 

  （別紙「海上保安能力強化計画（アクション・プラン）」参照） 

 

（３） 日本からの支援 

パラオの現政権が海洋環境の保護を重要施策として打ち出していることか

ら、パラオ政府に、以下に示すとおり、沿岸パトロールを主要な任務とする総

合的な海上警察力・海上保安能力の整備計画を定めさせ、これを日本財団、笹

川平和財団が、「ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援事業」の第２期と

して支援することが重要と考えられる。 

なお、遠距離海域のパトロールについては、パラオの人的資金的能力では適

切に対応し難いことから、「シップライダー協定」の活用を含む米国コースト

ガード（USCG）や米国海軍、さらにオーストラリア海軍等の全面的な協力によ

241

265

パラオ共和国 

海上保安能力強化計画 

（コーストガード整備計画） 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１） パラオを取り巻く環境と位置づけ 

パラオ共和国は北太平洋の西端（グアム島の南西）に位置し、その地政学的

重要性は、最近の中国の海洋進出の中で急速に増している。 

また、パラオ自身も、昨年の中国違反漁船銃撃事件に見られるように、ミク

ロネシア３国の中でも最も強く海洋警察力の整備の必要性を認識している国

である。特に、現レメンゲサウ大統領は、最近、パラオの排他的経済水域（EEZ）

内の商業的漁業を全面的に禁止して海洋生物の保護を図る政策を打ち出して

おり、これを実効ある政策にするためには同国の海上保安能力を強化すること

が不可欠と考えられる。 

 

（２） 継続支援の必要性 

パラオの海上保安体制は、従来からオーストラリアが30メートルクラスのパ

トロール・ボートを供与するとともに、２名の海軍アドバイザーを常駐させる

などしてきたが、2011年から日本財団が小型艇（小型の高速パトロール・ボー

ト）の供与、通信施設の整備、小型艇の運行に必要な燃料の供与等、きめの細

かい支援を行い、政府が行う開発援助（ODA）とは異なる素晴らしい成果をあ

げてきた。しかし、パラオの領海やEEZの広大さに比べて、極めて限られた現

有の人的・物的勢力及び資金的資源では十分である訳ではなく、更なる支援を

実施して同国の海上保安能力を総合的に充実させることが望ましい。 

  （別紙「海上保安能力強化計画（アクション・プラン）」参照） 

 

（３） 日本からの支援 

パラオの現政権が海洋環境の保護を重要施策として打ち出していることか

ら、パラオ政府に、以下に示すとおり、沿岸パトロールを主要な任務とする総

合的な海上警察力・海上保安能力の整備計画を定めさせ、これを日本財団、笹

川平和財団が、「ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援事業」の第２期と

して支援することが重要と考えられる。 

なお、遠距離海域のパトロールについては、パラオの人的資金的能力では適

切に対応し難いことから、「シップライダー協定」の活用を含む米国コースト

ガード（USCG）や米国海軍、さらにオーストラリア海軍等の全面的な協力によ

241

265



り遂行することが必要と考えられる。 

 

（４） 徹底した総合的支援の必要性 

パラオ政府に対する日本財団からの支援は、「ミクロネシア３国の海上保安

能力強化支援事業」の第１期（2011-2012年度）において、基礎的な装備類を

充実させるための支援を実施し、併せて、その支援物が一時的な物的支援のみ

に終わることのないよう、これらを有効に活用するための運用経費も併せて支

援している。こうした措置は、相手国の予算不足等により供与された支援装備

類が活用されずに港の片隅に放置される等の事態を避けるために不可欠であ

り、本件プロジェクトの実効性重視の方針を強く特徴づけるものである。 

本事業の第２期においては、さらに、各種業務用資器材や職員の育成研修等

に至るまで総合的な支援を行うものであるが、その際は、所謂、「味噌醤油」

の類までを含む「おんぶにだっこ」の総合的な徹底した支援が必要である。 

財政基盤の乏しい小さな島嶼国の途上国への支援は、このような徹底した総

合的な支援をしないと、その効果が期待できないものであり、今回のパラオへ

の総合的で徹底した支援は、他のミクロネシア諸国等へのこの種の支援方法の

モデルとなる。 

 

２ 整備計画の概要 

（１） 小型艇等の増強 

コロール島を中心とした島嶼部の沿岸パトロールを強化することを当面の

目標とし、その対象業務は、外国船による密漁、密輸・密航、環境保護、捜索

救難とする。 

このため、コロール島周辺海域を南北に二分し、それぞれの海域を各１隻の

小型艇が担当する。２隻目の小型艇については日本財団において供与を検討す

る。 

さらに、ダイビング事故等が比較的多いペリリュー島方面については、日本

財団が新たに供与する予定の貨客船「日本丸」（代替船）に警備救難に必要な

備品等を装備するとともに、乗員に対して必要な訓練等を行うことにより、同

船がこの方面の警備救難業務を補完する役目を担うこととする。 

なお、海洋環境保護や密漁取締まりが必要な同国南西諸島（トビ島、へレン

環礁等）の遠距離海域は専らオーストラリア供与の警備艇（PPB）がパトロー

ルに当たることとする。 

（別紙「巡視船艇等の担当海域図」参照） 

 

（２） 要員の確保、育成 
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上記1、の小型艇の増加等に伴い、要員の確保や要員のレベルアップが必要

になるが、これについては、笹川平和財団が関係機関・団体と協力して、要員

確保計画を作成するとともに、必要経費を負担して実施することを検討する。 

（別紙「研修経費の支援策」及び「海上保安研修コースの概要」参照） 

 

（３） 通信機能の拡充 

上記の体制整備に当たっては、警備船艇相互間、警備船艇と海上法令執行部

（パラオ共和国のコーストガード機能の本部）、場合によってはUSCG等外国の

海上保安当局との連絡など、円滑で安定した通信網の確立が必須であるので、

昨年の台風により損害を受けた通信アンテナの復旧や北部海域用通信施設の

拡充等を日本財団が行うことを検討する。 

 

（４） 燃料費の支援 

また、警備艇3隻（PPB＋小型艇×２）、警備救難業務協力船1隻（日本丸代

替船）の体制を作り、機動的に稼働させた場合、従来より多くの燃料を消費す

ることが予想されるので、この分については、今後、2020年3月まで、日本側

において負担することを検討する。 

 

３ 計画実施による効果 

（１） 事案発生時の即応体制の充実 

現在の沿岸部における業務対応勢力は小型艇１隻であり、１隻でコロール島

から約 100 海里の海域をカバーしているが、今後、第２期の支援により、小型

艇２隻体制とした場合、コロール島周辺海域の北部と南部を各１隻で分担する

状態になり、さらに、ペリリュー島周辺海域は、警備救難業務協力船（日本丸

代替船）で補完する状態になることは、事案発生時に、その付近海域にいずれ

かの小型艇等が存在する確率が大幅に上がることであり、事案即応体制が飛躍

的に向上する。これは、外国船による密漁、密輸・密航、環境保護、捜索救難

等、一刻を争う業務への対応において大きく役立つものである。 

 

（２） レスポンス・タイムの大幅短縮 

具体的には、事案へのレスポンス・タイムが半分以下に大幅短縮される。 

現状の小型艇１隻状態と将来の小型艇２隻状態について、標準的なパトロー

ルの状態を想定した場合、１隻の場合は、パトロール担当海域（半径約 100

海里）の端から端までは約 200 海里であり小型艇の最高速（30 ノット）で約 6

時間かかるが、これを２隻体制として北と南で担当海域を分担すれば１隻当り

はその半分の海域となるので、最大でも約 100 海里、約 3時間で到達すること
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ができる。 

さらに、２隻体制では、事案発生現場付近に小型艇が居る確率が高くなるの

で、殆どのケースにおいて、１時間程度の短時間で現場到達できるケースが多

くなる。 

このように、小型艇２隻体制、更には、小型艇２隻＋警備救難協力船１隻体

制になることは、事案発生時のレスポンス・タイム短縮効果が極めて顕著であ

る。これは、業務需要に極めて効率的に対応できることであり、業務成果の向

上に確実に寄与できる。 

また、１隻体制の場合は、小型艇を毎日或いは２４時間体制で海上をパトロ

ール状態にしてこくことが不可能であるが、２隻体制では、原則として、最低

１隻は常に海上をパトロ－ル状態、或いは、基地にて即応状態（スタンバイ状

態）を維持することができるので、事案対応のレスポンス・タイムに関する諸

問題を殆ど解決することができる。 

 

（３） ２隻あれば補完関係の利益が大 

小型艇を２隻体制とすることは、レスポンス・タイムが短縮されるだけでな

く、適正な業務執行体制を維持する上で、大きな利益がある。 

例えば、１隻が故障時或いは機関等の保守整備時、職員の休養日等で稼働で

きない場合であっても、他の１隻により事案対応ができるので適正な業務執行

に穴を開けることはない。 

また、１隻がパトロ－ル状態であれば、他の１隻は、操船訓練や船体・機関

の整備作業、業務執行のための各種研修や訓練等に安心して専念することがで

きるので、結果的に、船艇の安全な運航、故障等の未然防止、業務執行（取締

手法等）の効率化・強化に寄与できる。 

 

（４） 円滑な通信で業務効率化 

VHF システムは、国際的にも多用されている中距離用の汎用通信システムで

あるが、パラオではコースト・ガード側の対応装置がほぼ皆無である。 

今後、南部海域用 VHF レピータの復旧及び北部海域用 VHF レピータの新設に

より、コロール島やバベルダオブ島から約 50 海里の沿岸海域での VHF 通信が

可能になれば、各種取締り時や遭難事故発生時等は勿論、平時の船舶の航行安

全のための通信に極めて効果的であり、結果として、海上保安業務の効果的な

執行及び船舶の安全な航行、そして、人命及び船舶の救助に飛躍的な改善効果

が期待される。 

特に、海難発生時等を例にとれば、海難船舶やそれを視認した船舶等から法

務省海上法令執行部（パラオのコーストガードの本部）への瞬時の通報が可能
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となり、さらにその後の海難状況等の通信も的確・安定的に実施される。また、

船舶の遭難等に際しては、「相互扶助」の考え方により、付近の船舶が救助に

駆けつける通例であるので、そうした付近航行船舶の有無の確認、付近船舶へ

の救助依頼の連絡等も極めて円滑に実施でき、その効果は絶大である。 

 

（５） 適正な要員確保で業務効率向上と安全運航 

小型艇２隻体制及び海上保安業務を円滑・安全に運用するためには、所要人

数の運行要員が確保され、かつ、所要の教育・訓練が行われて適切な職員が育

成されることが必要である。 

小型艇等の装備面での整備と、要員という人的資源の充実とが相まって、パ

ラオにおける総合的な海上保安能力の向上と船艇の安全運航が実現できる。 

 

（６） 潤沢な燃料費で取締り効率等の向上 

燃料費の不足は同国の最大の課題であるところ、日本側がこれらの支援措置

を実施することにより、パトロール頻度が多くなるなど、業務需要に対応した

適切な船艇の運行ができるので、密漁取り締まりや海難救助等の海上保安業務

に効果的に対応することができる。 
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識
・

経
験

の
不

足
・
基
本

的
用
具

類
の

供
与

　
（
潜

水
、
救

助
、

取
締
）

5
0
0
万

・
研
修

や
合
同
訓
練
で

練
度
向

上

職
員

組
織

人
数

・
能

力
相

当
不

足

・
職

員
数

の
不

足
　

（
約

2
0
名

、
P
P
B
運

行
要

員
の

み
、

P
P
B
と

小
型

艇
の

同
時

運
航

は
不

可
、

職
員

不
足

の
た

め
研

修
に

出
せ

な
い

）
・

小
型

艇
の

運
航

や
整

備
に

不
慣

れ
・

船
舶

運
行

技
能

は
豪

州
で

研
修

・
業

務
執

行
能

力
不

足
　

（
海

難
救

助
・

油
防

除
等

の
業

務
知

識
や
経

験
不

足
。

職
員

が
ポ

リ
ス

・
ア

カ
デ

ミ
ー

を
出
て

い
な

い
）

・
海

洋
法

等
の

国
際

枠
組

み
知

識
が

不
足

・
法

務
省

公
安

局
の

１
つ

の
課

組
織

(
D
i
v
i
s
i
o
n
)

・
新

規
職

員
採

用
（
３
名

）

・
新
規

職
員
採

用
（

５
名
程
度
）

　
（
小

型
艇
用

を
含

む
）

・
研
修

経
費
（

O
J
T
等

）
の
支
援

・
海
上

保
安
研

修
の

実
施

　
（
小

型
艇
の

運
航

・
整
備
含
む
）

1
,
0
0
0
万

・
J
I
C
A
専
門
家
の
派
遣

・
J
I
C
A
研
修
員
の
日
本

招
聘

・
海
上

保
安
専
門
家
の

常
駐

　
（
３

国
対
象
、
巡
回

指
導
）

・
研
修

の
強
化
（
ミ
ク

ロ
３
国

協
力
）

・
海
上

保
安
庁
の
創
設

　
（
こ

れ
を
モ
デ
ル
と

し
て
ミ

ク
ロ
他
国
へ

普
及
）

そ
の

他
貨

客
船

・
2
0
1
2
年

1
2
月

、
台

風
に

よ
り

、
「

日
本

丸
」

（
日

本
財

団
供

与
）

が
損

傷
、

使
用

不
可

。
・
「
日

本
丸

」
代

替
船
供
与

（
予
定
）

　
　
（

海
上

保
安

機
能
付
与

）
・
同
船

乗
組

員
の

教
育
・
訓

練
　
　
（

警
備

救
難

分
野
）

（
パ

ラ
オ

）
海

上
保

安
能

力
強

化
計

画
（

ア
ク

シ
ョ

ン
・

プ
ラ

ン
）

（
注
１
）
赤
字
は
、
第
１
フ
ェ
ー
ズ
で
日
本
財
団
が
支
援
し
た
も
の
。
⇒
基
本
的
な
最
小
限
装
備
類
の
支
援
⇒
現
在
、
有
効
活
用
中
。
パ
ラ
オ
側
の
評
価
も
大
。

（
注
２
）
青
字
は
、
第
２
フ
ェ
ー
ズ
で
日
本
財
団
の
支
援
が
望
ま
れ
る
も
の
⇒
第
１
フ
ェ
ー
ズ
支
援
を
生
か
し
、
更
な
る
総
合
的
業
務
執
行
力
ア
ッ
プ
⇒
か
な
り
能
力
強
化
さ
れ
、
良
い
形
の
組
織
と
な
る
。

（
注
３
）
緑
字
は
、
将
来
的
に
「
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
」
と
し
て
の
官
民
共
同
の
支
援
が
望
ま
れ
る
も
の
。

（
注
４
）
各
フ
ェ
ー
ズ
で
の
黒
字
は
、
パ
ラ
オ
側
で
の
措
置
事
項
。

第
１

フ
ェ

ー
ズ

【
基

本
装

備
の

充
実

】
（
2
0
1
1
-
2
0
1
2
年
度
）

第
２

フ
ェ

ー
ズ

【
業

務
執

行
体

制
の

総
合

的
充

実
】

(
2
0
1
3
-
2
0
1
5
年
度
)

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

着
手

前
【

海
上

保
安

体
制

の
未

整
備

状
態

】
（
2
0
1
0
年
度
）

巡
視

船
艇

相
当

不
足

9
,
0
0
0
万

8
,
0
0
0
万

通
信

相
当

不
足

4
,
0
0
0
万

4
,
0
0
0
万

基
本

装
備

246

270

区
分

細
分

類
将

来
計

画
（

案
）

【
国

際
協

力
体

制
等

の
一

層
充

実
】

（
2
0
1
6
年
度
以
降
）

・
勢

力
不

足
（

特
に

沿
岸

業
務

用
）

・
パ

ト
ロ

－
ル

・
ボ

ー
ト

(
P
P
B
)
×

１
隻

の
み

　
（

豪
供

与
、

3
0
ｍ

型
）

・
大

型
巡

視
船

な
し

（
U
S
C
G
に

依
存

）
・

P
P
B
用

燃
料

費
不

足
　

（
パ

ト
ロ

－
ル

頻
度

の
制

限
）

・
既

存
の

故
障

物
品

の
修

理
不

可
（

予
算

な
し

）
・

船
艇

へ
の

重
量

物
の

運
搬

に
苦

慮

・
小

型
艇

供
与

（
１
隻
、

1
5
m
型

F
R
P
）

・
小
型

艇
供

与
（

追
加
、
同

型
艇
）

・
浅
海

用
小

型
ボ

ー
ト
等
供

与
・
故
障

船
外

機
の

換
装

・
フ
ォ

ー
ク

リ
フ

ト
供
与
（

中
古
）

・
P
P
B
用
燃
料

費
の
一
部
支
援

・
海
上
保
安
庁

巡
視
船
等
の
訪

問
・
同
巡
視
船
へ

の
乗
船
研
修

・
両
国
合
同
訓

練
（
捜
索
、
取

締
）

・
小

型
艇

の
燃

料
費

供
与

・
合

同
取

締
用

燃
料

費
供
与

・
小

型
艇

揚
降

経
費

供
与

・
（
継

続
）
小

型
艇

の
燃
料
費
供
与

・
（
継

続
）
合

同
取

締
用
燃
料
費
供

与
・
（
継

続
）
小

型
艇

揚
降
経
費
供
与

・
米
国

と
の
協

力
体

制
の
強
化

・
（
継
続
）
小

型
艇
の
燃
料

費
供

与
・
（
継
続
）
合

同
取
締
用
燃

料
費

供
与

・
（
継
続
）
小

型
艇
揚
降
経

費
供

与

航
空

機
絶

対
不

足
・

勢
力

な
し

・
航

空
機

の
新

規
所

有
は

非
現

実
的

・
他

機
関

(
U
S
C
G
等

）
に

依
存

・
米
国

と
の
協

力
体

制
の
強
化

・
民
間

ヘ
リ
等

の
活

用
（
契
約
ベ
ー

ス
）

・
海
上

保
安
庁
航
空
機

の
訪
問

・
捜
索

、
取
締
り
手
法

の
研
修

・
H
F
：

ア
ン

テ
ナ

等
貧

弱
で

遠
距

離
通

信
不

可
・

V
H
F
：

設
備

な
し

（
海

難
時

等
不

都
合

）
・

衛
星

通
信

：
な

し
・

停
電

：
頻

発
⇒

安
定

的
な

通
信

不
可

・
H
F
：

ア
ン

テ
ナ

新
設
、

送
信
機

新
替
、

出
力

ア
ッ

プ
（

格
段

に
改
善
）

・
V
H
F
：

レ
ピ

ー
タ

新
設

　
（

格
段

に
改

善
。
そ
の

後
台
風

で
借
用

ア
ン

テ
ナ

倒
壊

、
現

在
使
用
不

可
）

　
（

北
部

海
域

は
カ
バ
ー

で
き
ず

）
・

衛
星

通
信

:
新

規
導
入

（
安
定

通
信
）

・
V
H
F
通
信
機

能
の
改

善
　
（
タ

ワ
ー
、

北
部

用
レ
ピ
ー
タ
）

・
ミ
ク

ロ
３
国
の
業
務

調
整
機

能
充
実

　
（
C
o
o
r
d
i
n
a
t
i
o
n
 
C
e
n
t
e
r
な
ど
）

・
衛

星
通

信
料

供
与

・
非

常
用

発
電

機
供

与
（
安
定

通
信
）

・
オ

ペ
レ

－
シ

ョ
ン

室
整
備

　
（

集
約

操
作

、
豪

が
資
金
提

供
）

・
（
継

続
）
衛

星
通
信
料
供

与
・
（
継

続
）
衛
星
通

信
料
供
与

業
務

対
応

捜
索

救
助

油
防

除
取

締
り

絶
対

不
足

・
機

材
殆

ど
所

有
せ

ず
。

(
民

間
で

若
干

保
有

)
・

職
員

の
知

識
・

経
験

の
不

足
・
基
本

的
用
具

類
の

供
与

　
（
潜

水
、
救

助
、

取
締
）

5
0
0
万

・
研
修

や
合
同
訓
練
で

練
度
向

上

職
員

組
織

人
数

・
能

力
相

当
不

足

・
職

員
数

の
不

足
　

（
約

2
0
名

、
P
P
B
運

行
要

員
の

み
、

P
P
B
と

小
型

艇
の

同
時

運
航

は
不

可
、

職
員

不
足

の
た

め
研

修
に

出
せ

な
い

）
・

小
型

艇
の

運
航

や
整

備
に

不
慣

れ
・

船
舶

運
行

技
能

は
豪

州
で

研
修

・
業

務
執

行
能

力
不

足
　

（
海

難
救

助
・

油
防

除
等

の
業

務
知

識
や
経

験
不

足
。

職
員

が
ポ

リ
ス

・
ア

カ
デ

ミ
ー

を
出
て

い
な

い
）

・
海

洋
法

等
の

国
際

枠
組

み
知

識
が

不
足

・
法

務
省

公
安

局
の

１
つ

の
課

組
織

(
D
i
v
i
s
i
o
n
)

・
新

規
職

員
採

用
（
３
名

）

・
新
規

職
員
採

用
（

５
名
程
度
）

　
（
小

型
艇
用

を
含

む
）

・
研
修

経
費
（

O
J
T
等

）
の
支
援

・
海
上

保
安
研

修
の

実
施

　
（
小

型
艇
の

運
航

・
整
備
含
む
）

1
,
0
0
0
万

・
J
I
C
A
専
門
家
の
派
遣

・
J
I
C
A
研
修
員
の
日
本

招
聘

・
海
上

保
安
専
門
家
の

常
駐

　
（
３

国
対
象
、
巡
回

指
導
）

・
研
修

の
強
化
（
ミ
ク

ロ
３
国

協
力
）

・
海
上

保
安
庁
の
創
設

　
（
こ

れ
を
モ
デ
ル
と

し
て
ミ

ク
ロ
他
国
へ

普
及
）

そ
の

他
貨

客
船

・
2
0
1
2
年

1
2
月

、
台

風
に

よ
り

、
「

日
本

丸
」

（
日

本
財

団
供

与
）

が
損

傷
、

使
用

不
可

。
・
「
日

本
丸

」
代

替
船
供
与

（
予
定
）

　
　
（

海
上

保
安

機
能
付
与

）
・
同
船

乗
組

員
の

教
育
・
訓

練
　
　
（

警
備

救
難

分
野
）

（
パ

ラ
オ

）
海

上
保

安
能

力
強

化
計

画
（

ア
ク

シ
ョ

ン
・

プ
ラ

ン
）

（
注
１
）
赤
字
は
、
第
１
フ
ェ
ー
ズ
で
日
本
財
団
が
支
援
し
た
も
の
。
⇒
基
本
的
な
最
小
限
装
備
類
の
支
援
⇒
現
在
、
有
効
活
用
中
。
パ
ラ
オ
側
の
評
価
も
大
。

（
注
２
）
青
字
は
、
第
２
フ
ェ
ー
ズ
で
日
本
財
団
の
支
援
が
望
ま
れ
る
も
の
⇒
第
１
フ
ェ
ー
ズ
支
援
を
生
か
し
、
更
な
る
総
合
的
業
務
執
行
力
ア
ッ
プ
⇒
か
な
り
能
力
強
化
さ
れ
、
良
い
形
の
組
織
と
な
る
。

（
注
３
）
緑
字
は
、
将
来
的
に
「
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
」
と
し
て
の
官
民
共
同
の
支
援
が
望
ま
れ
る
も
の
。

（
注
４
）
各
フ
ェ
ー
ズ
で
の
黒
字
は
、
パ
ラ
オ
側
で
の
措
置
事
項
。

第
１

フ
ェ

ー
ズ

【
基

本
装

備
の

充
実

】
（
2
0
1
1
-
2
0
1
2
年
度
）

第
２

フ
ェ

ー
ズ

【
業

務
執

行
体

制
の

総
合

的
充

実
】

(
2
0
1
3
-
2
0
1
5
年
度
)

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

着
手

前
【

海
上

保
安

体
制

の
未

整
備

状
態

】
（
2
0
1
0
年
度
）

巡
視

船
艇

相
当

不
足

9
,
0
0
0
万

8
,
0
0
0
万

通
信

相
当

不
足

4
,
0
0
0
万

4
,
0
0
0
万

基
本

装
備

246

270



（
パ
ラ
オ
）
：
巡
視
船
艇
等
の
担
当
海
域
図

パ
ト
ロ
ー
ル

・
ボ
ー
ト
（
PP

B）
担

当
海

域
（
EE
Z内

）

小
型

艇
担

当
海

域
（
南

部
）

追
加

小
型

艇
担

当
海

域
（
北

部
）

日
本

丸
代

替
船

支
援

海
域

（
ダ
イ
ビ
ン
グ
エ
リ
ア
な
ど
）

パ
ラ
オ
の

Ｅ
Ｅ
Ｚ

コ
ロ
ー
ル

コ
ロ
ー
ル

ペ
リ
リ
ュ
ー
島

ア
ン
ガ
ウ
ル
島

カ
ヤ
ン
ゲ
ル

島

【
拡

大
図

】

ト
ビ
島

247

271

（
パ
ラ
オ
）
：
巡
視
船
艇
等
の
担
当
海
域
図

パ
ト
ロ
ー
ル

・
ボ
ー
ト
（
PP

B）
担

当
海

域
（
EE
Z内

）

小
型

艇
担

当
海

域
（
南

部
）

追
加

小
型

艇
担

当
海

域
（
北

部
）

日
本

丸
代

替
船

支
援

海
域

（
ダ
イ
ビ
ン
グ
エ
リ
ア
な
ど
）

パ
ラ
オ
の

Ｅ
Ｅ
Ｚ

コ
ロ
ー
ル

コ
ロ
ー
ル

ペ
リ
リ
ュ
ー
島

ア
ン
ガ
ウ
ル
島

カ
ヤ
ン
ゲ
ル

島

【
拡

大
図

】

ト
ビ
島

247

271



【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：「海上保安研修コース」（初級）の実施体制、カリキュラム（案） 

 

 

■主催：パラオ法務省公安局（及び海上法令執行部） 

■期間：１週間～１０日程度、２回/年 

■場所：PCC(Palau Community College)の教室及び船艇基地（小型艇係留場所） 

■対象者：海上法令執行部新規採用職員等８名程度（4 名 1 チーム×2） 

■目標：小型艇等の甲板員として勤務が可能なレベルまで研修・訓練する 

■カリキュラム（科目、内容）：（詳細は別紙参照） 

・航海：操船及び甲板作業（入出港等）の現場実習を含む。 

小型艇運航を念頭にする。結索法や安全運航も。 

・機関：概論から始まって、小型艇の機関の保守・整備まで。 

・通信：概論から始まって、基地及び小型艇の装置の使い方の慣熟 

・海上保安： 

 ・組織運営（指揮、報告、情報共有、各種様式作成） 

・海難救助：各種用具の使い方 

・航行安全：ボーティング・セーフティー 

・水路：海図等 

・航路標識：種類と意味、構造等 

・気象：航海及び海上保安業務に必要な気象知識 

・警察概論：漁業取締り、パラオにおける現状、ＦＦＡ等の協定概要 

       ＶＭＳ(Vessel Movement System)のシステムについて 

 ・国際法：IMO 業務と組織、海洋法条約（領海、EEZ 等）、安全保障（Compact） 

 

■講師（候補者） 

・小型艇操船：海保 OB、海上法令執行部職員 

・機関整備：ヤンマー技師、海上法執行部職員 

・通信概論：古野電気 or 海上保安庁教官 OB、海上法執行部職員 

・組織運営：海上保安庁 OB、海上法執行部職員 

・水路、航路標識、気象：海保ＯＢ、海上法執行部職員 

・漁業取締り：海上法執行部職員、パラオ外務省 

・国際法：海保（大学校教官等）OB、パラオ外務省 
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：「海上保安研修コース」（初級）の実施体制、カリキュラム（案） 

 

 

■主催：パラオ法務省公安局（及び海上法令執行部） 

■期間：１週間～１０日程度、２回/年 

■場所：PCC(Palau Community College)の教室及び船艇基地（小型艇係留場所） 

■対象者：海上法令執行部新規採用職員等８名程度（4 名 1 チーム×2） 

■目標：小型艇等の甲板員として勤務が可能なレベルまで研修・訓練する 

■カリキュラム（科目、内容）：（詳細は別紙参照） 

・航海：操船及び甲板作業（入出港等）の現場実習を含む。 

小型艇運航を念頭にする。結索法や安全運航も。 

・機関：概論から始まって、小型艇の機関の保守・整備まで。 

・通信：概論から始まって、基地及び小型艇の装置の使い方の慣熟 

・海上保安： 

 ・組織運営（指揮、報告、情報共有、各種様式作成） 

・海難救助：各種用具の使い方 

・航行安全：ボーティング・セーフティー 

・水路：海図等 

・航路標識：種類と意味、構造等 

・気象：航海及び海上保安業務に必要な気象知識 

・警察概論：漁業取締り、パラオにおける現状、ＦＦＡ等の協定概要 

       ＶＭＳ(Vessel Movement System)のシステムについて 

 ・国際法：IMO 業務と組織、海洋法条約（領海、EEZ 等）、安全保障（Compact） 

 

■講師（候補者） 

・小型艇操船：海保 OB、海上法令執行部職員 

・機関整備：ヤンマー技師、海上法執行部職員 

・通信概論：古野電気 or 海上保安庁教官 OB、海上法執行部職員 

・組織運営：海上保安庁 OB、海上法執行部職員 

・水路、航路標識、気象：海保ＯＢ、海上法執行部職員 

・漁業取締り：海上法執行部職員、パラオ外務省 

・国際法：海保（大学校教官等）OB、パラオ外務省 

  

248

272



カリキュラム（案） 

 

日 午前 午後 場所 

１ 結索、身体確保、体験乗

船（海上法執行部、海保

ＯＢ） 

組織運営（パラオ海上法

執行部の業務紹介） 

午前；海上法執行

部 

午後；教室 

２ 結索 

小型艇運航訓練 

（出入港） 

海上法執行部職員が操

船、研修員は甲板作業 

水路、航路標識、気象 

 

海図の見方（海保ＯＢ）

現地の海域説明、気象に

ついて（海上法執行部）

 

３ 結索 

出港前機関点検 

 

小型艇運航訓練 

（出入港） 

海上法執行部職員が操

船、研修員は甲板作業 

通信概論（古野 or 海保

ＯＢ） 

 

機関概論（ヤンマー） 

 

４ 結索 

出港前機関点検 

通信運用（小型艇と基地

間の実通訓練） 

 

小型艇運航訓練 

広い海域で研修員による

操船訓練、ブイを利用し

た出入港操船訓練 

 

航行安全 

航法（COLREGS） 

（海保ＯＢ） 

 

救難概論 

・救難マニュアル 

・傷病者搬送法 

（海保ＯＢ） 

 

 

 

５ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

広い海域で研修員による

操船訓練、ブイを利用し

た出入港 

 

漁業取締りに関する講

義 

 

パラオ周辺海域の現状

（海上法執行部） 

ＶＳＭの紹介 

（海上法執行部） 

 

漁業協定 

（パラオ外務省） 
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カリキュラム（案） 

 

日 午前 午後 場所 

１ 結索、身体確保、体験乗

船（海上法執行部、海保

ＯＢ） 

組織運営（パラオ海上法

執行部の業務紹介） 

午前；海上法執行

部 

午後；教室 

２ 結索 

小型艇運航訓練 

（出入港） 

海上法執行部職員が操

船、研修員は甲板作業 

水路、航路標識、気象 

 

海図の見方（海保ＯＢ）

現地の海域説明、気象に

ついて（海上法執行部）

 

３ 結索 

出港前機関点検 

 

小型艇運航訓練 

（出入港） 

海上法執行部職員が操

船、研修員は甲板作業 

通信概論（古野 or 海保

ＯＢ） 

 

機関概論（ヤンマー） 

 

４ 結索 

出港前機関点検 

通信運用（小型艇と基地

間の実通訓練） 

 

小型艇運航訓練 

広い海域で研修員による

操船訓練、ブイを利用し

た出入港操船訓練 

 

航行安全 

航法（COLREGS） 

（海保ＯＢ） 

 

救難概論 

・救難マニュアル 

・傷病者搬送法 

（海保ＯＢ） 

 

 

 

５ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

広い海域で研修員による

操船訓練、ブイを利用し

た出入港 

 

漁業取締りに関する講

義 

 

パラオ周辺海域の現状

（海上法執行部） 

ＶＳＭの紹介 

（海上法執行部） 

 

漁業協定 

（パラオ外務省） 

 

249

273



６ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

係留地で研修員による出

入港訓練 

 

国際法 

 

海洋法条約（海保ＯＢ）

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

 

７ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

係留地で研修員による出

入港訓練 

 

国際法 

 

海洋法条約（海保ＯＢ）

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

 

８ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

漂流物揚収 

 

漁業取締り 

捜査書類作成研修 

（海上法執行部） 

 

航海計画作成 

（海上法執行部、海保Ｏ

Ｂ） 

 

９ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

研修生による航海（ロッ

クアイランド？） 

テスト（座学） 

Or レポート発表 

 

１０ テスト（実技） 

 

終了式  
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６ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

係留地で研修員による出

入港訓練 

 

国際法 

 

海洋法条約（海保ＯＢ）

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

 

７ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

係留地で研修員による出

入港訓練 

 

国際法 

 

海洋法条約（海保ＯＢ）

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

 

８ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

漂流物揚収 

 

漁業取締り 

捜査書類作成研修 

（海上法執行部） 

 

航海計画作成 

（海上法執行部、海保Ｏ

Ｂ） 

 

９ 結索 

出港前機関点検 

通信運用 

 

小型艇運航訓練 

研修生による航海（ロッ

クアイランド？） 

テスト（座学） 

Or レポート発表 

 

１０ テスト（実技） 

 

終了式  
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：「海上保安研修コース」（上級）の実施体制、カリキュラム（案） 

 

 

■主催：パラオ法務省公安局（及び海上法令執行部） 

■期間：１週間～１０日程度、１回/年 

■場所：PCC(Palau Community College)の教室及び船艇基地（小型艇係留場所）、

武道場 

■対象者：海上法令執行部 5 名程度 

■目標：海上法令執行部で勤務する職員の業務対処能力の向上（再研修も） 

■カリキュラム（科目、内容）：（詳細は別紙参照） 

 

【海上保安業務】 

・指揮統率論：組織運営など（指揮者として） 

・船艇運用：船長業務の慣熟、船艇運用計画立案、 

・救難：捜索計画立案（漂流予測等） 

・環境：油防除、排出規制等に関する講義 

・逮捕術：実技 

・潜水：救難用潜水実技 

・体力錬成：柔道、空手、etc. 

 

 

■講師（候補者） 

 救難：海保ＯＢ 

 環境：海保ＯＢ or 災害防止センター or 現地燃料業者 

 逮捕術：海保ＯＢ 

 潜水：現地ダイビングショップ、海保ＯＢ 

 体力練成：海保ＯＢ 
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：「海上保安研修コース」（上級）の実施体制、カリキュラム（案） 

 

 

■主催：パラオ法務省公安局（及び海上法令執行部） 

■期間：１週間～１０日程度、１回/年 

■場所：PCC(Palau Community College)の教室及び船艇基地（小型艇係留場所）、

武道場 

■対象者：海上法令執行部 5 名程度 

■目標：海上法令執行部で勤務する職員の業務対処能力の向上（再研修も） 

■カリキュラム（科目、内容）：（詳細は別紙参照） 

 

【海上保安業務】 

・指揮統率論：組織運営など（指揮者として） 

・船艇運用：船長業務の慣熟、船艇運用計画立案、 

・救難：捜索計画立案（漂流予測等） 

・環境：油防除、排出規制等に関する講義 

・逮捕術：実技 

・潜水：救難用潜水実技 

・体力錬成：柔道、空手、etc. 

 

 

■講師（候補者） 

 救難：海保ＯＢ 

 環境：海保ＯＢ or 災害防止センター or 現地燃料業者 

 逮捕術：海保ＯＢ 

 潜水：現地ダイビングショップ、海保ＯＢ 

 体力練成：海保ＯＢ 
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カリキュラム（案） 

 

日 午前 午後 場所 

１ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

 

救難 

漂流予測に関する講義 

（海保ＯＢ） 

午前；武道場 

午後；教室 

２ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

救難 

漂流予測に基づく捜索

計画立案 

（海保ＯＢ） 

 

３ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

環境 

油防除概論 

（現地燃料会社等） 

 

４ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

 

環境 

油防除資機材使用法 

（現地燃料会社等） 

 

午前；プール（Neco 

Yamaha） 

午後；教室 

５ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

国際法 

 

海洋法条約 

排出規制（海保ＯＢ） 

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

午前；海（海上執

行部全面海域） 

午後；教室 

６ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

国際法 

 

海洋法条約 

排出規制（海保ＯＢ） 

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

午前；海（海上執

行部全面海域） 

午後；教室 

７ テスト or レポート発

表 

 

 

終了式  
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カリキュラム（案） 

 

日 午前 午後 場所 

１ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

 

救難 

漂流予測に関する講義 

（海保ＯＢ） 

午前；武道場 

午後；教室 

２ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

救難 

漂流予測に基づく捜索

計画立案 

（海保ＯＢ） 

 

３ 逮捕術（海保ＯＢ） 

 

環境 

油防除概論 

（現地燃料会社等） 

 

４ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

 

環境 

油防除資機材使用法 

（現地燃料会社等） 

 

午前；プール（Neco 

Yamaha） 

午後；教室 

５ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

国際法 

 

海洋法条約 

排出規制（海保ＯＢ） 

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

午前；海（海上執

行部全面海域） 

午後；教室 

６ 潜水（ダイビングショ

ップ） 

国際法 

 

海洋法条約 

排出規制（海保ＯＢ） 

 

安全保障、Compact 

（パラオ外務省） 

午前；海（海上執

行部全面海域） 

午後；教室 

７ テスト or レポート発

表 

 

 

終了式  

 

252

276



【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：職員数確保のための「研修支援費」制度の概要（案） 

 

 

 

■主催：パラオ共和国法務省公安局海上法令執行部 

 

■期間：１年間 

 

■研修者（人数）：将来、海上法令執行部の勤務を希望する者のうち、同部によ

り選抜された者（５名） 

 

■場所：海上法令執行部の所属船艇等 

 

■目標：小型艇及び PPB の運航要員として業務を実施できるレベルまで研修・

訓練する 

 

■研修内容： 

・公安局が主催する「海上保安研修コース」（初級）を受講する。 

・海上法令執行部所属の船艇に乗船し、職員と同じ業務を研修する。 

 

■研修支援費の支弁： 

・まず、日本側（SPF）とパラオ共和国法務省との間で、研修支援費に関する

MOU を締結する。 

・研修支援費（研修中の生活費相当分）は、日本側から直接研修生の銀行口座

に振り込む。 

・研修支援費の額は、海上法令執行部の新規採用職員の給与と同等とする。 

 

■研修終了後の雇用：特に不適格者以外は、パラオ共和国政府（海上法令執行

部）に雇用されることが望ましい。 

（了） 
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 

（パラオ）：職員数確保のための「研修支援費」制度の概要（案） 

 

 

 

■主催：パラオ共和国法務省公安局海上法令執行部 

 

■期間：１年間 

 

■研修者（人数）：将来、海上法令執行部の勤務を希望する者のうち、同部によ

り選抜された者（５名） 

 

■場所：海上法令執行部の所属船艇等 

 

■目標：小型艇及び PPB の運航要員として業務を実施できるレベルまで研修・

訓練する 

 

■研修内容： 

・公安局が主催する「海上保安研修コース」（初級）を受講する。 

・海上法令執行部所属の船艇に乗船し、職員と同じ業務を研修する。 

 

■研修支援費の支弁： 

・まず、日本側（SPF）とパラオ共和国法務省との間で、研修支援費に関する

MOU を締結する。 

・研修支援費（研修中の生活費相当分）は、日本側から直接研修生の銀行口座

に振り込む。 

・研修支援費の額は、海上法令執行部の新規採用職員の給与と同等とする。 

 

■研修終了後の雇用：特に不適格者以外は、パラオ共和国政府（海上法令執行

部）に雇用されることが望ましい。 

（了） 
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Plan for the improvement 

 of the coast guard capability 

of the Republic of Palau 

 (Coast Guard Development Plan) 

 

 

1 Basic idea 

(1) Circumstances and position of Palau 

Republic of Palau is located at the west end of the North Pacific (southwest 

of Guam Island), and her geopolitical importance is growing rapidly reflecting 

the recent Chinese advancement into ocean areas. 

And Palau herself, as seen in the shooting incident of the illegal Chinese 

fishing vessel last year, is the country that most strongly recognizes the 

necessity of the development of her sea police capabilities among three 

Micronesian countries.  

Especially, the President of Palau, Mr. Remengesau, lately expressed his 

maritime policy that totally banns the commercial fishery in the Exclusive 

Economic Zone (EEZ) of Palau to protect marine resources, and it is 

considered that it’s essential to improve coast guard capability of Palau to 

make that policy very effective. 

 

(2) Necessity of continuous support 

As for the coast guard system of Palau, Australia has supported the 

30m-class patrol boat and the two naval surveillance advisers. 

In addition to this, from 2011, The Nippon Foundation has supported the 

small patrol craft (high-speed patrol boat) including its operational fuel costs 

and the communications facility, etc. which was the very quick and 

comprehensive support procedures that is different from the Official 

Development Assistance (ODA) handled by the government-government basis. 

However, the human, material and budgetary resources are not still sufficient 

compared for the vast area of the territorial sea and EEZ of Palau. 

Therefore, it is very much desirable to improve its coast guard capability by 

the comprehensive and continuous supports. 

(Refer to attached sheet “Plan for the improvement of the coast guard 

capability (Action Plan)”) 

(3) Support measures from Japan 
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Because the current administration of Palau has the strict policy of 

protecting marine resources and environment, it is quite suitable to newly  set 

up the comprehensive coast guard and sea policing improvement plan by the 

Palauan side, which is roughly indicated below, of which the main target is to 

develop coastal patrol capability. 

Then, The Nippon Foundation and The Sasakawa Peace Foundation 

support this development plan as the second phase assistance of “The project 

for the improvement of the coast guard capability of the three Micronesian 

countries”. 

The patrol activities in the long distance sea area, which is rather difficult for 

Palauan side to cope with, by the reasons of its human and budgetary 

resources, should be carried out with the full support and cooperation by the 

United State Coast Guard (USCG) including the “Ship-rider Program”, US 

Navy and the Royal Australian Navy.  

 

(4) Necessity of through comprehensive support 

In the first phase assistance (2011-2012 fiscal year) of the “The project for 

the improvement of the coast guard capability of the three Micronesian 

countries”, the Nippon Foundation mainly supported the basic material items 

to the Palau government, with the operational fuel cost to use them effectively 

and to prevent the problems of the only- equipment-support.  

The operational cost support strongly characterizes this project to place the 

importance in effectiveness and utilization, avoiding the situation such as 

being left in the corner of a harbor without usage by the reasons of lack of fuel 

or spare parts, etc. 

In addition to the first phase assistance, the second phase assistance of this 

project should provide the through and comprehensive support such as 

various kind of equipment that covers the allover coast guard missions , 

education and training of coast guard personnel, etc. 

In the field of the assistance to the small island developing countries with the 

poor financial basis, only those kind of through and comprehensive support 

can expect actual support effects. In this connection, the specially-designed 

support plan to Palau should be a model of this kind of support method to the 

other Micronesian countries. 

 

2 Outline of the development plan 
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(1) Reinforcement of small patrol craft, etc. 

To reinforce the coastal patrol capability of the Koror islands and the 

neighbor islands for the missions of illegal fishing by foreign vessels, 

smuggling and stowaway, environmental protection, and search and rescue 

(SAR), there should be two patrol small craft, of which each patrol craft has the 

each responsible area which is the half of the whole area around the Koror and 

neighbor islands. 

To keep this divided-responsible-area system, The Nippon Foundation 

should consider the support of the additional small patrol craft (same type as 

the first one). 

Furthermore, The Nippon Foundation should also consider the 

reinforcement of the guard and rescue capability of the new Nippon-Maru” and 

its crewmembers, which is now considered by the Foundation to replace the 

damaged old passenger-cargo vessel “Nippon-Maru”, that navigates the area 

between Koror and Peleliu islands where the numbers of the diving accidents 

are relatively large. 

In the long distance sea area of the southwest islands (Tobi Islands, Helen 

Atoll, etc.) where the marine environmental protection and the poach control 

are required, daily patrol activities should basically executed by the 

Australian-donated Patrol Boats (PPB). 

(Refer to attached sheet “Responsible area of patrol boats and craft”) 

 

(2) Securing and development of personnel 

In accordance with the reinforcement of the small patrol craft described in 

the above item 1, it should be necessary that the securing the enough number 

of personnel and development of their skills. 

The Sasakawa Peace Foundation should consider the necessary support to 

make the personnel securing plan and its implementation in cooperation with 

the relevant organizations and parties. 

(Refer to attached sheets“system and curriculum of Coast Guard Training 

Course” and the system of“Trainee Cost Support”) 

 

(3) Improvement of the communications capability 

For the purpose of establishing smooth and stable communication network, 

by ways of the improvement of the communication capability of the inter-patrol 

boats/craft, the Division of Marine Law Enforcement (DMLE)(headquarters of 
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the coast guard functions in Palau) and patrol boats/craft, with the foreign 

coast guard authorities such as USCG, The Nippon Foundation should 

consider the assistance to reconstruct the communication antenna damaged 

by the typhoon last year and to expand communication range in the northern 

sea area. 

 

(4) Support of fuel cost 

   In accordance with the reinforcement of the patrol boat/craft resources, such 

as three patrol boat and craft (PBB plus two small craft), one supplementary 

cooperation boat with guard and rescue functions (replacement boat of old 

“Nippon-Maru”), it should be necessary to consider the assistance of the fuel 

cost of increment by the Japanese side until March, 2020. 

 

3 Effects of carrying out the plan 

(1) Improvement of immediate response system for incidents 

For the current one-craft scheme in the coastal area, the only one small 

patrol craft covers the vast sea area with the range of around 100 miles from 

the Koror Is. 

When the two-craft scheme be completed after the second phase support of 

the project, each patrol boat takes responsibility of coverage of just half sea 

area, northern area or southern area, around Koror Is. 

In addition, the area around Peleliu Island will be covered by the replaced 

new “Nippon-Maru” that has the supplementary guard and rescue functions in 

that area. 

This improvement of the number of the deployed patrol boats and craft at 

the sea drastically increases the probability of existence of those 

incident-response resources in the vicinity ant shorten the response time the 

incidents, which greatly contribute to the improvement of efficiency for the 

counter measures on illegal fishing by foreign vessels, smuggling and 

stowaway, environmental protection and search and rescue(SAR), etc. 

 

(2) Considerable shortening of response time 

As for the shortening of response time, in concrete term, it will be 

considerably shortened to less than half. 

In the one-craft scheme, it will take about six hours form the end to end of 

the responsible area of about 200 miles (100-mile radius) at the maximum 
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speed of 30 knots. 

However, in the two-craft scheme, where each craft covers half area of the 

one for one craft, it will take about three hours for about 100 miles. 

Actually, the average response time of two-boat scheme may be around one 

hour or one and half hours, because of the high probability of existence of the 

boats near the scene. 

In this way, the two-craft scheme, furthermore, the two-craft and 

one-cooperation-boat (replaced Nippon-Maru) scheme two small craft plus 

has very remarkable effects to shorten response time which secure the 

concrete results of the coast guard missions. 

Furthermore, in the current one-craft scheme, it is impossible to keep 

“one-craft-is-always-on-the-sea state” for seven days a week, because of the 

maintenance work of craft, recess of crewmembers, etc. But, in the two-craft 

scheme, it is possible to maintain at least one craft to be at the sea or 

stand-by state in the station for immediate response.  

In this way, it is possible to solve almost all the problems about response 

time. 

 

(3) Great benefits of supplemental relations by two craft 

Two-craft scheme has not only great merits on the response time described 

in the above, but also great benefits for up-grading the coast guard system of 

ROP. 

For example, when one craft is out of use because of some damages or 

failure, maintenance work of engine, days of crew recess, etc., the another 

craft is used to respond to the needs for keeping the “Always Ready” status 

In addition, if one craft is at the sea for patrol, the another one can 

concentrate on navigation training, maintenance work of hull and engines, 

various kind of trainings of coast guard missions, etc. without being interrupted, 

and consequently it contributes to the safe navigation of craft, prevention of 

failure etc., efficient and improved execution of missions. 

 

(4) Efficient operations by stable and smooth communication 

The VHF system is used world-wide for the general medium-range 

communication system, but the Palauan coast guard does not have any 

adequate system or equipment for this communication system.. 

By the recovery of the VHF antenna tower for VHF repeater system for 
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southern sea area, and by the newly establishment of the VHF repeater 

system for the northern sea area, the VHF smooth communications in coastal 

area around 50 miles from Koror Island and Babeldaob Island become 

possible. 

Thus, the improvement of the VHF communication contributes to the 

efficient law enforcement and patrol activities and to the effective operations of 

the SAR incidents as well as the safe navigation of ships around Palau. 

Especially in the case of marine accidents, it is very useful not only to 

inform the happening of incidents instantly to the Division of Maritime Law 

Enforcement (headquarters of the coast guard authority in the Republic of 

Palau) , but also to make rescue arrangements for he ships in the vicinity to 

rush to the scene based on the world-wide seamanship called ”Mutual Aid 

Philosophy”.  

 

(5) Improvement of efficiency and safety of operations by appropriate 

staff 

     In order to operate two small craft and carry out coast guard missions 

smoothly and safely, it is required to keep adequate number of properly- 

educated and trained crewmembers. 

The two aspects of the improvement of equipment such as small patrol 

craft and the enrichment of human resources of crewmembers may secure 

the comprehensive improvement of the coast guard capability and safe 

operations of the craft. 

 

(6) Improvement of efficiency by ample budget for fuel 

Lack of fuel expense is the largest problem of the country, however the 

further support measure for the fuel cost may secure the increased patrol 

frequency and suitable for the coast guard needs of the country which realizes 

the efficient coast guard missions. 
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（Palau）：The system and curriculum for carrying out “Training Course 
on Coast Guard” (Basic Class) （Draft） 

 
 
■Host：Department of Public Safety, Ministry of Justice, Palau (and Division of 

Maritime Low Enforcement) 
■Period：One week～about 10 days, Two times/Year 
■Place：Classroom of PCC (Palau Community College) and boat station 

(mooring place of small crafts) 
■Object persons：About eight newly hired personnel of Division of Maritime 

Law Enforcement and others (two teams, each one 
includes four persons) 

■Goal：At level where deckhand job of small craft is possible 
■Curriculum (subject, contents)：(Refer to attached sheets for detail) 
・Navigation：Including on scene exercise of maneuvering the ship and deck 

work (enter and out from harbor, etc.) 
Rope work and safe navigation for small craft 

・Engine：From outline to maintenance of engine for small crafts 
・Communication：From outline to mastery of usage of equipment in station and 

small crafts 
・Coast Guard： 
 ・Management of organization (command, report, sharing of information,  

making of various formats) 
・Sea rescue：Usage of various equipment 
・Boating safety 
・Hydrography：Charts etc. 
・Aids to navigation：Variety, meaning, structure, etc. 
・Weather：Knowledge of weather for navigation and coast guard mission 
・Outline of police：Fisheries regulation, current status of Palau, outline of 

agreement of FFA etc. outline of Vessel Movement System 
 ・ International law：Business and organization of IMO, Convention on 

Maritime Law (territorial sea, EEZ etc.), security（Compact） 
 
■Instructor(candidates) 
・Maneuvering of small craft：Ex-colleague of Japan Coast Guard, personnel of 

Division of Maritime Law Enforcement 
・Engine maintenance：Engineer of Yanmar, personnel of Division of Maritime 

Law Enforcement 
・Outline of communication：Ex-colleague of Furuno Electric or Japan Coast 

Guard teacher, personnel of Division of Maritime Law 
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Enforcement 
・Management of organization：Ex-colleague of Japan Coast Guard, personnel 

of Division of Maritime Law Enforcement 
・Hydrography, aids to navigation, weather：Ex-colleague of Japan Coast Guard, 

personnel of Division of Maritime Law Enforcement 
・Fisheries regulation：Personnel of Division of Maritime Law Enforcement, 

Ministry of Foreign Affairs of Palau 
・International law：Ex-colleague of Japan Coast Guard (teacher of Japan Coast 

Guard Academy or others), Ministry of Foreign Affairs of Palau 
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・Fisheries regulation：Personnel of Division of Maritime Law Enforcement, 
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・International law：Ex-colleague of Japan Coast Guard (teacher of Japan Coast 
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Curriculum (Draft) 
 

Day AM PM Place 

1 Rope work, Securing body, 
Boarding for experience 
(personnel of Division of 
Maritime Law 
Enforcement、ex-colleague 
of Japan Coast Guard） 

Management of 
organization（explanation of 
business of Division of 
Maritime Law Enforcement, 
Palau） 

AM； 
Division of 
Maritime Law 
Enforcement 
PM；

Classroom 

2 Rope work 
Navigation training of  
small craft, personnel of 
Division of Maritime Law 
Enforcement for 
maneuvering, trainees  for 
deck work 

Hydrographic, aids to 
navigation, weather 
Usage of charts 
( ex-colleague of Japan 
Coast Guard), outline of 
local sea area, outline of 
weather ( Division of 
Maritime Law Enforcement) 

 

3 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
 
Navigation training of small 
craft (enter and out from 
harbor.) 
Personnel of Division of 
Maritime Law Enforcement 
for maneuvering, Trainees  
for deck work 

Outline of communication 
(Furuno Electric or 
ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
 
Outline of engine (Yanmar) 

 

4 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
Communication operation 
(Operation training 
between craft and station) 
 
Navigation training of  
small craft 
Maneuvering training by 
trainee in broad sea area, 

Boating safety 
Navigation（COLREGS） 
(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
 
Outline of rescue 
・Rescue manual 
・Carrying method of 

casualties(ex-colleague 
of Japan Coast Guard) 
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maneuvering training of 
entering and out from 
harbor using buoy 

 

5 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
Communication operation 
 
Maneuvering training by 
trainee in broad sea area,  
maneuvering training of 
entering and out from 
harbor using buoy 
 

Lecture on fisheries 
regulation 
 
Current status of sea area 
around Palau (Division of 
Maritime Law Enforcement) 
Introduction of VSM 
(Division of Maritime Law 
Enforcement) 
Fishery agreement (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau) 

 

6 Rope work 
Pre-leaving harbor check of
engine 
Communication operation 
 
Navigation training of  
small craft 
Training of entering and out 
from harbor by trainees in 
mooring place 

International law 
 
Convention on Maritime 
Law(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
 
Security, compact (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau) 
 
 

 

7 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
Communication operation 
 
Navigation training of  
small craft 
Training of enter and out 
from harbor. by trainees in 
mooring place 

International law 
 
Convention on Maritime 
Law(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
 
Security, compact (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau) 
 

 

8 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
Communication operation 
 

Fisheries regulation 
Documentation training 
for investigation (Division of 
Maritime Law Enforcement) 
Making of navigation plan 
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Current status of sea area 
around Palau (Division of 
Maritime Law Enforcement) 
Introduction of VSM 
(Division of Maritime Law 
Enforcement) 
Fishery agreement (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau) 

 

6 Rope work 
Pre-leaving harbor check of
engine 
Communication operation 
 
Navigation training of  
small craft 
Training of entering and out 
from harbor by trainees in 
mooring place 

International law 
 
Convention on Maritime 
Law(ex-colleague of Japan 
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Security, compact (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau) 
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Navigation training of  
small craft 
Picking up of drifting object

(Division of Maritime Law 
Enforcement, ex-colleague 
of Japan Coast Guard) 

9 Rope work 
Pre-leaving harbor check 
of engine 
Communication operation 
 
Navigation training of  
small craft 
Navigation by trainees 
(Rock Island ?) 

Test(in paper), 
or presentation 

 

10 Test（practical） Completion ceremony  
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【The Project for improvement of the coast guard capability of the three 
Micronesian countries】 

（Palau）：The System and curriculum for carrying out “Training Course 
on Coat Guard” (Advanced Class) （Draft） 

 
 
■Host：Department of Public Safety, Ministry of Justice of Palau (and Division of 

Maritime Law Enforcement) 
■Period：One week～about 10 days, Two times/Year 
■Place：Classroom of PCC (Palau Community College), boat station (mooring 

place of small crafts) and martial art gym 
■Object persons：About five personnel of Division of Maritime Law Enforcement  
■Goal：Improvement of business capability of personnel of Division of  

Maritime Law Enforcement (including re-training)  
■Curriculum (subject, contents)：(Refer to attached sheets for detail) 
 
【Coast guard】 
・ Method of command: Management of organization and others (as a 
commander) 
・Operation of ships：Mastery of practice of master, planning of operation  
・Rescue: Planning of rescue (prediction of drifting etc.) 
・Environment: Lecture on prevention of oil, discharge regulation, etc. 
・Arresting art: Practice 
・Diving: Practice of diving for rescue 
・Physical training: Judo, Karate, etc. 
 
■Instructor(candidates) 
・Rescue：Ex-colleague of Japan Coast Guard 
・ Environment ： Ex-colleague of Japan Coast Guard, Maritime Disaster 

Prevention Center or local fuel supplier 
・Arresting art: Ex-colleague of Japan Coast Guard  
・Diving: Local diving shop, ex-colleague of Japan Coast Guard 
・Physical training: Ex-colleague of Japan Coast Guard 
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Curriculum (Draft) 
 

Day AM PM Place 

１ Arresting art 
(ex-colleague of 
Japan Coast Guard) 
 
 

Rescue 
Lecture on prediction of 
drifting 
(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 

AM；Martial art 
 gym 

PM；Classroom 

２ Arresting art 
(ex-colleague of 
Japan Coast Guard) 
 
 

Rescue 
Planning of search based 
on prediction of drifting 
(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 

 

３ Arresting art 
(ex-colleague of 
Japan Coast Guard) 
 

Environment 
Outline of oil 
prevention(local fuel 
supplier) 

 

４ Diving (diving shop) 
 

Environment 
Outline of oil 
prevention(local fuel 
supplier) 

AM；Swimming pool
（Neco Yamaha） 
PM；Classroom 

５ Diving (diving shop) 
 

International law 
Convention on Maritime 
Law, discharge regulation 
(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
Security, compact (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau)

AM；Sea (in front of 
Division of Maritime 
Law Enforcement）
PM；Classroom 

６ Diving (diving shop) 
 

International law 
Convention on Maritime 
Law, discharge regulation 
(ex-colleague of Japan 
Coast Guard) 
Security, compact (Ministry 
of Foreign Affairs of Palau)

AM；Sea (in front of 
Division of Maritime 
Law Enforcement）
PM；Classroom 

７ Test or presentation Completion ceremony  
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（Palau）：Outline of the system for“ Supporting cost of training ” 
 

 
■Host：Division of Maritime Law Enforcement, Department of Public Safety, 

Ministry of Justice, Palau 
 
■Period：One year 
 
■Trainees(Number of persons)：Persons wish to join in the division in future 

who are selected by Division of Maritime Law Enforcement 
(Five persons)  

 
■Place：Ships and others of Division of Maritime Law Enforcement 
 
■Goal：They will be trained to level in which they can carry out their mission as 

crews of small craft and PPB. 
 
■Contents of training： 
・They will be trained in “Training Course on Coat Guard” (Basic Class) 

hosted by Department of Public Safety 
・They will board on ships of Division of Maritime Law Enforcement and be 

trained same mission of personnel 
 
■Payment of supporting cost of training： 
・ First, SPF of Japan concludes MOU for support of training cost with Ministry 

of Justice of Republic of Palau. 

・ Supporting cost of training (equivalent to cost of living during training) will be 
directly transferred into trainee's bank account by Japan 

・Amount of supporting cost of training is equal to salary of newly hired 
personnel of Division of Maritime Law Enforcement 

 
■Employment after training: Government of Republic of Palau (Division of  

Maritime Law Enforcement) is desired to hire trainees 
except unfit person 
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【ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援プロジェクト】 
マーシャル諸島共和国：小型艇の追加供与の要請 

 
■日時  ：2013 年（平成 25 年）12 月 12 日（木）1530-1630 

■場所  ：マーシャル諸島共和国 海上警察（SEA PATROL）基地 

■要請者 ：Hon. Thomas HEINE 法務大臣 
（元警察庁副長官、オーストラリア供与のパトロ－ル・ボートの元船長） 

■聴取者 ：山川・日本海難防止協会調査役等 

■要請内容： 
（１）供与していただいた小型艇「RMIS LOMOR II」は、「小さ過ぎず、大き

過ぎず」で極めて使い勝手がよく、法令執行（立入検査、捜査）、海難救助、

急患搬送、要人輸送、重要行事支援など政府のあらゆるニーズに応えてお

り、その能力をいかんなく発揮している。この小型艇を頻繁に使用してお

り、RMI 政府や国民のために大変役に立っている。 
  このことは、大統領は勿論、政府関係者が広く知るところであり、日本財

団グループに対して、マーシャルを代表して最大限の感謝の意を表したい。 
（２）この小型艇は、即応力があり、足が速く、多少、海象が悪くても対応で

き、堪航性に優れている。私の経験上からも、これは非常にいい船だ。 
  さらに、もっと航続距離が長いと一層広い海域で効果的に活躍できるのだ

が、燃料タンクを更に大きくすることの困難性はよく承知している。 
（３）小型艇をもう１隻供与願いたい。 
  現在の小型艇はマジュロに常駐させており、その航続距離の制限上、出動

対応海域がマジュロ付近に限られてしまう。 
  このため、当国第２の人口を有するクワジェリン島（マジュロの北方約 240

マイル）にもう１隻小型艇を配置して、クワジェリンを中心とする当国北

部海域の海難救助、災害等に迅速に対処できるようにしたい。 
  また、当国の北部海域では、ライセンスのない漁船の不法操業が多く、ミ

クロ各国や USCG 等との合同取締りを行うのもこの海域である。 
  このように、北部海域用に小型艇をもう１隻配備することは、当国の海上

安全の向上に大きく役立つ。 
（４）クワジェリンは、コンテナ船の入港できる岸壁があり、燃料の供給も円

滑である。また、国家警察官 28 名が配置されており、小型艇２隻目が配備

されるならば、その運航及び保全のための要員を適切に確保する。 
（５）是非、前向きに検討して欲しい。 
（６）また、人材育成の面でも、日本からの積極的協力を得たい。(了) 
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が、燃料タンクを更に大きくすることの困難性はよく承知している。 
（３）小型艇をもう１隻供与願いたい。 
  現在の小型艇はマジュロに常駐させており、その航続距離の制限上、出動

対応海域がマジュロ付近に限られてしまう。 
  このため、当国第２の人口を有するクワジェリン島（マジュロの北方約 240

マイル）にもう１隻小型艇を配置して、クワジェリンを中心とする当国北

部海域の海難救助、災害等に迅速に対処できるようにしたい。 
  また、当国の北部海域では、ライセンスのない漁船の不法操業が多く、ミ

クロ各国や USCG 等との合同取締りを行うのもこの海域である。 
  このように、北部海域用に小型艇をもう１隻配備することは、当国の海上

安全の向上に大きく役立つ。 
（４）クワジェリンは、コンテナ船の入港できる岸壁があり、燃料の供給も円

滑である。また、国家警察官 28 名が配置されており、小型艇２隻目が配備

されるならば、その運航及び保全のための要員を適切に確保する。 
（５）是非、前向きに検討して欲しい。 
（６）また、人材育成の面でも、日本からの積極的協力を得たい。(了) 
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